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�論 文〉

活路開拓事業を利活用した共同店舗に

関する事例研究

今 村 哲

要 約

わが国の小売業は，バブル経済崩壊後，旺盛な個人消費の伸びに歯止め

がかかり，十数年に渡って低迷を続けている。近年の流通業界は，特定の

小売業の支配力が強まり，地域の中小小売業は，今まで以上に厳しい競争

環境の中で生きていかなければならない。開業30周年を迎える「鹿本ショッ

ピングセンターRIO（リオ）」は，中小小売業者が組織化し，共同店舗と

して，地域社会の中で消費者との相互理解とコンセンサスの上で，存在し

ている。中小小売業の組織化は，中小小売業政策の中心的な役割を担うも

のとして登場し，今日を迎えている。そして中小小売業組織化政策に呼応

して，中小小売業の協同組合が誕生し，大きな役割を果たして今日に至っ

ている。中小小売業自身がそれぞれの得意分野で結束し，英知を結集させ

て質と規模を高めて，大型小売業にはできない小回りの利く素早い行動力

で生き残っていくことが大事である。消費者の新しい利便に対する潜在的

欲求を競合店よりいち早く読み取り，独自技術の蓄積に基づいて店舗経営

を進化させなければならない。

「中小企業活路開拓調査・実現化事業」は，中小企業者が経済的・社会

的環境の変化に対応するため，新たな活路の開拓などに単独では解決が困

難な諸問題やその他の中小企業の発展に寄与するテーマなどについて，組

合等の取り組み支援をしている。その意味で中小小売業の組織化は，「施

策の受け皿機能」としての重要性が高いといえる。

当ショッピングセンターは，2007年度および2010年度「中小企業組合

等活路開拓事業」の採択を受けて事業を実施している。この補助金を活用

して，2007年度には「真の地域密着型ショッピングセンターへのリニュー



は じ め に

近年，わが国の小売業は，経済的・社会的の変化，消費ニーズの多様化，

売上高の低迷など，かつて経験したことのない出口が見えない厳しい状況

の中で商業活動を行っている。小売業者は，店舗の閉鎖・売却，事業規模

の縮小・提携解消，あるいは希望退職者の募集など，生き延びるためにリ

ストラクチャリングを実施しているのが現状である。

また，グローバル経済が進展する中で，日本市場へ世界の主要な流通資

本が直営店の開店や既存企業の買収により進出を図っている。さらに外資

系ファンドによる小売業への投資など，グローバル化の影響が顕著に表れ

ている。特に流通分野への外資進出は，わが国のメーカー・卸売業・小売

業にとって，従来型の商売を大きく転換させるものであり，流通構造や流

通環境に重大な影響を与えている。

流通業界を取り巻く環境は，大型スーパー，大型ドラックストアあるい

はカテゴリキラーと呼ばれる大型専門店など，特定の小売業の支配力が強

まって行く傾向がある。地域の中小小売業は，地域に密着した商売をして

おり，今まで以上に厳しい環境の中で，消費生活の向上に対する機能や地
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アルに関する研究事業」について，地域の特質を取り入れた新たなる共同店

舗の方向性を明らかにした。2010年度には「POS決済システムの顧客意識調

査およびそのシステム運用研究」について，顧客囲い込み（固定客作り）の

戦略として，高齢化が進む地域の実態に即した電子マネー決済を売場に導入

することに傾注した。これらの2つのテーマについて検討・解決を図り成功

に導くため，調査・研究，ビジョン作成，成果普及講習会等開催事業などを

行っている。本稿では，その事業の概要・背景，具体的な取り組み内容，そ

して事業展開の状況ならびにその成果を明らかにした。

キーワード：中小小売業，活路開拓事業，共同店舗，協同組合，協業化，組

織化，全国中央会，リニューアル，電子マネー



域のコミュニティ活動への貢献などの役割を担いながら，地域に根付いて

生きていかなければならない。

本稿では，こうした状況の中で，地域に存在する中小小売業者が単独で

は困難な諸問題を改善するため「中小企業活路開拓調査・実現化事業」と

いう補助事業を積極的に利活用した中小小売業の共同店舗に焦点をあてて

みた。

開業30周年を迎えるこの共同店舗は，「中小企業等協同組合法」に基づ

き，法人格を持つ協同組合として組織化されたものである。それは，人間

の「協同」を理念とし，目標とする組織であり，人間の本性であり社会集

団の本質である協同によって生まれ，その原理を経済活動や経営革新ある

いは社会環境の中に実現しようとするものである。協同組合は，組合員の

相互扶助を目的としているが，その特徴は，組合員の経済を前提とし，組

合員の必要とする事業であり，協同経営をするにあたり，事業の経営によっ

て，その構成員の利益を増進することである。この共同店舗の生き残り策

としては，第1に地域住民の日常生活を支える地域密着型ショッピングセ

ンターへのリニューアルを実施し，第2に電子マネーシステムの導入と顧

客の囲い込みの構築に取り組んでいる。地域に相応しい商業施設とすべき

新たな活路の開拓を計画して，生き残り掛けたイノベーションを実施した

共同店舗について，調査・研究を行ったものである。

Ⅰ 中小小売業と環境変化

1 中小小売業の現状

わが国の流通環境は，戦後の高度経済成長期に育まれた流通近代化や小

売業革新の潮流変化の状況とは異質なものとなっている。バブル経済崩壊

後，旺盛な個人消費の伸びに歯止めがかかり，十数年に渡って低迷を続け

ている。小売業は，かつて経験したことのない出口が見えない厳しい状況
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に陥っている。さらに流通分野への外資企業の進出は，わが国のメーカー・

卸売業・小売業にとって，従来型の商売を大きく転換させるものであり，

流通構造や流通環境に重大な影響を与えているといえよう。

経済産業省「商業統計表」によると，2007年時点でのわが国の小売業

は，商店数で約113万7,900店，従業者数で約757万9,400人，年間販売

額で約134兆7,050億円である（表Ⅰ�1，表Ⅰ�2）。特に商店数は，戦後

増加を続けて行き，1982年の調査では約172万1,500店までになっていた。

しかし，この数値をピークとして，その後における小売業を取り巻く経済

的，社会的，消費者ニーズなどの環境変化で減少傾向を示している。1997
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表Ⅰ�2 小売業の年間販売額

年間販売額（10億円） 従業者1人当たり販売額（万円）

年 1～49人 50人以上 合 計 1～49人 50人以上 平 均

1982 75,120 18,851 93,971 1,334 2,550 1,475

1991 109,668 30,971 140,639 1,820 3,406 2,028

1997 111,865 35,878 147,743 1,817 3,002 2,010

2004 95,151 38,128 133,279 1,549 2,353 1,717

2007 95,495 39,210 134,705 1,618 2,339 1,777

出所：経済産業省『商業統計表』より作成。

表Ⅰ�1 小売業の商店数・授業者数

商店数（千店） 従業者数（千人）

年 1～49人 50人以上 合 計 1～49人 50人以上 合 計

1982 1,715.1 6.4 1,721.5 5,630.3 739.2 6,369.4

1991 1,583.1 8.1 1,591.2 6,027.3 909.2 6,936.5

1997 1,408.5 11.2 1,419.7 6,155.7 1,095.1 7,350.7

2004 1,223.1 14.9 1,238.0 6,142.2 1,620.1 7,762.3

2007 1,122.3 15.5 1,137.9 5,903.3 1,676.1 7,579.4

出所：経済産業省『商業統計表』より作成。



年から2007年までの10年間で約28万1,800店が減少（約19.8％）して

いる。

そこで，中小小売業（従業者数1～49人）について詳しく見ることにす

る。2007年時点の商店数は約112万2,300店，従業者数は約590万3,300

人，年間販売額は約95兆4,950億円であり，小売業全体において占める

割合は，商店数で98.6％，従業者数で77.9％，年間販売額で70.9％となっ

ている。この数値を1997年と比較すると，いずれの項目の数値も中小小

売業にとっては，減少傾向にあることがわかる（表Ⅰ�1，表Ⅰ�2）。中小

小売業全体を通じて目立つのは，零細小規模の小売業の割合が一貫して減

少していることである。

また，2007年の従業者 1人当たりの年間販売額は，小売業平均で約

1,777万円であるが，その中で中小小売業の従業者1人当たりの年間販売

額は，約1,618万円であった。一方，大型小売業（従業員数50人以上）

の従業者1人当たりの年間販売額は，約2,339万円で約721万円の開きが

ある。大型小売業を100としてみた場合，中小小売業は，約69.2％にすぎ

ない（表Ⅰ�2）。

わが国の中小小売業の特徴としては，零細過多，生業・家業性，低生産

であるといわれながらも，立地地域，店舗規模，業種・業態，取扱商品，

販売方法などさまざまな条件が絡み合い，多様な経営形態によって地域に

根強く存立を続けてきた。しかし，近年において零細小規模の小売業は，

経営者の高齢化，後継者難，消費者ニーズの変化，売上高の低迷などに対

応できないことから閉店，廃業の傾向にある。さらに中小小売業にとって

は，異業態間競争と地域間競争の激化により，伝統的な小売業種・業態，

あるいは古くから存立している商店街をはじめとして，時代に対応できな

かった商業集積の衰退が目立っている。特に既存の中小小売業は，大型小

売業と比較して競争力が弱く，1人当たりの販売額の低さなどで厳しい経

営環境に直面している。中小小売業が抱えている内部的な要因と外部的な
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要因が相互に関連して，構造的な変化が生じているのも事実であろう。

2 中小小売業の存立基盤

小売業は生産と消費を繋ぐ流通過程の中にあって，消費者に一番近い位

置に存在しており，消費者に代わって商品を仕入れし，販売するという経

済活動を行っている1）。そのため小売業の存立基盤は，最終消費者に対し

ての販売活動であり，顕在的および潜在的な消費者ニーズに応えられない

小売業には存立の余地はない。

近年，中小小売業を取り巻く環境が変化する中で，その存在理由が不明

確で不安定なものになってきている。このような状況で，中小小売業者自

身に生じてきた意識の変化に関して，次の3点を指摘することができよ

う2）。第1に中小小売業は，その取り巻く諸環境との関連について，深い

関心を持ち始めてきている。中小小売業のために諸環境があるという意識

から，今や諸環境があっての中小小売業という意識が高まりつつある。第

2に中小小売業にとっては，閉店や廃業に至る危機や脅威を受けるという

意識が定着してきている。第3に中小小売業が諸環境との相互作用を円滑

に進めるためには，中小小売業としての経済的役割を十分に全うするだけ

でなく，社会的役割についても積極的に果たすべきであるという意識が広

まってきている。

また，地域にある中小小売業は，大切な生活インフラストラクチャー

（社会資本）でもあり，従来の状況から脱皮した位置づけとあり方が求め

られている。大型小売業に比べて，ヒト，モノ，カネ，情報の地域への依

存度が極めて高く，そのため中小小売業と地域経済とは密接不可分の関係

にあって相互依存・補完関係も強いだけに，中小小売業が地域経済に果た

す役割と責任は一段と高まっている。

特に中小小売業は，地域社会に存立の基盤を持ち，地域消費者によって

育てられるという基本的な考え方に立って，地域のステイクホルダーとの
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間に良好な関係を確立しなければならない。すなわち，地域社会に存在す

る中小小売業は，環境に適合する企業体質を持ちつつ，地域の消費者との

深い相互理解とコンセンサスを持つことによって存在できる。中小小売業

が取り巻く環境変化に対応することができず，消費者不在となった場合に

は，もはや商売をすることが不可能であるといっても過言ではない。中小

小売業は，地域社会に存在することの意義を再考し，地域消費者にとって

中小小売業がいかなる社会性を求められているかを良く理解しなければな

らない。つまり，中小小売業は，自らの存立基盤を再構築し，地域に密着

した産業であることを認識することが，きわめて重要なのである。

3 地域商店街と中小小売業経営

地域商店街は，長い歳月を経て地域に根付いてきた存在である。しかし，

時代の流れと共に周辺環境や消費者ニーズに対応できない商店街は，短期

間の内に商店街が廃れてしまう。さらに，地域商店街が元気を失えば，地

域経済の活力が喪失し，地域社会に悪い影響を与え，地域文化が衰退して

行くことになる3）。このような情勢の変化に対応して，地域商店街には地

域密着の精神を持ち，自助努力で生きるための新たな方向性を見出すこと

が求められる。

従来，地域商店街に集中・集積している中小小売業は，地域商業の「顔」

であった。その理由は，地域社会に自然的，社会的，文化的，精神的風土

を持って定着していたからこそである。自然と人間との調和の中に成立す

る地域商店街とのコミュニティこそが，人間らしさ，豊かさを希求する地

域商業の風土性であろう4）。これらの要素によって中小小売業は，地域的

風土の中に根を下ろし，地域経済の担い手として重要な役割を果たしてき

た。したがって，中小小売業を持って構成する地域商店街の盛衰は，地域

社会の盛衰とイコールである5）。その意味で，中小小売業が地域商店街で

果たす役割と責任は，依然としてなくならないという考え方が必要である。
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しかし，近年，中小小売業は，経営規模の拡大や環境変化に伴い，経営と

資本が分離する傾向にある。そのため1つ目は不況に対処する粘り強い商

店経営への継続的な努力，2つ目は「のれん」を守ろうとする商売人パワー，

3つ目は対外的信用の維持，4つ目は地域社会との円満な関係など，商店

経営者（商店主）としての責務を積極的に発揮し，その役割を果たしうる

か否か，疑問視されるようになってきた6）。

地域商店街に存在する中小小売業の中には，商店街の集客力が弱いといっ

た商店街の魅力度不足を嘆く経営者もいる。自分たち自身の店舗が集積し，

その商店街が形成されていることを忘れて，他力本願的な願望が商店街を

衰退に追い込んでいることに気づいていないようである。この点を商店経

営者は，反省しなければならないといえよう7）。地域で中小小売業が商売

を行っている中で，地域の盛衰は，「自分たちの商店街の衰退」あるいは

「立地条件の変化」などに繋がり，経営活動を大きく左右する事実を敏感

に受け止めるべきである。そして，自店が地域商店街で存続するためには，

経営体質の改善を図り，常に消費者ニーズの変化を予測し，競合する同業

者の動向に注意を向けるなど，その時代に適合する経営を行わなければ中

小小売業の発展はおぼつかない。

Ⅱ 中小小売業の協業化と組織化

1 協業化と規模メリット

協業化は，一定の目的のもとに中小小売業者が集団化し，事業協同組合

や協業組合などの組織によって，組合員が結集して人的な組織化がなされ，

それを基盤として，中小小売業集団内において適切な共同施設事業（例え

ば共同店舗など）を行い，物的な組織化がされていると定義することがで

きる8）。協業化は，集団化を前提として，第1に一定区域内において集団

化された中小小売業者が，人的，物的，資金的な面を含めて有機的に結合
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し，組織化されたものと，第2に中小小売集団の内部において，協同の原

理が活かされているものに分けられる9）。

中小小売業を集団化し，協業化による規模メリットを追求するための背

景としては，わが国の中小小売業の構造を特徴づけている店舗数の過多性・

生業性・零細性に基づく，集客力の弱さ，売上高の低さ，資金調達力の無

さ，経営管理や商業施設の近代化，合理化の遅れなど，基本的な問題解決

を図ることである。これらの中小小売業の近代化，高度化に対しては，個々

の中小小売業者の努力だけでは達成が困難であり，複数の中小小売業者の

力強い協力によって，中小小売業の体質改善と企業規模の拡大を図ろうと

するものである。

わが国の小売業の生産性は，小規模より中規模，中規模より大規模とい

うように，規模が大きければ生産性も高いという関係にあり，規模格差が

大きく作用している。このような規模構造を背景に中小小売業は，協業化

によって生産性を高めるために，規模メリットを追求しようと適正規模で

組織化することが必要となってくる。生産性だけを考えた規模の拡大が，

収益性を伴わないとしたら，それはもはや適正規模経営といえない。協業

化の成功は，規模メリットの総合的な成果であり，失敗または不調の協業

化は規模のデメリットが表面化したものということができる。

中小小売業の協業化を最大収益規模とするためには，中小小売業におけ

る内部要因として，第1に協業体組織の指導者，経営者の存在，第2に経

営者，管理者の経営管理能力の問題，第3に優秀な販売員の確保，第4に

資金調達力と償還力，第5に商業施設の近代化，第6に商業集積の充実な

どがある。また，中小小売業を取り巻く外部要因として，第1に取引関係

をはじめとして市場条件の変化，第2に同業他社との関係，第3に経営環

境の整備などがある。これらの内部要因と外部要因を総合的に検討し，そ

の中から適正規模を動態的に捉えて展開していく必要がある。
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2 個人と中小小売業集団化

中小小売業における集団化を考察するにあたって，個人（特に小零細小

売業者）との協同の問題は，重要な課題である。「共同」は，物（商店街，

商業施設）を中心とする中小小売業者の結びつき（集団）であり，経済的

メリットを直接的な目的とするものである。

「協同」は，人（中小小売業者）の協心を中心とする集団体制から構成

員相互の利益を増大しようとするものである。これを前提とする中小企業

集団は，人的な繋がりを一番に重要視する集団体制を持つ「協同体」であ

る。その運営には，「共同施設」を伴った事業を行うことによって，中小

小売業集団の経済メリットをあげることができる。従って，中小小売業集

団の目的も共同目的でなく，「協同目的」ということになる。協同目的の

達成は，協調精神を基調とするものでないと不可能であり，中小小売業者

と中小小売業者の結びつきが，協業化における第一条件である。人間の心

の結びつきが「協同」を意味し，協同一致の体制が協業化の基本である10）。

社会学的に個人と中小小売業集団との関係を見てみると，個人が中小小

売業集団に参加する心理的なものとしては，第1に個人では解決が困難で

あると思われる諸問題の重圧から逃れて，その解決を助けてもらうのに役

立つこと，第2に個人が中小小売業集団に参加することは，これによって

大きな組織力に身を委ねることの安心感や内面的な慰めをもたらすこと，

第3に個人は，中小小売業集団の掲げる目的・活動の性格によって，その

集団の一員であることが個人の劣等感を克服する働きを持っていること，

などが挙げられる。

これらの個人との基本的な関係を踏まえて，中小小売業集団化の原理を

次のように求めることができる11）。第1に協同は，個人の欲求ができる限

り満足される形態である。個人を認めない協同体は，資本主義経済体制に

おける自由主義を前提とした組織体としての体質を持たない。しかし，個
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人の欲求は，協同に参加する構成員に共通する同一目的に合致ものである

ことを大前提とする。第2に中小小売業集団に対する構成員の帰属意識を

持たせる機能を有する。中小小売業集団としてのまとまりを保持するため

には，集団構成員である個人が，協同体である中小小売業集団を「自分の

集団」であると意識するような機能を持つことである。これは第1に述べ

た個人の欲求との関係を持っている。第3に個人と中小小売業集団の「同

一視」によって，組織的運営を効率的に行うことができる。個人と中小小

売業集団とを同一視するということは，集団の凝集性を高め，生産性を向

上させるための前提条件である。それによって，集団としての連帯性を強

化し，その効率を高める上で大きな要素となるものである。同一視は，個

人的な行為を全体志向的行為に切り替えるための有力な役割を果たすもの

であり，個人と協同とを結ぶ絆である。

中小小売業集団における個人と協同との関係は，個人から出発して，集

団の同一視・帰属意識が高ければ高いほど，協同体としての体質が強固で

ある。この時，中小小売業集団を「自分のもの」として意識すると，中小

小売業集団の成長・発展は，同時に自己の利益に結ばれるとの考え方が展

開される。このような前提条件に立った時に，「個人」と言う感情に「協

同」という感情が優先するような集団的雰囲気が生まれてくる。

3 組織化の役割

組織化とは，第一義的には「組織をつくること」である。中小小売業は，

経営者の高齢化，後継者難，収益の悪化など，以前に比べて格段の経営力

が必要とされている中で，異質多元であり，個々の中小小売業が抱える問

題や程度も異なっている。従って，形式的な組織ではなく，多様で実質的

な組織化が必要となる。中小小売業の組織化を定義すると「複数の中小小

売業が，特定の目的のため計画的・秩序的・継続的に，その力を組み合わ

せる自主的な体系である」ということができる12）。
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中小小売業の組織化が持つ第1の役割は，弱い中小小売業が合理的に力

を合わせて組織化することによって，強い力を発揮することができる。そ

の力とは，まず内部経営においては，物的生産性の向上と言う効果を生む

こと，そして対外的な面においては，交渉力の強化により価値実現力を得

ること，などがもたらされる。この場合，中小小売業者がその力を合わせ

るということは，その持っている精神・資本・労働を出し合うことであり，

労働の中には，知的労働も含まれている。協同組織においては，特に相互

扶助の精神を出し合うことが大切であり，それが基盤である。

中小小売業の組織化が持つ第2の役割は，中小小売業対策推進の足場と

しての組織化である。中小小売業を発展させるために中小小売業政策があ

り，具体的な施策が実施されている。そして中小小売業が多様な施策を利

用するためには，施策の普及条件や施策効率の推進母体において，施策の

受容体＝受け皿としての組織が必要となる。中小小売業の組織化は，「施

策の受け皿機能」としての重要性が高いといえる13）。このように中小小売

業の組織化は，中小小売業政策の中心的な役割を担うものとして登場し，

今日を迎えている。そして中小小売業組織化政策に呼応して，中小小売業

の協同組合が誕生し，大きな役割を果たして今日に至っている14）。

協同組合は，独立した経営体として経済事業を行う1つの企業であり，

会社と同じように一定の資本を持ち，経済活動によって利益を上げること

ができる。しかし，協同組合は人的組織であり，組合員の経済を助長する

ことを目的に，組合員が必要する事業を行っている。協同組合の事業は，

それ自体の利益を目的に行われるのでなく，組合員の経済を直接助成する

ことを目的に行われており，組合員から離れては存在しえない15）。

ところで，中小小売業の組織化は長い歴史を有しているが，時代ととも

に環境変化と制約が生じており，中小小売業の組織化にもかげりが見えて

おり，組織の見直しが叫ばれるようになってきている。例えば，中小企業

として捉えた場合，同業種組織だけではなく，多様な企業間の連携や諸方
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面の協働事業や，緩やかで連携や目的が明確な事業体など，さまざまな形

の組織が生まれている16）。2010年の「中小企業憲章」では，5つ基本原則

の中に「経済活力の源泉である中小企業が，その力を思う存分に発揮でき

るよう支援する」とし，中小企業組合，異業種間連携などの取り組みを支

援することが謳われている17）。中小小売業が誇りを持って自立し，地域へ

の貢献をはじめ社会的課題に取り組むために，活路開拓事業という支援事

業があるといえる。

Ⅲ 全国中央会と活路開拓事業

1 全国中央会の概要と制度

正式名称は「全国中小企業団体中央会」（以下，「全国中央会」という）

で，各種中小企業関係組合などを網羅的に組織した総合指導機関であり，

中小企業組合をはじめとする連携組織の発展を支援することにより，わが

国の経済発展を支えることを使命としている。言い換えれば，全国中央会

は，わが国事業所の大半を占め，かつわが国経済社会の基盤を形成してい

る中小企業の振興発展を図るため，中小企業の組織化を推進し，その連携

を強固にすることによって，中小企業を支援して行こうとする団体として

設立されている。現在の中央会の組織は，都道府県ごとに1つの中央会

47会員数と，中小企業団体等363会員数（2013年3月31日現在）で構成

されている。全国中央会は，全国組織として，これらを取りまとめている

非常に公共性や公益性の高い組織であるといえる。

全国中央会の主な業務内容としては，中小企業の振興・発展を目途とし

て，中小企業者を組織化し，その組織を通じて中小企業の設備の近代化，

技術の向上，新技術の導入，経営の合理化，融合化など，中小企業を取り

巻く環境を是正することや時代にマッチした方策の実現に力を尽くしてい

る。また，中小企業の健全な発展を推進するために，組織化の指導をはじ
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めとする各種支援・施策を数多く設けており，中小企業および組合などを

取り巻く諸問題の解決を図ることに対し，中小企業対策に関する建議・陳

情など，様々な政策提言活動を実施している。さらに，全国中央会は，産

業構造審議会，中小企業政策審議会，法制審議会などの各種審議会および

委員会に委員として参画し，中小企業者の意見や要望などが，国の政策や

施策に反映されるよう働きかけており，オピニオンリーダーとしての役割

を担っている18）。

2「中小企業活路開拓調査・実現化事業」の募集要綱

国や都道府県，あるいは市町村などの公的機関では，中小企業を支援す

るためにさまざまな助成金や補助金を設けている。原則としては，補助金

も助成金も返済が不要な公的な支援の資金である。助成金は，必要要件が

合えば受給できる可能性が高いのに対して，補助金は，予算の関係上，金

額の総体が決まっているため，採決数があらかじめ確定していることから，

申請要件が揃っていても必ず受給できるわけではない。また申請期間（公

募期間）があるために，その時期を過ぎると応募することができない。

全国中央会には，組合などの中小企業連携グループが実施主体となり，

外部資源などを利活用し，これを改善するための調査研究・ビジョン作成，

試作開発，実証実験，国内・海外展示会出展，システム開発などの共同の

取組みに対して支援する事業がある。

「中小企業活路開拓調査・実現化事業」は，1978年に「活路開拓調査指

導事業」として新設されたもので，本年度で35年を迎え，延べ5,600件

を超える中小企業組合などに利活用されてきている。この事業は，�「中

小企業組合等活路開拓事業」，�「中小企業組合等活路開拓事業（展示会等

出展事業）」，�「組合等情報ネットワークシステム等開発事業」，�「連合

会（全国組合）等研修事業」の4つの分野に分かれた支援事業である。そ

の中で，「中小企業組合等活路開拓事業」（以下，「活路開拓事業」という）
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について，説明して行くことにする。中小企業者が経済的・社会的環境の

変化に対応するため，新たな活路の開拓をはじめとする単独では解決困難

な諸問題，その他中小企業の発展に寄与するテーマなどについて，中小企

業組合，社団法人（特例民法法人），一般社団法人，共同出資組織，任意

グループ（以下，「組合等」という）が，これを改善するための事業に対

し支援をする補助事業である。

補助対象となる事業の内容ついては，次の通りである。

� 事業が対象とするテーマは，次に掲げるもの，①中小企業の経営基

盤強化（技術・技能の継承や後継者の育成，取引慣行の是正，事業の

構造改善および新たな事業分野への進出など），②地域振興（地域の

中心市街地の活性化，産地・地場産業の振興，農商工等連携による新

商品開発と新商品の販路拡大のための展示会等への出展など），③社

会的要請への対応（規制緩和等による経営環境の変化への対処，エネ

ルギー環境問題への対処，BCP（事業継続計画）への対応のための

調査・研究など），④その他，中小企業が対応を迫られている問題に

ついて，この4つの中から1つを選んで事業を行うことである。

� 事業の実施にあたっては，そのテーマについて最も効果があるよう，

次の①～⑥の各事業を2つ以上，適宜組み合わせて行うものとする。

①調査・研究事業（問題点，現状等を明らかにするために調査し，そ

の分析等の研究など），②試作・改造事業（新製品・新技術の開発の

ために試作または既存製品・技術の改造や改良を行い，その結果の検

討・研究など），③実験・実用化試験事業（新製品および新技術の実

験または実用化に向けた試験を行い，その結果の検討・研究など），

④試供・求評事業（新製品および新技術を消費者や利用者等に試供・

展示して，その結果の検討・研究など，⑤ビジョン作成事業（上記

①～④の各事業の結果を受けて，テーマを達成するための将来像，見

通し等ビジョン作成など），⑥成果普及講習会等開催事業（事業の成
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果（中間報告）を組合等や組合員に周知・普及させるために講習会等

を行うなど），から選択しなければならない。

� 支援事業としての補助金額は，補助対象経費総額の10分の6以内

であって，11,588千円（予定）を上限とし，1,000千円を下限とする。

但し，「展示会等出展事業」については，12,000千円（予定）を上限

とする。

� 補助対象組合等の選定は，応募内容が本事業の趣旨に合致し，かつ，

効果的な実施が可能であると認められるもののうちから，より緊急度

の高いものを，選考委員会の審査（書面審査および必要に応じて実施

するヒアリング審査）を経て，補助対象組合等の候補として選定する。

� 選定のための評価は，①中小企業が単独で解決困難な諸問題等につ

いて，共同して活路を開拓するための調査研究，実現化を図るという，

本事業の趣旨に合致していること，②組合等およびその組合員等にとっ

て緊急度が高いテーマであること，③組合員等のニーズを充分に把握

した上で行われるものであること，④組合員等全員が成果を利活用に

参加できるものであること，⑤テーマに独創性，新規性があること，

⑥事業の効果的な実施が可能な事業計画であり，成果が期待できるこ

と，⑦事業に要する経費が適切であること，⑧事業実施後，その成果

の実現を図るための計画および体制があること，以上の8項目に関し

て検討する。

� 選考結果については，選考委員会において①組合等の概要，②事業

計画書，③経費明細書，④書面審査などについて総合的に評価してい

る。最終的には，選考委員会の議を経て，応募案件に対する「採択」，

「条件付き採択」，「不採択」の判定がなされる。各応募者には採否通

知が出され，補助対象候補となった事業には「補助金交付申請書」の

提出が求められる。

� 応募にあたっての注意事項としては，①補助金申請予定額が1,000
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千円未満の事業計画であるもの，②機械・装置等設備の導入や不動産

等土地の取得を行うもの，③アーケード，歩道，店舗，駐車場等，ハー

ド面の整備等を行うもの，④ソフト開発，システム開発・構築等，ホー

ムページ作成，データベース構築等行うもの（紙面上の設計を行うこ

とは可能），⑤事業の全部，あるいは大半を外部に委託等を行うもの，

⑥個人企業の取り組みであるもの，などが補助対象とならない事業内

容である。

� SBIR（中小企業技術革新制度）による支援については，補助対象

組合等が「活路開拓事業」を利用して新技術等を研究開発した場合，

その後，本事業での成果を応用，利用して企業化，事業化するための

活動に対して，例えば，①日本政策金融公庫の低利融資を受けられる

こと，②中小企業信用保険法の特例措置が受けられること，③中小企

業投資育成株式会社法の特例が適用されること，④小規模事業者設備

導入資金助成法の特例が適用されること，などその他数々の支援を受

けることができる。

このように「活路開拓事業」は，中小企業にとって，企業の存続と発展

の可能性を探るべき志を同じくする組合や組合員が，自立・自助を求めて

挑戦するために有用なのである。特に単独では対応が容易ではない課題に

対し，ビジョンづくりをはじめ調査・研究，新分野の開拓などに共同で取

り組むことを支援する助成制度といえる。その意味では，「共同」という

部分に重きが置かれていることが明らかである19）。本事業は，組合活動に

おける活性化の大きなチャンスであり，できるだけ多くの組合等がこの事

業を積極的に活かして，持続的発展に貢献することが求められる。
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Ⅳ ケーススタディー

1 協同組合鹿本ショッピングセンターの概略

当ショッピングセンターは，2007年度および2010年度の「中小企業組

合等活路開拓事業」の採択を受けて実施された事業である。『地域密着の

起爆剤は，リニューアルと電子マネーで 共同店舗の生き残り策 』

として，事業の概要・背景，具体的な取り組み内容，そして事業展開の状

況ならびにその成果を調査したものである（図Ⅳ�1）
20）。
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① 所在地 熊本県山鹿市鹿本町来民549番地3

② 設立年月 1981年5月

③ URL http://www.sc-rio.jp

④ 組合等の地区 山鹿市，熊本市の区域

⑤ 組合員の主な業種 小売業

⑥ 出資金額 8,293万円

⑦ 組合員数 5名

図Ⅳ�1 鹿本ショッピングセンターの全景



2 2007年度の事業概要

� 事業の内容

当組合は，熊本県北部の山鹿市と菊池市を結ぶ，国道325線沿いに位置

し，店舗名は「鹿本ショッピングセンターRIO（リオ）」で，年間売上高

が約10億円，組合員およびテナント計8社が参加している協同組合組織

の共同店舗である。売場面積は1,499平方メートル，駐車収容台数が100

台，1982年3月5日に開業している。今，多くの地域では高齢化や過疎

化，人口減少などが進んでおり，過去に経験のない地域経済社会の現象は，

中小企業者にとって経営環境の大きな変化である。地域に根付いて営業を

続けている当ショッピングセンターも，売上高の長期低落傾向にあり，こ

のような状況に対応した店舗運営・管理が不可欠となっていたことから，

2007年度に本事業に取り組み，地域密着型店舗としてのリニューアルに

関する調査研究を行い，地域の特質を取り入れた新たなる共同店舗の方向

性を明確にした。2008年2月に組合は，競合他店との差別的な魅力を提

供することに力を注いだ店舗の全面リニューアルを実施した（表Ⅳ�1）。

� 具体的な成果

当組合は，リニューアルを実施するにあたり，地域の特性や当店舗の課

題を分析し，必要なMD面およびソフト面の改善を行うことで，周辺の

競合店との差別化を図り，競争力を高めることにあった。リニューアルを
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表Ⅳ�1 2007年度の事業テーマ・設計・規模

① 事業テーマ 『真の地域密着型ショッピングセンターへのリニューアルに

関する調査研究事業』

② 事業設計 調査事業／研究事業／ビジョン作成事業／成果普及講習会等

開催事業

③ 事業規模 3,570,070円（うち，補助金額：1,966,056円）



機に限られた店舗面積の中で，地域の消費者ニーズに対応した商品の品揃

え，消費者に見やすく，買いやすい商品配置と陳列，効率的なレイアウト，

高齢者に対応した施設などの対策を講ずる事業となった（図Ⅳ�2）。

具体的な成果としては，次の6項目が挙げられる。

① 鮮度の高い商品の品揃えを第一に考え，特にすぐに食べることがで

きる総菜「おかず」への対応を進め，調理加工品の充実を図ったこと

② 「リオ」でしか買えないこだわり商品や付加価値の高い商品を積極

的に扱い，さらに売りたい商品をPOPなどで消費者に訴えたこと

③ 陳列台の高さを低くして，店内を見通せるようにしたこと

④ 高齢者対策として，通路スペースを広く確保し，車いすでの買い物

をスムーズにしたこと

⑤ 地域の消費者が一日3回「朝食（例：ベーカリーショップのパンな
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図Ⅳ�2 店舗のフロアガイド



ど）のために，昼食（例：おにぎり，お弁当など）のために，夕食

（例：煮物，焼き物，揚げ物など）のために」，と来店し，買い物でき

ること

⑥ 店舗内に地域住民の交流を深めるにコミュニティースペースを提供

したこと

2008年度の売上高実績は，リニューアル効果で前年対比105％であった。

さらに2009年度の売上高実績は，2009年7月に300m先に競合店が新規

オープンしたのにも関わらず，前年対比100％を維持することができた。

これらは「活路開拓事業」の成果だといえる。また，その後の売上面や客

層面において，消費喚起に繋がる成果も確実にでていることが窺える。

3 2010年度の事業概要

� 事業の内容

顧客囲い込み（固定客づくり）の戦略としては，高齢化が進む地域の実

態に即した電子マネー決済を売場に導入することに全力を傾注した（表Ⅳ�

2）。消費者に対しては，現金での支払いよりも「電子マネーMOTOCA

（モトカ）」での決済がいかに「お得」，「簡単」，「便利」，「安心・安全」で

あるかをキーワードとした。また，「電子マネーモトカ」を実現化するた

めには，委員会で課題の抽出と対応策を検討して解決を図り，組合員が一

丸となって取り組み，現実のものになった（図Ⅳ�3）。

―21―

表Ⅳ�2 2010年度の事業テーマ・設計・規模

① 事業テーマ 『POS決済システムの顧客意識調査およびそのシステム運用

の研究』

② 事業設計 調査事業／研究事業／ビジョン作成事業／成果普及講習会等

開催事業

③ 事業規模 1,538,520円（うち，補助金額：830,190円）



� 具体的な成果

「電子マネーMOTOCA（モトカ）」を導入するにあたり，高齢化が進む

地域の実態に即した生活サービス機能を持つ店舗の実現を掲げている（図

Ⅳ�4）。
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図Ⅳ�4 電子マネーモトカの機能

図Ⅳ�3 電子マネーモトカ



具体的な成果としては，次の5項目が挙げられる。

① レジの待ち時間の短縮ができたこと

② 高齢者の小銭の取り扱いから不安解消ができたこと

③ 現金のチャージによる顧客の潜在的囲い込みができること

④ 「モトカ」による決済では，平常時においてもポイントが2倍とな

る特典があり，売上高の促進に貢献していること

⑤ 「エディ」などの電子マネーは，支払手数料が4％であるが，「モト

カ」の電子マネーは経費として1％程度で済むこと

1992年に導入したポイントカード（花カード）の会員は，現在の時点

で12,000名程度いるが，そのうち，毎月6,300名程度が利用しており，売

上高の83％を占めており，10～20％の「モトカ」利用者獲得を目指して

いる。店内おいては，定期的に「モトカ」の入会キャンペーンを実施して

おり，当組合員が積極的に告知活動を行っていることが理解できる。

� 成功の要因

小売業においては，消費者ニーズの広がりや社会経済の変化から，生活

に必要な商品・サービスなど地域消費者に選択される時代であり，店舗の

魅力や特長を積極的に発信し，イメージアップを図りながら，消費者から

「選ばれるショッピングセンター」として評価を勝ち取ることに力を入れ

ている。

成功の要因としては，次の3点が挙げられる。

① 理事者側から一方的にならないように販売スタッフを参画させ，分

野別に委員会を立ち上げて，意見の集約を諮っていること。

② 日頃から，販売スタッフに対しては，「店の顔」として接客に心が

ける教育を実施していること。

―23―



③ リニューアルに関しては，全国にあるモデルとすべき店舗を視察・

調査し，ビジョン策定の際に役立てたこと。

また，「モトカ」の導入については，全国中央会から「2008年度組合等

情報ネットワーク等開発事業」の助成を受けて，単独サーバー型電子マネー

システムの開発を実施したこと，さらには 2009年度に経済産業省から

「商店街活性化事業費補助金」を利用してハード面の導入を図り，この事

業が単独型をネットワーク型に改善して近隣の共同店舗とネットワーク化

したこと，の2点が大きなきっかけとなって，新たな事業を計画するヒン

トとなった。これらは，「活路開拓事業」の補助金が利用できたことで，

事業を実施するに至ったことは明らかである。

� 今後の活動予定

目標としては，①ポイントカードなどの顧客特典を見直し，検討を行い，

「モトカ」での購買決済率30％を目指すこと，②将来，地域に住んでいる

住民を全て固定客にすること，③おじいちゃん，おばあちゃんとお孫さん

が一緒に来店してくれる店舗づくりをすること，④地域コミュニティの場

として活用できる店舗であること，などを掲げている。

当組合は，地域での独創性，将来性，効率性の3要素を兼ね揃えた共同

店舗運営が重要であり，これらの要素を絶妙なバランスで構成し，活動し

ていく予定である。今後も組合で発生した課題を解決するために，「活路

開拓事業」の活用を考えている。

Ⅳ 取り組みと課題

1 事業の効果的取り組み

「活路開拓事業」の応募については，中小企業組合等を中心に共同して，

「事業の構造改善」，「新分野への進出」，「新技術・新製品・新サービスの
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研究・開発」，あるいは「経営環境変化への対処」，「販売経路の拡大」，な

どに関係する取り組みのテーマが多く見られる。これらの申請および実施

する事業内容などを見ると，組合等は明らかに業界の体質改善，構造改善

などを意図したものに強い関心を示す傾向が窺える。

近年では，時代の流れと共に，規制緩和で生まれた新市場に異業種の中

小企業が連携・協力して参入する事業計画や社会の安心・安全に対応した

新素材の開発事業，新たなビジネスモデルを考案して商品・サービスの研

究・開発事業の展開，あるいは危機発生を予防，発生後の対応措置を可及

的速やかに講ずるために，危機管理に向けた業界の自主基準の研究・調査

なども見られる。さらに，地域社会への貢献活動を意識して，高齢化社会

を背景にした介護システムの開発や高齢者に優しい商店街活動の調査・研

究など，多くの分野に渡っていることが理解できる21）。

成果を上げる組合等は，本事業への申請に先立って，構成員企業の経営

環境や業界構造などに関する入念な意識調査，準備委員会設置による自己

点検や検討課題の抽出などに取り組んでいる。さらに組合等の自己資金に

よる自主的なビジョン作成の経験を踏まえたもの，他の公的支援を受けて

実施するなど，数年に渡る時間をかけて事前準備を行って成果を得る事例

が多い。例えば，「鹿本ショッピングセンターRIO（リオ）」の場合には，

2006年度に独自の顧客満足度調査を実施して，現状の問題点や課題に基

づき，短期・中長期の活動方針を明らかにしている。応募前に検討委員会

を開催し，共同店舗として課題に気づきながら放置していた部分があるの

ではないだろうか，お客様を希望でなく，自分たちの都合で品揃えをして

いるのではなかろうか，など商売の原点に立ち返って議論を重ねていたよ

うである。また，「電子マネーMOTOCA（モトカ）」については，全国中

央会の「2008年度組合等情報ネットワーク等開発事業」の助成によって，

現状の大手「エディ」，鉄道系の「スイカ」，コンビニ系の「ナナコ」，量

販店系の「ワンオン」などの電子マネーについて長所，短所を調査してい
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た。その結果，既存の電子マネーでは，高額な手数料の負担や独自性がな

いことが判明し，顧客囲い込み戦略を実施するために議論をしていた。

ところで，本事業は，単年度事業として実質的には短期間での取り組み

になるため，事前準備の段階から理事会と構成員企業の間で十分な意思疎

通に努め，機関決定の考えをもとに参加企業の協力，意識の醸成と合意が

大切になる。共有する問題意識や危機意識の中で，事業テーマの設定，事

業内容，スケジュールなど事業計画に構成員企業の意識が反映する行き届

いた準備が不可欠である。

事業計画の推進は，該当年度や次年度などで直ちに実現するものばかり

でなく，その事業終了後の継続的な活動が重要となることはいうまでもな

い。「活路開拓事業」の成果を十分に活用して進化させるためには，組合

等自身と構成員企業が積極的な参加意識を持ち，長期ビジョンや長期計画

を持続的に取り組むことが必要である。他方，政策支援の立場でいえば，

組合員等には的確な実施体制を整備することや，構成員企業には積極的な

利用体制の確立などで，事業終了後にける成果の持続的活用を強く要望し

ている22）。

しかし，「活路開拓事業」は，補助金額が1,000千円未満の事業規模で

は利活用することができない。特に小規模の組合等では自己資金の乏しさ

から，身の丈にあった小規模事業を計画しており，将来のあるべき姿や方

向を探るため，特例措置など考慮して補助金を支援できることを検討すべ

きであろう。

2 共同店舗に対する方向性と課題

商業を取り巻く環境の変化には，経済・社会環境，少子高齢化，消費者

志向，売れ筋商品，食の安全・安心などが要因と指摘されており，それら

を自らの店舗の課題として捉えることができる。この地域ならではの有用

性の高い商業機能を整備して，競合店との競争に勝ち抜いて行かなければ
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ならない。共同店舗にとっては，開業してから20年以上経つと店舗自体

が陳腐化して魅力がなくなり，その上，設備更新時期で施設が古くなり，

時代遅れとなって適応できなくなる。その結果，当然客足が鈍り，売れ行

きが停滞してくる。この地域に根付いて商売を続けてきた共同店舗として

は，地域の特性を分析し，必要な機能を具体的に構築することは個々の店

舗（売場）が受け取るさまざまな利益に繋がることになるといえよう。

「鹿本ショッピングセンターRIO（リオ）」のリニューアルは，これを

機に限られたスペースの中で，消費者に見やすく，買いやすい陳列，効果

的なレイアウトの見直し，高齢者対応施設の充実など，価格ではない付加

価値の追求を行ってきた。さらに地域密着店舗の確立を推進するためには，

顧客の囲い込みに向けて，電子マネーとPOSシステムの導入をも図った。

「電子マネーMOTOCA（モトカ）」は，社会的なキャッシュレスの流れに

乗って，急速に普及の度合いを広げており，レジでの現金の授受がなくな

り，簡単便利でスピーディに精算ができるなど，地域の独自性を活かして，

自らの存立可能性を高める販売活動に役立っていると考えられる。店舗リ

ニューアルと電子マネー導入の相乗効果によって，周辺の競合店との差別

化，競争力の向上によって，繁盛店として安定的な売上高の確保と固定客

づくりに力を入れて行くことになるだろう。今後，共同店舗にとって必要

なことは，組織的な活動によって，感性のある品揃え，斬新さがある陳列，

サービスはもちろんこと新鮮味のある販売員，顧客情報の活用，電子マネー

（モトカ）とポイントカード（花カード）の円滑な運用など，新しい方向

性を明確にして対応することを忘れてはいけない。

ところで，中小小売業の共同店舗において，その事業活動がなかなか統

一できない阻害要因としては，小規模であっても組合員が互いに経営者で

あり，それぞれの業種・業態が異なっていることが挙げられる。そのため

に足並みが揃わず，判断する意思決定が遅れ，ビジネスチャンスを逃がし

てしまうことがある。新たな事業の立案に際しては，事務局が中核機関と
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なり，補助事業や助成事業を積極的に導入し，組合員には真剣かつ丁寧に

説明して理解を得ることが大切である23）。当組合では，事業を検討するに

あたって，若手経営者を中心とした委員会組織を設置して議論しており，

明日の店舗経営と組合員およびテナントのことを考え，中長期の課題の改

善にあたる活動を続けていることに対して高く評価できる。すなわち，明

確なビジョンとしてのコンセプトを確立し，それによって組合員の意識を

統一し，共通の経営理念を持つことが重要なのである。それに加えて，良

きリーダー，良き専門家，熊本県中央会，全国中央会，行政機関などの支

援と協力を得ることも非常に大きな要素である。

お わ り に

「活路開拓事業」は，中小企業が単独で解決困難な諸問題などについて，

共同して活路を開拓するためのものであり，中小小売業にとっては自助努

力の支援活動の手助けとし，新たな中小小売業の意欲を喚起するために，

商業活性化に向けた商業支援策として対応できることが理解できる。また，

中小小売業の存立基盤は何よりも消費者志向をおいて他になく，地域の消

費者が求める生活の豊かさに応えられないような中小小売業は，仮にいか

なる商業振興策があっても存立の余地がないといえる。すなわち，商業活

動をより活発にするためには，中小小売業が自助努力を行って体質を強化

し，競争力を付け，地域に適合した店づくりを積極的に行うことで来店頻

度を増加させ，経済生活圏域の消費者に満足を与えることが重要なのであ

る。そのためにも，共同店舗の課題改善に向けた本事業の有意義な利活用

が望まれるのである。

消費者ニーズの多様化と少子高齢化による市場の縮小，過疎地域の進展

など，社会全体が大きく変化する中で，それぞれの中小小売業レベルのイ

ノベーションなしでは，地域の中小小売業の再活性化は不可能である。消
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費者に新たな生活価値を創造し，提案していける小売業種・業態が，今後

生き残ることができる中小小売業であるといえよう。
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�論 文〉

神奈川県の中小企業における

環境保全活動と組織マネジメント �

環境保全活動への取り組みの現状とその課題

角 田 光 弘

要 約

経営学の視点から，企業の環境保全活動の領域の捉え方を考察した上で，

2011年10月実施の神奈川県の中小企業556社向けアンケート調査に基づ

き，環境保全活動への取り組みの現状とその課題について考察した。

その結果，神奈川県の中小企業においては，環境保全活動への取り組み

を行うことを通して，その成果である自社の組織能力の向上を実現してい

る企業は，確かに存在するということ，また，神奈川県の中小企業が環境

保全活動へ取り組む理由（外部促進要因）としては，環境保全活動の領域

のブラック・ゾーン（環境保全活動のための法規制により，順守しなけれ

ばならない領域など）としての理由がある一定の重みを持ちながらも，そ

のような理由に留まらず，むしろ自らの戦略的意思決定により，環境保全

活動に前向きに取り組んでいるのではないかということが示唆された。

キーワード：中小企業，環境保全活動，持続的競争優位，組織マネジメン

ト，戦略的意思決定，トップの役割，ミドルの役割，人材マ

ネジメント，風通しの良い組織風土，外部促進要因



1．は じ め に

地球環境問題に対する企業の取り組みは，概ね1950年代後半から概ね

1970年代前半までの高度経済成長期の副産物とも考えられる大気汚染，

水質汚濁などの公害に対するものから始まったと考えられる。今日に至っ

ては，廃棄物の発生抑制や削減（Reduce），希少な資源の再利用（Reuse），

再生利用（Recycle）などの所謂3Rから地球環境に優しい新製品開発な

どと多岐に渡るようになっている。さらには，先進的な企業においては，

地球環境問題に関する法規制の分野への対応に留まらず，むしろ地球環境

問題への取り組みを持続的競争優位の構築に向けた組織能力のより一層の

強化に結びつけようとするような活動になってきていると考えられる。

他方，消費者においても，2009年に家電エコポイント制度やエコカー

減税制度，エコカー補助金制度などが導入されて以降は，地球環境問題に

対する意識や関心は従来よりも高まり，「地球環境に優しい製品がどうか」

ということが消費者の購買行動における判断基準として従来よりも大きな

ウェートを占めるようになってきていると考えられる。

以上の通り，地球環境問題に対する企業や消費者の意識や関心がかつて

ない程高まっていると考えられる今日こそ，「環境マネジメントありき」の

議論ではなく，地に足の着いた「企業の環境保全活動の推進と持続的競争

優位の構築に向けて求められる組織マネジメントのあり方」について改めて

考察する必要があるのではないか。従来のこの分野の実証研究は，企業の環

境保全活動と競争優位性との関係について，組織マネジメント要因の2変

数間についての関係性の分析が多く，媒介変数などを含めた多変数間の相

互の関係性（多対多の関係性）についての考察がさらに必要ではないか。

以上の考え方に基づき，拙稿「環境保全活動と組織マネジメント」

（2011年10月）1）では，東京証券取引所市場第1部，第2部の上場企業と
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未上場の特定大手企業の276社における環境保全活動の推進に貢献する組

織マネジメント要因の多変数間の相互の関係性（多対多の関係性）に関し

て，以下のことが明らかになった。すなわち，「トップがその役割を果た

すことや風通しの良い組織風土が，企業の環境保全活動の推進に直接的に

貢献すること」，「トップやミドルがその役割を果たすことが，風通しの良

い組織風土を通じて，企業の環境保全活動の推進に貢献すること」である。

また，拙稿「静岡県エコアクション21認証登録企業における環境保全

活動と組織マネジメント 組織マネジメント要因と外部促進要因の視点

から 」（2013年4月）2）では，以下のことが明らかになった。すなわち，

環境省が定めた環境経営システムや環境報告に関するガイドラインである

エコアクション21を認証登録しており，先進的と考えられる静岡県の中

小企業201社における環境保全活動の推進に貢献する組織マネジメント要

因の多変数間の相互の関係性（多対多の関係性）に関して，「環境保全活

動への取り組みにおいて，トップがその役割を過剰に果たすと，かえって

現場を疲弊させてしまう可能性があること」，「企業の環境保全活動の推進

には，風通しの良い組織風土が直接的に貢献すると同時に，ミドルがその

役割を果たすことが風通しの良い組織風土を通して貢献すること」である。

その一方で，拙稿の両研究からは，少なくとも「環境保全活動への取り

組み」と「人材マネジメント」に関する組織マネジメント要因間の関係性

については必ずしも示唆が得られたわけではなく，それらの関係性につい

ては今後の研究課題として残された。

以上を踏まえて，次なる研究対象企業として今回取り上げるのは，神奈

川県の中小企業である。その理由は，第1に，「神奈川県」ということに

関しては，神奈川県はもとより京浜工業地帯を抱え，高度経済成長期には

正に大気汚染や水質汚濁などの従来型環境問題である公害問題が発生して

しまい，それらの問題に対する取り組みにより，今日では公害問題を克服

してきたと考えられることである。第2に，「神奈川県の中小企業」とい
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うことに関しては，従来型環境問題である公害問題に対する民側の取り組

み主体として大きなウェートを占めると考えられる神奈川県の中小企業は，

今日では公害問題への取り組みに留まらず，広く環境保全活動への取り組

みに関する組織マネジメントに学ぶべき特質がある可能性を秘めているの

ではないかと考えられることである。第3に，神奈川県の中小企業におけ

る環境保全活動に関する組織マネジメントに学ぶべき特質を抽出すること

ができれば，他地域の中小企業が環境保全活動に取り組む上で参考になる

組織マネジメントに関する知見となる可能性が考えられることである。

そのような神奈川県の中小企業における，①「環境保全活動への取り組

み状況」，②「環境保全活動への取り組み理由（外部促進要因）」，③「環境

保全活動への取り組み成果」，④「トップの役割」，⑤「ミドルの役割」，⑥

「組織風土」，⑦「人材マネジメント」，⑧「環境保全活動へ取り組む上での

課題」に関して，業種（製造業，建設業，道路貨物輸送業）の違い，企業

規模（今回着目するのは全業種・従業員数51人以上企業，同・50人以下

企業）の違い，環境マネジメントシステム認証取得（認証登録）企業と未

取得（未登録）企業との違いが果たしてあるのかどうか。

以上のような問題意識に基づき，本稿では，まず企業の環境保全活動の

領域の捉え方について考察する。次に，2011年10月に実施のアンケート

調査に基づき，神奈川県の中小企業556社における上記①から⑧の項目に

ついて考察する。その上で，中小企業が環境保全活動に取り組む上で参考

になる組織マネジメントに関する知見を得ようとするものである。

なお，それらを踏まえた上で，次稿（「神奈川県の中小企業における環

境保全活動と組織マネジメント（2） 組織マネジメント要因の相互の関

係性（多対多の関係性）について 」）では，企業の環境保全活動の推

進に向けて求められる組織マネジメントのあり方に関する仮説を構築し，

同アンケート調査に基づく共分散構造分析手法による仮説の検証などを通

して，神奈川県の中小企業における環境保全活動の推進に貢献する組織マ
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ネジメント要因の多変数間の相互の関係性（多対多の関係性）を探究しよ

うとするものである。

2．企業の環境保全活動の領域の捉え方

企業の環境保全活動への取り組みとしてこれまでに具体的に考えられて

きた主なものは，①3R（Reduce（廃棄物の発生抑制や削減），Reuse

（再利用），Recycle（再生利用）），②環境報告書の作成と公表，③ISO

14001などの環境マネジメントシステムの認証取得（認証登録），④グリー

ン購入（地球環境保全に貢献する製品・部品の購入），⑤環境会計（企業

の環境配慮についての費用と便益を金額もしくは物量で表示する会計），

⑥ライフ・サイクル・アセスメント（LCA，製品の設計段階から廃棄に

至る全ての段階を通しての総合的環境影響の評価），⑦エコ・デザイン

（環境に配慮した製品設計）など3）である。

このような企業の環境保全活動に対しては，以下の3つの領域として捉

えることができると考えられる。

第1の領域は，ブラック・ゾーンである。この領域は，環境保全活動の

ための法規制により，順守しなければならない領域4）（コンプライアンス

の領域）である。また，顧客や見込み客から認証制度（ISO14001やエコ

アクション21など）の取得（または登録）を取引条件に求められる場合

には，必ずそれらの認証制度に取り組み，取得（または登録）しなければ

ならない領域と考えられる。

第2の領域は，グレイ・ゾーンである。この領域は，リサイクル問題や

土壌汚染など社会の強い合意が得られ，近い将来法律化されるような領

域5）と考えられる。この領域に対しては，社会の強い要請があるため，企

業は自発的かつ積極的に取り組むべき領域6）と考えられる。この領域の問

題解決を図るための戦略的経営資源への投資（人材開発，生産設備，研究
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開発など）の結果次第では，新製品や新事業の開発，ひいては組織能力の

強化や持続的競争優位の構築へとつながる可能性があるため，この領域の

どのような問題にいつ，どれだけ積極的に取り組むのかはトップの戦略的

意思決定の問題と考えられる。

第3の領域は，ホワイト・ゾーンである。この領域は，現段階では緊急

に求められるものではないものの，企業は将来的には解決に取り組まなけ

ればならないような領域7）と考えられる。グレイ・ゾーンと同様に，この

領域のどのような問題にいつ，どれだけ積極的に取り組むのかはトップの

戦略的意思決定の問題と考えられる。

3．神奈川県の中小企業における環境保全活動への取り組み

についての現状分析

本節では，2011年10月に実施のアンケート調査に基づき，神奈川県の

中小企業556社における環境保全活動に関する現状分析を行う。現状分析

に当たっては，①「環境保全活動への取り組み状況」，②「環境保全活動へ

の取り組み理由（外部促進要因）」，③「環境保全活動への取り組み成果」，

④「トップの役割」，⑤「ミドルの役割」，⑥「組織風土」，⑦「人材マネジメ

ント」，⑧「環境保全活動へ取り組む上での課題」のそれぞれに対して，ま

ず全企業556社に関して現状分析を行う。その際には，必要に応じて，業

種（製造業217社，建設業178社，道路貨物輸送業78社）の違い，企業

規模（全業種・従業員数51人以上企業201社，同・50人以下企業353社）

の違い，環境マネジメントシステム認証取得（認証登録）企業149社と未

取得（未登録）企業407社との違いの視点から現状分析を行うものとする。

� 神奈川県の中小企業向けのアンケート調査の概要

筆者は，早稲田大学・拓殖大学・静岡大学・宮城大学・環境マネジメン
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ト・共同研究グループの共同研究者であり，今回のアンケート調査は同・

研究グループの共同研究の一環として行われた。このアンケート調査の対

象企業は神奈川県の中小企業2,954社であり，2011年9月末日に発送し，

同10月末日までに郵送により回収した。アンケート回答企業は556社

（回答企業の属性は図表1の通り）であり，回収率は18.8％である。なお，

同・研究グループから株式会社浜銀総合研究所へアンケート質問票の発送

関係業務と回答データの入力業務を委託し，筆者が独自にその1次入力デー

タ（RawData）の加工・分析を本稿で行っている。
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図表1 回答企業の属性とその社数

業 種
環境マネジメント
システム認証取得
（認証登録）企業

環境マネジメント
システム未取得
（未登録）企業

合計

製 造 業

従業員数50人以下 36 87 123

従業員数51人以上 60 34 94

小 計 96 121 217

建 設 業

従業員数50人以下 16 122 138

従業員数51人以上 11 27 38

従業員数不明 0 2 2

小 計 27 151 178

道路貨物

輸 送 業

従業員数50人以下 1 38 39

従業員数51人以上 7 32 39

小 計 8 70 78

そ の 他

従業員数50人以下 7 46 53

従業員数51人以上 11 19 30

小 計 18 65 83

全 業 種

従業員数50人以下 60 293 353

従業員数51人以上 89 112 201

従業員数不明 0 2 2

小 計 149 407 556



� 企業の環境保全活動への取り組み状況

今回のアンケート調査では，環境マネジメントシステム「Q81 ISO

14001」，「Q82 KES・環境マネジメントシステム・スタンダード」，「Q83

エコアクション21」，「Q84 エコステージ」のそれぞれに対して，3段階

（「1：取得している」，「2：今後取得を予定している」，「3：取得しておら

ず，今後も取得予定はない」）で企業から回答を得ている。

（2�1�1）「Q81 ISO14001」

「Q81 ISO14001」に関しては，「取得済み」（スコア1）9）は全企業556

社（有効回答数：n＝447），製造業217社（有効回答数：n＝187），建設業

178社（有効回答数：n＝140），道路貨物輸送業78社（有効回答数：n＝58），

全業種・従業員数51人以上企業201社（有効回答数：n＝173），全業種・

従業員数50人以下企業353社（有効回答数：n＝274），環境マネジメン

トシステム認証取得（認証登録）企業149社（有効回答数：n＝140）の

場合，それぞれ28.2％，44.9％，15.0％，12.1％，47.4％，16.1％，90.0％

であった。

業種の違い（製造業，建設業，道路貨物輸送業）に関しては，製造業

（44.9％）の認証取得が最も多く，建設業（15.0％），道路貨物輸送業（12.1

％）の順に続いている。また，企業規模の違い（全業種・従業員数51人

以上，同・50人以下）に関しては，企業規模の大きい企業（47.4％）の方

が小さい企業（16.1％）よりも認証取得が進んでいると考えられる。さら

に，環境マネジメントシステム認証取得（認証登録）企業では，複数回答

ではあるものの実に90.0％の企業がISO14001を認証取得している。
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（2�1）「Q88） 環境マネジメントシステム取得（登録）」状況



（2�1�2）「Q82 KES・環境マネジメントシステム・スタンダード」

「Q82 KES・環境マネジメントシステム・スタンダード」に関しては，

「取得済み」（スコア1）は全企業556社（有効回答数：n＝392），製造業

217社（有効回答数：n＝151），建設業178社（有効回答数：n＝129），道

路貨物輸送業78社（有効回答数：n＝57），全業種・従業員数51人以上

企業201社（有効回答数：n＝142），全業種・従業員数50人以下企業353

社（有効回答数：n＝255），環境マネジメントシステム認証取得（認証登

録）企業149社（有効回答数：n＝140）の場合，それぞれ1.3％，1.3％，

0.0％，1.8％，0.7％，5.5％，5.1％であった。

業種の違い（製造業，建設業，道路貨物輸送業）に関しては，道路貨物

輸送業（1.8％）の認証登録が最も多く，製造業（1.3％）がそれに続いて

おり，建設業（0.0％）では認証登録がなかった。また，企業規模の違い

（全業種・従業員数51人以上，同・50人以下）に関しては，企業規模の

小さい企業（5.5％）の方が大きい企業（0.7％）よりも認証登録が進んで

いると考えられる。さらに，環境マネジメントシステム認証取得（認証登

録）企業では，複数回答ではあるものの5.1％の企業がKES・環境マネジ

メントシステム・スタンダードを認証登録している。ただし，KES・環

境マネジメントシステムは，ISO14001程には認証登録されているわけで

はないと考えられる。

（2�1�3）「Q83 エコアクション21」

「Q83 エコアクション21」に関しては，「取得済み」（スコア1）は全

企業556社（有効回答数：n＝399），製造業217社（有効回答数：n＝153），

建設業178社（有効回答数：n＝135），道路貨物輸送業78社（有効回答

数：n＝57），全業種・従業員数51人以上企業201社（有効回答数：n＝

144），全業種・従業員数50人以下企業353社（有効回答数：n＝246），

環境マネジメントシステム認証取得（認証登録）企業149社（有効回答数：
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n＝103）の場合，それぞれ5.3％，6.5％，4.4％，3.5％，4.9％，0.8％，20.4

％であった。

業種の違い（製造業，建設業，道路貨物輸送業）に関しては，製造業

（6.5％）の認証登録が最も多く，建設業（3.5％）と道路貨物輸送業（3.5

％）の認証登録比率は同じであった。また，企業規模の違い（全業種・従

業員数51人以上，同・50人以下）に関しては，企業規模の大きい企業

（4.9％）の方が小さい企業（0.8％）よりも認証登録が進んでいると考えら

れる。さらに，環境マネジメントシステム認証取得（認証登録）企業では，

複数回答ではあるものの20.4％の企業がエコアクション21を認証登録し

ている。ただし，エコアクション21は，ISO14001程には認証登録され

ているわけではないと考えられる。

（2�1�4）「Q84 エコステージ」

「Q84 エコステージ」に関しては，「取得済み」（スコア1）は全企業

556社（有効回答数：n＝387），製造業217社（有効回答数：n＝149）の

場合，建設業178社（有効回答数：n＝130），道路貨物輸送業78社（有

効回答数：n＝56），全業種・従業員数51人以上企業201社（有効回答数：

n＝139），全業種・従業員数50人以下企業353社（有効回答数：n＝248），

環境マネジメントシステム認証取得（認証登録）企業149社（有効回答数：

n＝95）の場合，それぞれ0.8％，1.3％，0.0％，1.8％，0.7％，0.8％，3.2

％であった。

業種の違い（製造業，建設業，道路貨物輸送業）に関しては，道路貨物

輸送業（1.8％）の認証取得が最も多く，製造業（1.3％）がそれに続いて

おり，建設業（0.0％）では認証取得がなかった。また，企業規模の違い

（全業種・従業員数51人以上，同・50人以下）に関しては，企業規模の

小さい企業（0.8％）の方が大きい企業（0.7％）よりもわずかながら認証

取得が進んでいると考えられる。さらに，環境マネジメントシステム認証
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取得（認証登録）企業では，複数回答ではあるものの3.2％の企業がエコ

ステージを認証取得している。ただし，エコステージは，ISO14001程に

は認証取得されているわけではないと考えられる。

以上より，「Q81 ISO14001」と「Q83 エコアクション 21」に関し

ては，製造業の方が建設業や道路貨物輸送業よりも，また企業規模の大き

い企業（全業種・従業員数51人以上）の方が小さい企業（全業種・従業

員数50人以下）よりも認証取得（認証登録）が進んでいると考えられる。

また，「Q82 KES・環境マネジメントシステム・スタンダード」と

「Q84 エコステージ」に関しては，道路貨物輸送業の方が製造業や建設

業よりも，企業規模の小さい企業（全業種・従業員数50人以下）の方が

大きい企業（全業種・従業員数51人以上）よりも，認証取得（認証登録）

が進んでいると考えられる。

ただし，業種の違い（製造業，建設業，道路貨物輸送業），企業規模の

違い（全業種・従業員数51人以上，同・50人以下）にかかわらず，ISO

14001の方がエコアクション21，KES・環境マネジメントシステム・ス

タンダード，エコステージよりも認証取得（認証登録）が進んでいる。こ

のことは，神奈川県の中小企業においては，導入にかかる準備作業やその

費用，更新手続き作業やその費用の観点からよりハードルの高い ISO

14001の方を認証取得していることになり，神奈川県の中小企業の環境マ

ネジメントシステムの認証取得（認証登録）に対する積極性の表れとも考

えられる。

（2�2）「Q9 3R（Reduce,Reuse,Recycle）」

今回のアンケート調査では，「Q9 3R（Reduce,Reuse,Recycle）」

については，6段階（「1：特に実施していない」，「2：以前に比べて1割

程度削減できた」，「3：以前に比べて3割程度削減できた」，「4：以前に比
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べて5割程度削減できた」，「5：以前に比べて7割程度削減できた」，「6：

以前に比べて9割以上削減できた」；数値が高くなるにつれて肯定度が高

くなる）で企業から回答を得ている。

この内，「以前に比べて取り組んでいる」（スコア2～6）10）と回答した企

業は，全企業556社（有効回答数：n＝540），製造業217社（有効回答数：

n＝212），建設業178社（有効回答数：n＝173），道路貨物輸送業78社

（有効回答数：n＝75），全業種・従業員数51人以上企業201社（有効回

答数：n＝197），全業種・従業員数50人以下企業353社（有効回答数：n＝

342），環境マネジメントシステム認証取得（認証登録）企業149社（有効

回答数：n＝147），環境マネジメントシステム未取得（未登録）企業407

社（有効回答数：n＝393）の場合，それぞれ52.0％，65.6％，48.0％，32.0

％，61.4％，46.5％，85.0％，39.7％であった。

業種の違い（製造業，建設業，道路貨物輸送業）に関しては，製造業

（65.6％）の取り組みが最も進んでおり，建設業（48.0％），道路貨物輸送

業（32.0％）の順に続いている。また，企業規模の違い（全業種・従業員

数 51人以上，同・50人以下）に関しては，企業規模の大きい企業

（61.4％）の方が小さい企業（46.5％）よりも取り組みが進んでいると考え

られる。さらに，環境マネジメントシステムの認証取得（認証登録）の有

無の違いに関しては，環境マネジメントシステム認証取得（認証登録）企

業（85.0％）の方が未取得（未登録）企業（39.7％）よりも取り組みが進

んでいると考えられる。

（2�3）「Q10 グリーン購入」

「Q10 グリーン購入」については，6段階（「1：特に実施していない」，

「2：長期間使用できるものを選ぶなどの配慮をしている」，「3：物品購入

で環境ラベルを確認している」，「4：2，3の取り組みに加え特定調達物品

のうち3割までについて環境物品を購入している」，「5：2，3の取り組み
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に加え特定調達物品のうち5割以上について環境物品を購入している」，

「6：2，3の取り組みに加え特定調達物品を超えて環境物品を購入してい

る」；数値が高くなるにつれて肯定度が高くなる）で企業から回答を得て

いる。

この内，「何らかの配慮をしている」（スコア2～6）11）と回答した企業は，

全企業556社（有効回答数：n＝541），製造業217社（有効回答数：n＝

211），建設業178社（有効回答数：n＝173），道路貨物輸送業78社（有

効回答数：n＝77），全業種・従業員数51人以上企業201社（有効回答数：

n＝197），全業種・従業員数50人以下企業353社（有効回答数：n＝343），

環境マネジメントシステム認証取得（認証登録）企業149社（有効回答数：

n＝147），環境マネジメントシステム未取得（未登録）企業407社（有効

回答数：n＝394）の場合，それぞれ54.7％，62.6％，45.1％，59.7％，65.0

％，48.7％，77.6％，46.2％であった。

業種の違い（製造業，建設業，道路貨物輸送業）に関しては，製造業

（62.6％）の取り組みが最も進んでおり，道路貨物輸送業（59.7％），建設

業（45.1％）の順に続いている。また，企業規模の違い（全業種・従業員

数 51人以上，同・50人以下）に関しては，企業規模の大きい企業

（65.0％）の方が小さい企業（48.7％）よりも取り組みが進んでいると考え

られる。さらに，環境マネジメントシステムの認証取得（認証登録）の有

無の違いに関しては，環境マネジメントシステム認証取得（認証登録）企

業（77.6％）の方が未取得（未登録）企業（46.2％）よりも取り組みが進

んでいると考えられる。

「Q111 環境宣言を作成している」，「Q112 環境報告書を作成・公表

している，「Q113 環境会計を実施している」，「Q114 環境専門部署を
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（2�4）「Q111 環境宣言を作成している」から「Q1111 生物多様性

に関する指針を作成している」まで



設置している」，「Q115 従業員へ環境意識の啓発活動を行っている」，

「Q118 従業員やその家族が行う環境保全活動を支援している」，「Q119

関係会社の環境保全活動を支援している」，「Q1110 環境に関するNPO

に寄付をしている」，「Q1111 生物多様性に関する指針を作成している」

の質問項目については，6段階（「1：あまり前向きとはいえない」～「6：

十分前向きに取り組んでいる」；数値が高くなるにつれて肯定度が高くな

る）で企業から回答を得ている。この内，それぞれの質問項目に対して，

より前向きに取り組んでいると回答した企業（スコア5，6）12）は図表2の

通りである。

図表2が示唆していることは，第1に，全企業，業種（製造業，建設業，

―46―

図表2「Q111 環境宣言を作成している」から「Q1111 生物多様性に

関する指針を作成している」までの取り組み状況



道路貨物輸送業）の違い，企業規模（全業種・従業員数51人以上，同・50

人以下）の違い，環境マネジメントシステム認証取得（認証登録）の有無

の違いにかかわらず，環境保全活動の個別に関して，取り組みへの意思決

定のしやすさ，実際の取り組みのしやすさがあるのではないかということ

である。すなわち，取り組みへの意思決定のしやすさ，実際の取り組みの
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質 問 項 目

全
企
業
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造
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業
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・
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業
員
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業

全
業
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・
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業
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数
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業

環
境
マ
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ジ
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ト

シ
ス
テ
ム
認
証
取
得

（
認
証
登
録
）
企
業

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

シ
ス
テ
ム
未
取
得

（
未
登
録
）
企
業

556社 217社 178社 78社 201社 353社 149社 407社

Q111

環境宣言を作成してい

る

24.3％ 36.5％ 12.6％ 18.7％ 37.0％ 17.1％ 62.4％ 9.7％

Q112

環境報告書を作成・公

表している

11.6％ 16.2％ 6.0％ 9.5％ 16.6％ 8.7％ 30.9％ 4.2％

Q113

環境会計を実施してい

る

3.9％ 4.4％ 1.8％ 2.8％ 5.3％ 3.0％ 9.2％ 1.8％

Q114

環境推進専門部署を設

置している

12.9％ 20.1％ 6.2％ 9.8％ 23.1％ 7.0％ 36.1％ 4.0％

Q115

従業員へ環境意識の啓

発活動を行っている

23.5％ 32.8％ 15.0％ 17.6％ 30.6％ 19.4％ 55.8％ 11.2％

Q118

従業員やその家族が行

う環境保全活動を支援

している

3.1％ 2.9％ 3.6％ 1.4％ 3.2％ 3.0％ 6.2％ 1.8％

Q119

関係会社の環境保全活

動を支援している

9.3％ 7.4％ 7.9％ 10.9％ 11.2％ 8.3％ 15.4％ 7.0％

Q1110

環境に関連する NPO

に寄付をしている

4.2％ 2.8％ 7.3％ 0.0％ 2.6％ 5.1％ 6.3％ 3.4％

Q1111

生物多様性対応に関す

る指針を作成している

3.7％ 2.4％ 0.6％ 0.0％ 1.6％ 1.8％ 4.2％ 0.8％



しやすさの第1グループは，「Q111 環境宣言を作成している」，「Q115

従業員へ環境意識の啓発活動を行っている」，第2グループは，「Q114

環境推進専門部署を設置している」，「Q112 環境報告書を作成・公表し

ている」，第3グループは，「Q119 関係会社の環境保全活動を支援して

いる」，第4グループは，「Q113 環境会計を実施している」，「Q118 従

業員やその家族が行う環境保全活動を支援している」，「Q1110 環境に関

するNPOに寄付をしている」，「Q1111 生物多様性対応に関する指針を

作成している」である。

第2に，業種（製造業，建設業，道路貨物輸送業）の違いに関しては，

製造業の取り組みが最も進んでおり，道路貨物輸送業，建設業の順に続い

ている。

第3に，企業規模の違い（全業種・従業員数51人以上，同・50人以下）

に関しては，企業規模の大きい企業の方が小さい企業よりも取り組みが進

んでいると考えられる。

第4に，環境マネジメントシステムの認証取得（認証登録）の有無の違

いに関しては，環境マネジメントシステム認証取得（認証登録）企業の方

が未取得（未登録）企業よりも取り組みが進んでいると考えられる。

（2�5） 新製品・サービス開発に関する環境保全活動への取り組み

「Q121 LCA（ライフ・サイクル・アセスメント）を実施している」，

「Q122 エコ・デザインや環境配慮型の新製品・サービス開発に取り組ん

でいる」，「Q123 カーボンオフセット付き商品・サービスを企画・販売

している」の質問項目については，6段階（「1：実施していない」，「2：1

年以内に実施を予定」，「3：全売上額の1割未満で実施」，「4：全売上額の

1～2割未満で実施」，「5：全売上額の2～5割未満で実施」，「6：全売上額

の5割以上で実施」；数値が高くなるにつれて肯定度が高くなる）で企業

から回答を得ている。
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（2�5�1）「Q121 LCA（ライフ・サイクル・アセスメント）を実施している」

「以前に比べて実施している」（スコア2～6）13）と回答した企業は，全企

業556社（有効回答数：n＝533），製造業217社（有効回答数：n＝213），

建設業178社（有効回答数：n＝168），道路貨物輸送業78社（有効回答

数：n＝73），全業種・従業員数51人以上企業201社（有効回答数：n＝

197），全業種・従業員数50人以下企業353社（有効回答数：n＝335），

環境マネジメントシステム認証取得（認証登録）企業149社（有効回答数：

n＝144），環境マネジメントシステム未取得（未登録）企業407社（有効

回答数：n＝389）の場合，それぞれ13.3％，17.4％，11.9％，5.5％，16.8

％，11.3％，18.5％，7.7％であった。

業種の違い（製造業，建設業，道路貨物輸送業）に関しては，製造業

（17.4％）の取り組みが最も進んでおり，建設業（11.9％），道路貨物輸送

業（5.5％）の順に続いている。また，企業規模の違い（全業種・従業員

数51人以上，同・50人以下）に関しては，企業規模の大きい企業（16.8

％）の方が小さい企業（11.3％）よりも取り組みが進んでいると考えられ

る。さらに，環境マネジメントシステムの認証取得（認証登録）の有無の

違いに関しては，環境マネジメントシステム認証取得（認証登録）企業

（18.5％）の方が未取得（未登録）企業（7.7％）よりも取り組みが進んで

いると考えられる。

（2�5�2）「Q122 エコ・デザインや環境配慮型の新製品・サービス開発に

取り組んでいる」

「以前に比べて実施している」（スコア2～6）と回答した企業は，全企

業556社（有効回答数：n＝534），製造業217社（有効回答数：n＝212），

建設業178社（有効回答数：n＝169），道路貨物輸送業78社（有効回答

数：n＝73），全業種・従業員数51人以上企業201社（有効回答数：n＝

197），全業種・従業員数50人以下企業353社（有効回答数：n＝336），環
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境マネジメントシステム認証取得（認証登録）企業149社（有効回答数：

n＝145），環境マネジメントシステム未取得（未登録）企業407社（有効

回答数：n＝389）の場合，それぞれ22.3％，32.1％，16.6％，4.1％，28.9

％，18.5％，42.1％，14.9％であった。

業種の違い（製造業，建設業，道路貨物輸送業）に関しては，製造業

（32.1％）の取り組みが最も進んでおり，建設業（16.6％），道路貨物輸送

業（4.1％）の順に続いている。また，企業規模の違い（全業種・従業員

数51人以上，同・50人以下）に関しては，企業規模の大きい企業（28.9

％）の方が小さい企業（18.5％）よりも取り組みが進んでいると考えられ

る。さらに，環境マネジメントシステムの認証取得（認証登録）の有無の

違いに関しては，環境マネジメントシステム認証取得（認証登録）企業

（42.1％）の方が未取得（未登録）企業（14.9％）よりも取り組みが進んで

いると考えられる。

（2�5�3）「Q123 カーボンオフセット付き商品・サービスを企画・販売し

ている」

「以前に比べて実施している」（スコア2～6）と回答した企業は，全企

業556社（有効回答数：n＝529），製造業217社（有効回答数：n＝210），

建設業178社（有効回答数：n＝167），道路貨物輸送業78社（有効回答

数：n＝73），全業種・従業員数51人以上企業201社（有効回答数：n＝

195），全業種・従業員数50人以下企業353社（有効回答数：n＝333），

環境マネジメントシステム認証取得（認証登録）企業149社（有効回答数：

n＝141），環境マネジメントシステム未取得（未登録）企業407社（有効

回答数：n＝389）の場合，それぞれ8.9％，8.6％，8.4％，9.6％，10.3％，

8.1％，12.1％，8.7％であった。

業種の違い（製造業，建設業，道路貨物輸送業）に関しては，わずかな

差ではあるものの道路貨物輸送業（9.6％）の取り組みが進んでおり，製
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造業（8.6％），建設業（8.4％）の順に続いている。また，企業規模の違い

（全業種・従業員数51人以上，同・50人以下）に関しては，企業規模の

大きい企業（10.3％）の方が小さい企業（8.1％）よりも取り組みがわずか

ながら進んでいると考えられる。さらに，環境マネジメントシステムの認

証取得（認証登録）の有無の違いに関しては，環境マネジメントシステム

認証取得（認証登録）企業（12.1％）の方が未取得（未登録）企業（8.7％）

よりも取り組みが進んでいると考えられる。

� 環境保全活動への取り組み理由（外部促進要因）

環境保全活動への取り組み理由（外部促進要因）について，6段階（「1：

影響がない」～「6：影響がある」；数値が高くなるにつれて肯定度が高くな

る）で企業から回答を得ている。この内，それぞれの質問項目に対して，

より影響があると回答した企業（スコア5，6）は図表3の通りである。

図表3から読み取れることは，第1に，「Q153 親会社や納入先からの

依頼」の（スコア5，6）の値は，環境マネジメントシステム認証取得（認

証登録）企業149社（有効回答数：n＝146），全業種・従業員数51人以上

企業201社（有効回答数：n＝194），製造業217社（有効回答数：n＝211）

の場合，それぞれ42.4％，36.6％，36.5％と必ずしも小さな値ではないも

のの，圧倒的な値とまでは言い切れないことであり，その一方で，他のカ

テゴリー（全企業556社，建設業178社，道路貨物輸送業78社，全業種・

従業員数50人以下企業353社，環境マネジメントシステム未取得（未登

録）企業407社）の（スコア5，6）の値よりも大きいのも事実である。

第2に，「Q152 入札資格に環境保全活動の項目が入ったから」の（ス

コア5，6）の値は，「建設業178社（有効回答数：n＝168）」が28.2％と

必ずしも小さな値ではないものの，圧倒的な値とまでは言い切れないこと

であり，その一方で他のカテゴリー（全企業556社，製造業217社，道路

貨物輸送業78社，全業種・従業員数51人以上企業201社，全業種・従業
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員数50人以下企業353社，環境マネジメントシステム認証取得（認証登

録）企業149社，環境マネジメントシステム未取得（未登録）企業407社）

の（スコア5，6）の値よりも大きいのも事実である。

第3に，「Q159 業界団体・工業会との関係（団体で取り組みを進めて

いるから等）」の（スコア5，6）の値は，全企業，業種（製造業，建設業，

道路貨物輸送業）の違い，企業規模（全業種・従業員数51人以上，同・50

人以下）の違い，環境マネジメントシステム認証取得（認証登録）の有無

の違いにかかわらず，概ね20.0％前後であり，これらの値も必ずしも小さ

な値ではないものの，圧倒的な値とまでは言い切れないことである。
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図表3 環境保全活動への取り組み理由（外部促進要因）



第4に，「Q155 消費者からの要請」，「Q156 環境保護団体，NPO等

からの要請」，「Q157 近隣住民，地域コミュニティからの要請」，「Q158

株主・銀行その他納入先からの要請」，「Q1510 競合他社との関係（競合

他社が取り組んでいるから等）」の（スコア5，6）の値は，全企業，業種

（製造業，建設業，道路貨物輸送業）の違い，企業規模（全業種・従業員

数51人以上，同・50人以下）の違い，環境マネジメントシステム認証取
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テ
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556社 217社 178社 78社 201社 353社 149社 407社

Q151

行政当局の依頼
24.3％ 23.8％ 26.0％ 21.7％ 26.0％ 23.4％ 24.6％ 24.1％

Q152

入札資格に環保全境活

動の項目が入ったから

17.8％ 15.0％ 28.2％ 8.1％ 17.8％ 17.8％ 20.5％ 16.8％

Q153

親会社や納入先からの

依頼

33.2％ 36.5％ 28.6％ 27.8％ 36.6％ 31.3％ 42.4％ 29.7％

Q155

消費者からの要請
13.6％ 13.3％ 17.4％ 6.7％ 18.1％ 11.1％ 11.6％ 14.4％

Q156

環境保護団体，NPO

等からの要請

6.9％ 6.7％ 9.6％ 5.4％ 8.8％ 5.7％ 6.8％ 6.8％

Q157

近隣住民，地域コミュ

ニティからの要請

16.4％ 18.6％ 18.6％ 9.5％ 21.0％ 13.8％ 19.6％ 15.2％

Q158

株主・銀行その他借入

先からの要請

13.5％ 14.8％ 15.0％ 8.2％ 17.8％ 11.1％ 13.6％ 13.4％

Q159

業界団体・工業会との

関係（団体で取り組み

を進めているから等）

18.4％ 19.6％ 19.9％ 19.4％ 21.5％ 16.7％ 22.6％ 16.8％

Q1510

競合他社との関係（競

合他社が取り組んでい

るから等）

12.3％ 11.7％ 13.8％ 13.9％ 15.5％ 10.5％ 13.4％ 11.9％



得（認証登録）の有無の違いにかかわらず，必ずしも大きな値ではないこ

とである。

以上より，神奈川県の中小企業が環境保全活動へ取り組む上では，現在

も外部からの影響が一定程度はあるものの，むしろ自らの戦略的意思決定

により環境保全活動に前向きに取り組んでいるのではないかと考えられる。

� 環境保全活動への取り組み成果

環境保全活動への取り組み成果について，6段階（「1：当てはまらな

い」～「6：当てはまる」；数値が高くなるにつれて肯定度が高くなる）で企

業から回答を得ている。この内，それぞれの質問項目に対して，より当て

はまると回答した企業（スコア5，6）は図表4の通りである。
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図表4 環境保全活動への取り組み成果



図表4が示唆していることは，第1に，全企業，業種（製造業，建設業，

道路貨物輸送業）の違い，企業規模（全業種・従業員数51人以上，同・50

人以下）の違い，環境マネジメントシステム認証取得（認証登録）の有無

の違いにかかわらず，環境保全活動の個別成果に関して，成果の出しやす

いものと必ずしもそうではないものがあるのではないかということである。
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質 問 項 目

全
企
業

製
造
業

建
設
業

道
路
貨
物
輸
送
業

全
業
種
・
従
業
員
数

51人
以
上
企
業

全
業
種
・
従
業
員
数

50人
以
下
企
業

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

シ
ス
テ
ム
認
証
取
得

（
認
証
登
録
）
企
業

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

シ
ス
テ
ム
未
取
得

（
未
登
録
）
企
業

556社 217社 178社 78社 201社 353社 149社 407社

Q221

既存取引先（顧客）と

の取引が拡大した

4.9％ 5.3％ 6.0％ 4.1％ 4.6％ 5.1％ 9.7％ 3.1％

Q222

取引先（顧客）との取

引が維持・継続された

12.3％ 17.2％ 8.4％ 8.2％ 15.9％ 10.2％ 28.8％ 6.0％

Q223

新規顧客を獲得できた
5.0％ 6.2％ 6.0％ 1.4％ 7.2％ 3.6％ 12.4％ 2.1％

Q224

企業イメージが向上し

た

13.3％ 15.8％ 10.3％ 13.7％ 19.0％ 10.0％ 33.6％ 5.6％

Q225

地域社会での評判が良

くなった

6.5％ 6.2％ 6.7％ 5.5％ 8.3％ 5.5％ 15.8％ 2.9％

Q226

社員のやる気，士気が

向上した

5.7％ 7.3％ 2.4％ 5.4％ 5.1％ 6.0％ 13.0％ 2.9％

Q227

新製品・事業開拓に役

立った

5.3％ 8.2％ 6.1％ 1.4％ 7.7％ 4.0％ 11.1％ 3.2％

Q228

コストが削減できた
14.8％ 18.3％ 10.3％ 16.6％ 21.0％ 11.2％ 29.0％ 9.4％

Q229

省エネルギーや廃棄物

の削減に役立った

26.1％ 35.4％ 17.4％ 19.8％ 33.3％ 21.7％ 58.8％ 13.4％



すなわち，成果の出しやすさの第1グループは，「Q229 省エネルギーや

廃棄物の削減に役立った」である。第2グループは，「Q222 取引先（顧

客）との取引が継続された」，「Q224 企業イメージが向上した」，「Q228

コストが削減できた」である。第3グループは，「Q221 既存取引先（顧

客）との取引が拡大した」，「Q223 新規顧客を開拓できた」，「Q225 地

域社会での評判が良くなった」，「Q226社員のやる気，士気が向上した」，

「Q227 新製品・新事業開発に役立った」である。

第2に，環境保全活動への取り組み成果は自社の組織能力14）の向上とも

考えられ，業種（製造業，建設業，道路貨物輸送業）の違いに関しては，

概ね製造業，道路貨物輸送業，建設業の順に組織能力を向上させているの

ではないかということである。

第3に，同様に，企業規模（全業種・従業員数51人以上，同・50人以

下）の違いに関しては，概ね企業規模の大きい企業の方が小さい企業より

も組織能力を向上させているのではないかということである。

第4に，環境マネジメントシステム認証取得（認証登録）の有無の違い

に関しては，概ね環境マネジメントシステム認証取得（認証登録）企業の

方が環境マネジメントシステム未取得（未登録）企業よりも組織能力を向

上させているのではないかということである。

� トップの役割

トップの役割について，6段階（「1：当てはまらない」～「6：当てはま

る」；数値が高くなるにつれて肯定度が高くなる）で企業から回答を得て

いる。この内，それぞれの質問項目に対して，より当てはまると回答した

企業（スコア5，6）は図表5の通りである。

図表5が示唆していることは，第1に，全企業，業種（製造業，建設業，

道路貨物輸送業）の違い，企業規模（全業種・従業員数51人以上，同・50

人以下）の違い，環境マネジメントシステム認証取得（認証登録）の有無

―56―



の違いにかかわらず，トップの果たすべき役割自身に関して最も求められ

ていることは，「Q162 環境ビジョン又は環境方針を掲げている」ことで

はないかということである。また，以下「Q163 具体的な環境目標を掲

げている」こと，「Q161 問題点の把握」，「Q165 環境目標の定期的な

見直しを行っている」こと（Q161とQ165はほぼ同等に求められている），

「Q164 日常業務として数値目標の達成状況を把握している」ことの順に

続いているのではないかということである。

第2に，同様に，環境保全活動のプロセス（構想段階，具体的な検討段

階，実施段階，定型業務化段階，フォローアップ段階）におけるトップの
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図表5 トップの役割
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シ
ス
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ム
未
取
得

（
未
登
録
）
企
業

556社 217社 178社 78社 201社 353社 149社 407社

Q161

問題点の把握
31.8％ 44.1％ 19.6％ 27.1％ 42.2％ 25.6％ 64.2％ 19.1％

Q162

環境ビジョン・環境方

針の提示

32.8％ 48.1％ 17.8％ 26.6％ 48.0％ 24.0％ 79.0％ 15.2％

Q163

具体的な環境目標の提

示

30.3％ 45.5％ 16.4％ 25.4％ 43.9％ 22.5％ 73.8％ 13.7％

Q164

数値目標の達成状況を

把握

23.7％ 35.8％ 11.8％ 22.4％ 33.9％ 17.9％ 57.7％ 10.7％

Q165

環境目標の定期的な見

直し

24.5％ 36.6％ 13.7％ 17.3％ 36.7％ 17.4％ 65.3％ 8.2％

Q171

環境保全活動の構想段

階での積極的な関与

28.7％ 33.3％ 24.0％ 28.0％ 33.4％ 26.2％ 45.9％ 22.2％

Q172

環境保全活動の具体的

検討段階での積極的な

関与

25.6％ 31.9％ 21.4％ 22.6％ 28.7％ 23.9％ 45.5％ 18.0％

Q173

環境保全活動の実施段

階での積極的な関与

23.0％ 27.5％ 19.0％ 21.7％ 24.6％ 22.2％ 41.9％ 15.7％

Q174

環境保全活動の定型業

務化段階での積極的な

関与

20.4％ 23.3％ 16.8％ 21.4％ 21.4％ 19.8％ 36.2％ 14.1％

Q175

環境保全活動のフォロー

アップ段階での積極的

な関与

25.3％ 31.1％ 20.3％ 24.7％ 28.5％ 23.6％ 48.6％ 16.6％



果たすべき役割の軽重に関しては，トップが最もその役割を果たすことが

求められているのは，概ね「Q171 構想段階（自社で取り組むべき内容

について大まかに情報収集）ではないかということである。また，「Q172

具体的な検討段階（自社で取り組むべき内容と課題，スケジュール，体制，

予算を検討），「Q173 実施段階（決定された自社で取り組むべき内容を

実施）」，「Q174 定型業務化段階（進捗状況に対し具体的にアクションを

起こす）」の順に構想段階ほどには必ずしもその役割を果たすことが求め

られなくなり，「Q175 フォローアップ段階（自社で取り組むべき内容と

課題，スケジュール，体制，予算を再検討）では構想段階と同等もしくは

それ以上にその役割を果たすことが求められているのではないかというこ

とである。

� ミドルの役割

ミドルの役割について，6段階（「1：当てはまらない」～「6：当てはま

る」；数値が高くなるにつれて肯定度が高くなる）で企業から回答を得て

いる。この内，それぞれの質問項目に対して，より当てはまると回答した

企業（スコア5，6）は図表6の通りである。

図表6が示唆していることは，第1に，業種（製造業，建設業，道路貨

物輸送業）の違いに関しては，概ね製造業，道路貨物輸送業，建設業の順

にミドルが役割を果たしているのではないかということである。

第2に，企業規模（全業種・従業員数51人以上，同・50人以下）の違

いに関しては，概ね企業規模の大きい企業の方が小さい企業よりもミドル

が役割を果たしているのではないかということである。

第3に，環境マネジメントシステムの認証取得（認証登録）の有無の違

いに関しては，概ね環境マネジメントシステム認証取得（認証登録）企業

の方が環境マネジメントシステム未取得（未登録）企業よりもミドルが役

割を果たしているのではないかということである。
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業

556社 217社 178社 78社 201社 353社 149社 407社

Q181

環境に著しい影響を与

える要因を特定するた

めの調査等を行う

25.3％ 35.5％ 14.9％ 20.5％ 32.6％ 21.0％ 54.1％ 14.2％

Q182

法的その他の要求事項

の調査を行う

25.1％ 31.7％ 17.4％ 24.7％ 33.7％ 20.1％ 51.3％ 15.1％

Q183

環境目標の数値目標達

成状況に応じたアク

ション

26.2％ 38.6％ 13.8％ 25.3％ 34.2％ 21.6％ 56.8％ 14.6％

図表6 ミドルの役割



� 組織風土

組織風土について，6段階（「1：当てはまらない」～「6：当てはまる」；

数値が高くなるにつれて肯定度が高くなる）で企業から回答を得ている。

この内，それぞれの質問項目に対して，より当てはまると回答した企業

（スコア5，6）は図表7の通りである。

図表7が示唆していることは，第1に，全企業，業種（製造業，建設業，

道路貨物輸送業）の違い，企業規模（全業種・従業員数51人以上，同・50
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図表7 組織風土

Q184

環境ビジョンの部下へ

の周知徹底を行う

26.1％ 40.0％ 10.2％ 21.9％ 33.7％ 21.8％ 57.5％ 14.2％

Q185

部下の環境保全活動に

関するアイディア等を

経営層に具申

23.7％ 35.8％ 12.8％ 21.7％ 29.7％ 20.3％ 46.2％ 15.2％



人以下）の違い，環境マネジメントシステム認証取得（認証登録）の有無

の違いにかかわらず，（スコア5，6）の値が必ずしも高くはないことから，

風通しの良い組織風土を構築できているのは1部の先進的な企業に留まっ

ているのではないかということであり，今後風通しの良い組織風土を構築

していける余地は十分にあるのではないかということである。

第2に，業種（製造業，建設業，道路貨物輸送業）の違いに関しては，

概ね製造業，道路貨物輸送業，建設業の順に風通しの良い組織風土を構築

できているのではないかということである。

第3に，企業規模（全業種・従業員数51人以上，同・50人以下）の違

いに関しては，概ね企業規模の大きい企業の方が小さい企業よりも風通し

の良い組織風土を構築できているのではないかということである。
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556社 217社 178社 78社 201社 353社 149社 407社

Q154

従業員・労働組合から

提案がなされている

11.2％ 12.1％ 12.6％ 8.4％ 15.2％ 9.0％ 11.6％ 11.0％

Q211

意見箱の設置やアン

ケート調査等により社

員の環境意識を把握し

ている

5.5％ 7.5％ 1.8％ 5.4％ 6.0％ 5.1％ 14.3％ 2.0％

Q212

外部から環境情報の把

握を行っている

14.3％ 19.3％ 9.0％ 12.0％ 18.1％ 12.0％ 31.3％ 7.8％

Q213

現場に環境保全活動に

対する裁量権がある

10.3％ 11.8％ 9.0％ 8.0％ 11.1％ 9.9％ 21.1％ 6.2％

Q214

環境保全活動に関する

企画提案を行う制度が

ある

5.1％ 8.1％ 1.8％ 6.7％ 5.5％ 4.8％ 12.2％ 2.3％



第4に，環境マネジメントシステムの認証取得（認証登録）の有無の違

いに関しては，概ね環境マネジメントシステム認証取得（認証登録）企業

の方が環境マネジメントシステム未取得（未登録）企業よりも風通しの良

い組織風土を構築できているのではないかということである。

� 人材マネジメント

人材マネジメントについて，6段階（「1：当てはまらない」～「6：当て

はまる」；数値が高くなるにつれて肯定度が高くなる）で企業から回答を

得ている。この内，それぞれの質問項目に対して，より当てはまると回答

した企業（スコア5，6）は図表8の通りである。
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図表8 人材マネジメント



図表8が示唆していることは，第1に，全企業，業種（製造業，建設業，

道路貨物輸送業）の違い，企業規模（全業種・従業員数51人以上，同・50

人以下）の違い，環境マネジメントシステム認証取得（認証登録）の有無

の違いにかかわらず，（スコア5，6）の値が必ずしも高くはないことから，

今回のアンケート調査対象となるような人材マネジメントを行っているの

は，1部の先進的な企業に留まっているのではないかということである。
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556社 217社 178社 78社 201社 353社 149社 407社

Q116

従業員個人の業務目標

への環境保全活動に関

する項目の盛り込み

11.2％ 16.1％ 6.1％ 10.9％ 15.7％ 8.7％ 28.7％ 4.4％

Q117

環境保全活動に関する

業務目標の設定，評価

の上司と部下の擦り合

わせ

6.9％ 9.0％ 5.4％ 6.8％ 7.8％ 6.3％ 15.7％ 3.4％

Q191

社員の環境意識を鼓舞

するような制度の実施

14.8％ 19.8％ 9.6％ 19.0％ 18.7％ 12.6％ 37.1％ 6.2％

Q192

環境意識の高い社員の

表彰制度の実施

4.1％ 4.2％ 0.6％ 9.4％ 5.0％ 3.6％ 8.2％ 2.6％

Q193

社員の家庭又は地域で

の環境保全活動を奨励・

支援する制度の実施

1.7％ 1.0％ 1.8％ 4.1％ 2.0％ 1.5％ 3.4％ 1.1％

Q194

従業員の公害防止管理

者資格等の取得奨励

14.1％ 19.2％ 11.4％ 10.9％ 17.8％ 12.0％ 31.8％ 7.3％

Q20

環境保全活動における

前向きな失敗に対する

寛容な評価

25.4％ 29.9％ 20.7％ 29.3％ 21.1％ 28.0％ 28.0％ 24.3％



第2に，同様に，導入が進み始めている人材マネジメント項目と必ずし

もそうではないものがあり，今回のアンケート調査対象となるような人材

マネジメントの今後の普及の余地は十分にあるのではないかということで

ある。すなわち，導入が進み始めているものの第1グループは，従業員へ

の評価に関する「Q20 環境保全活動における前向きな失敗に対する寛容

な評価」である。第2グループは，従業員に対する環境保全活動への啓発

活動やインセンティブ・システムに関する「Q191 社員の環境意識を鼓

舞するような制度の実施」，「Q194 従業員の公害防止管理者資格等の取

得奨励」であり，目標設定に関する「Q116 従業員個人の業務目標への

環境保全活動に関する項目の盛り込み」である。第3グループは，目標設

定や評価結果の納得・共有に関する「Q117 環境保全活動に関する業務

目標の設定，評価の上司と部下の擦り合わせ」である。第4グループは，

従業員に対する環境保全活動へのインセンティブ・システムに関する「Q

192 環境意識の高い社員の表彰制度の実施」である。

� 環境保全活動へ取り組む上での課題

環境保全活動へ取り組む上での課題について，6段階（「1：当てはまら

ない」～「6：当てはまる」；数値が高くなるにつれて肯定度が高くなる）で

企業から回答を得ている。この内，それぞれの質問項目に対して，より当

てはまると回答した企業（スコア5，6）は図表9の通りである。

図表9が示唆していることは，第1に，全企業，業種（製造業，建設業，

道路貨物輸送業）の違い，企業規模（全業種・従業員数51人以上，同・50

人以下）の違い，環境マネジメントシステム認証取得（認証登録）の有無

の違いにかかわらず，環境保全活動へ取り組む上での課題と捉えられてい

るものと必ずしもそうではないものがあるのではないかということである。

すなわち，環境保全活動へ取り組む上での課題と捉えられている第1グルー

プは，「Q245 環境保全活動に取り組む上での人材の不足」，「Q246 環
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境保全活動に関する技術・ノウハウの不足」，「Q247 環境保全活動の取

り組みを開始する資金の不足」，「Q248 環境保全活動のための維持コス

トがかかりすぎる」である。第2グループは，「Q241 環境保全活動に対

する従業員の理解・意欲の不足」，「Q242 会社としての環境保全活動に

対する推進機運の不足」，「Q2410 社外（行政，NPO等）の支援の不足」

である。第3グループは，「Q243 環境保全活動に対する取引先（顧客）

の理解の不足」，「Q244 環境保全活動に対する仕入先の理解の不足」で

ある。
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図表9 環境保全活動へ取り組む上での課題



―67―

質 問 項 目

全
企
業

製
造
業

建
設
業

道
路
貨
物
輸
送
業

全
業
種
・
従
業
員
数

51人
以
上
企
業

全
業
種
・
従
業
員
数

50人
以
下
企
業

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

シ
ス
テ
ム
認
証
取
得

（
認
証
登
録
）
企
業

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

シ
ス
テ
ム
未
取
得

（
未
登
録
）
企
業

556社 217社 178社 78社 201社 353社 149社 407社

Q241

環境保全活動に対する

従業員の理解・意欲の

不足

23.4％ 20.1％ 26.2％ 23.0％ 24.5％ 22.9％ 21.9％ 24.1％

Q242

会社としての環境保全

活動に対する推進機運

の不足

25.1％ 23.8％ 27.6％ 20.3％ 24.4％ 25.7％ 18.4％ 27.7％

Q243

環境保全活動に対する

取引先（顧客）の理解

の不足

12.0％ 6.2％ 15.6％ 17.6％ 11.3％ 12.5％ 6.8％ 13.9％

Q244

環境保全活動に対する

仕入先の理解の不足

13.0％ 9.6％ 13.8％ 18.4％ 12.3％ 13.4％ 8.9％ 14.6％

Q245

環境保全活動に取り組

む上での人材の不足

29.5％ 30.3％ 26.4％ 29.8％ 33.3％ 27.3％ 26.0％ 30.8％

Q246

環境保全活動に関する

技術・ノウハウの不足

30.9％ 27.7％ 31.2％ 31.5％ 30.8％ 31.1％ 24.8％ 33.3％

Q247

環境保全活動の取り組

みを開始する資金の不

足

31.5％ 31.5％ 31.2％ 33.8％ 31.8％ 31.4％ 24.2％ 34.3％

Q248

環境保全活動のための

維持コストがかかりす

ぎる

31.4％ 31.6％ 31.7％ 37.3％ 29.2％ 32.8％ 22.6％ 34.8％

Q249

成果の評価方法が不透

明

29.1％ 27.8％ 30.9％ 28.8％ 24.4％ 32.1％ 19.3％ 33.0％

Q2410

社外（行政，NPO等）

の支援の不足

20.4％ 19.0％ 23.5％ 24.6％ 19.4％ 21.1％ 12.3％ 23.6％



第2に，業種（製造業，建設業，道路貨物輸送業）の違いに関しては，

製造業，道路貨物輸送業，建設業が環境保全活動へ取り組む上での課題と

捉えられているものとそうではないものは様々に分かれているのではない

かということである。すなわち，「Q241 環境保全活動に対する従業員の

理解・意欲の不足」，「Q249 成果の評価方法が不透明」は，建設業，道

路貨物輸送業，製造業の順に重く環境保全活動へ取り組む上での課題とし

て捉えられている。「Q242 会社としての環境保全活動に対する推進機運

の不足」は，建設業，製造業，道路貨物輸送業の順に重く環境保全活動へ

取り組む上での課題として捉えられている。「Q243 環境保全活動に対す

る取引先（顧客）の理解の不足」，「Q244 環境保全活動に対する仕入先

の理解の不足」は，道路貨物輸送業，建設業，製造業の順に重く環境保全

活動へ取り組む上での課題として捉えられているものの，（スコア5，6）

の値は必ずしも高くはない。「Q245 環境保全活動に取り組む上での人材

の不足」は，製造業と道路貨物輸送業がほぼ同程度に重く環境保全活動へ

取り組む上での課題として捉えられており，建設業がそれに続いている。

「Q246 環境保全活動に関する技術・ノウハウの不足」は，3業種とも同

程度に重く環境保全活動へ取り組む上での課題として捉えられている。

「Q247 環境保全活動の取り組みを開始する資金の不足」，「Q248 環境

保全活動のための維持コストがかかりすぎる」は，道路貨物輸送業が最も

重く環境保全活動へ取り組む上での課題として捉えられており，製造業，

建設業が同程度でそれに続いている。

第3に，企業規模（全業種・従業員数51人以上，同・50人以下）の違

いに関しては，概ね企業規模の小さい企業の方が大きい企業よりも重く環

境保全活動へ取り組む上での課題として捉えられているのではないかとい

うことである。

第4に，環境マネジメントシステムの認証取得（認証登録）の有無の違

いに関しては，概ね環境マネジメントシステム未取得（未登録）企業の方
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が環境マネジメントシステム認証取得（認証登録）企業よりも重く環境保

全活動へ取り組む上での課題として捉えられているのではないかというこ

とである。

4．結論と今後の研究課題

今回の神奈川県の中小企業556社に対する環境保全活動への取り組みの

現状分析を踏まえた結論は以下の通りと考える。

第1に，環境保全活動への取り組みを行うことを通して，その成果であ

る自社の組織能力の向上を実現している企業は，神奈川県の中小企業にお

いては確かに存在するということである。

第2に，神奈川県の中小企業が環境保全活動へ取り組む理由（外部促進

要因）としては，環境保全活動の領域のブラック・ゾーン（環境保全活動

のための法規制により，順守しなければならない領域，顧客や見込み客か

ら取引条件として求められる環境マネジメントシステムの認証取得（認証

登録））としての理由がある一定の重みを持ちながらも，そのような理由

に留まらず，むしろ自らの戦略的意思決定により，環境保全活動に前向き

に取り組んでいるのではないかと考えられる。

第3に，神奈川県の中小企業，とりわけより企業規模の小さい中小企業

（全業種・従業員数50人以下）において環境保全活動へ取り組む上での課

題と捉えられていることは，「人材の不足」，「環境保全活動に関する技術・

ノウハウの不足」，「資金の不足」，「環境境保全活動のための維持コストが

かかりすぎる」であることが明確となっており，これらのことは，大手企

業と比較すると中小企業には戦略的経営資源（ヒト，モノ，カネ，情報，

ブランド）の保有，蓄積に制約がある15）ことを考えると，十分に予想され

たこととも考えられる。

第4に，上記のような課題を抱えていると考えられる神奈川県の中小企
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業において，環境保全活動への取り組みがより一層推進されていくために

は，環境保全活動への取り組みを通して，自社の組織能力の向上をはかる

ことができるということをトップに共感していただけるように，地道に，

粘り強く働きかけていくことが求められていると考えられる。

第5に，神奈川県の中小企業においては，「風通しの良い組織風土」を

構築できていると考えられる企業は1部の先進的な企業に留まっていると

考えられることから，これらに関する組織マネジメント要因を広く紹介す

ることにより，風通しの良い組織風土を構築できる余地は，神奈川県の中

小企業には十分にあるのではないかと考えられる。

第6に，神奈川県の中小企業においては，環境保全活動への取り組みを

より一層推進させるような従業員の評価や，従業員に対する環境保全活動

への啓発活動やインセンティブ・システムなどの「人材マネジメント」を

導入しているのは，1部の先進的な企業に留まっていることから，このよ

うな組織マネジメント要因を広く紹介することにより，普及していく余地

は，神奈川県の中小企業には十分にあるのではないかと考えられる。

今後の研究課題は，今回現状分析を行った神奈川県の中小企業の環境保

全活動における①「環境保全活動への取り組み状況」，②「環境保全活動へ

の取り組み理由（外部促進要因）」，③「環境保全活動への取り組み成果」，

④「トップの役割」，⑤「ミドルの役割」，⑥「組織風土」，⑦「人材マネジメ

ント」，⑧「環境保全活動へ取り組む上での課題」の相互の関係性（多対多

の関係性）を共分散構造分析により明らかにすることであり，次稿「神奈

川県の中小企業における環境保全活動と組織マネジメント（2） 組織マ

ネジメント要因の相互の関係性（多対多の関係性）について 」で取り

組む予定である。その際には，これまでの拙稿の研究16）では必ずしも明ら

かにすることのできなかった「環境保全活動への取り組み」と「人材マネ

ジメント」に関する組織マネジメント要因間の関係性について是非とも明

らかにしたいと考えている。
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1） 角田光弘［2011］，pp.53�83

2） 角田光弘［2013］，pp.37�45

3） 金原達夫，金子慎治［2005］，pp.17�32

4） 十川廣國［2005］，p.109

5） 十川廣國［2005］，p.109

6） 十川廣國［2005］，p.109

7） 十川廣國［2005］，p.109

8） Q8とはアンケート質問項目のNo.を指している。

9）（スコア1）とは，アンケートの回答候補「1：取得している」と回答した企

業を表すものとする。

10）（スコア2～6）とは，アンケートの回答候補「2：以前に比べて1割程度削

減できた」，「3：以前に比べて3割程度削減できた」，「4：以前に比べて5割程

度削減できた」，「5：以前に比べて7割程度削減できた」，「6：以前に比べて9

割以上削減できた」と回答した企業を表すものとする。

11）（スコア2～6）とは，アンケートの回答候補「2：長期間使用できるものを

選ぶなどの配慮をしている」，「3：物品購入で環境ラベルを確認している」，「4：

2，3の取り組みに加え特定調達物品のうち3割までについて環境物品を購入

している」，「5：2，3の取り組みに加え特定調達物品のうち5割以上について

環境物品を購入している」，「6：2，3の取り組みに加え特定調達物品を超えて

環境物品を購入している」と回答した企業を表すものとする。

12）（スコア5，6）とは，アンケートの回答候補5もしくは6と回答した企業を

表すものとする。

13）（スコア2～6）とは，アンケートの回答候補「2：以前に比べて1割程度削
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〔付記〕

本研究を進めていくに当たり，貴重なお時間を割いて，アンケート調査，イン

タビュー調査にご協力下さいました関係各位にこの場をお借りして厚く御礼申し

上げます。

筆者は，早稲田大学・拓殖大学・静岡大学・宮城大学・環境マネジメント・共

同研究グループの共同研究者であり，本研究は，同グループに対する環境省から

の研究助成（2009年度（平成21年度）～20011年度（平成23年度）政策研究

「環境政策と企業行動に関する研究分野」）の一部を使わせていただきましたこと

に対し，この場をお借りして厚く御礼申し上げます。

《注》



減できた」，「3：以前に比べて3割程度削減できた」，「4：以前に比べて5割程

度削減できた」，「5：以前に比べて7割程度削減できた」，「6：以前に比べて9

割以上削減できた」と回答した企業を表すものとする。

14） 組織能力に関して，十川廣國は，「決して定量的に評価しうる性格をもった

ものではない」（十川廣國［2000］，p.114）とし，「組織としてのさまざまな

活動を接着しうるような資源活用能力」（十川廣國［2001］，p.24）としてい

る。また，藤本隆宏は，「他の会社が真似したくても簡単にはできない，組織

全体が持っているその会社独特の力であって，なおかつ他社に対する競争力や

収益の差を生み出す力のこと」（藤本隆宏［2004］，pp.44�45）としている。

以上を踏まえると，環境保全活動への取り組み成果に関するアンケート質問項

目（「Q221 既存取引先（顧客）との取引が拡大した」，「Q222 取引先（顧

客）との取引が継続された」，「Q223 新規顧客を開拓できた」，「Q224 企業

イメージが向上した」，「Q225 地域社会での評判が良くなった」，「Q226 社

員のやる気，士気が向上した」，「Q227 新製品・新事業開発に役立った」，

「Q228 コストが削減できた」，「Q229 省エネルギーや廃棄物の削減に役立っ

た」）はいずれも組織能力の代理変数と考えられる。

15） 中小企業の強み（Pros）と弱み（Cons）は，以下のように考えられる。

① 中小企業の強み（Pros）

1） 小回り性；アイディアを少ない資本でトライしてみる。

2） 組織の小さいことからくる関係者の親密性。

3） 専門性；資本，従業者数に制約があっても，技術さらには市場を絞り込

めば，専門性のメリットが出てくる。

（以上1）～3）の出所．小川栄次［2009］，pp.144�145）

4） トップの創造性，自己認識能力，意思決定能力，真摯さが事業遂行の

DrivingForce。

② 中小企業の弱み（Cons）

1） 戦略的経営資源（ヒト，モノ，カネ，情報）の保有，蓄積に制約がある。

・ヒト；人員が少なく，採用，処遇（育成，福利厚生など）の点に限りが

ある。

・モノ；設備投資に限りがある。

・カネ；資金調達に限りがある。

・情報；技術，知識，ノウハウに限りがある。

2） Stakeholder（利害関係者／顧客，従業員，株主，供給業者，地域社会，

地球環境など）に対する交渉力（BargainingPower）が相対的に小さい。

・自社の製品やサービスに顧客にとってのユニークさがなければ，競合他
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社との消耗戦（価格競争）に陥りやすい。

⇔顧客に支持されかつ競合他社に模倣されないだけの製品やサービスを

提供し続けることができれば，顧客に対する交渉力（Bargaining

Power）を持つことができる。

3） 組織形態（職能別組織，事業部制組織など／トップ・ミドル・ロワーな

どの階層）として，成熟していない場合もある。

4） トップにビジョンや戦略的意図（の提示と組織内への浸透）が欠けてい

る場合もある。

・日常業務をこなすことに追われ，戦略的思考をするだけのゆとりがない

かもしれない。

・行き当たりばったりのマネジメントの可能性。

5） 事業継承や後継者の育成が大きな課題となっている。

16） 角田光弘［2011］，pp.53�83，同［2013］，pp.37�45
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アメリカにおける監査基準の発展（上）

そのステートメント化プロセス

岡 嶋 慶

要 約

本稿は，アメリカにおける監査基準の発展について，とくに監査基準を

ステートメント化する局面に焦点を当てて，考察するものである。証券取

引委員会（SEC）は，1941年2月のレギュレーションS�Xの改正の際に，

監査証明書の記載事項として一般に認められた監査基準への準拠記載を要

求したが，これは実施された監査について明瞭に表示させるという観点か

らの要請であった。こうしたルール改正を受け，一般に認められた監査基

準を特定し規定するという任務を担ったのがアメリカ会計士協会（AIA）

の監査手続委員会であった。そうした監査基準のステートメント化の議論

は，事実上，監査手続委員会委員長であったサミュエル・ブロードの提示

した監査基準案を軸にして展開された。大戦による中断を経て，こうした

努力は，最終的に，1947年9月に公表され，翌年のAIA年次大会で承認

された『監査基準試案』において記述されている9つの監査基準として結

実した。これらの監査基準は一般に認められた監査基準の中核をなすもの

であるが，実施された監査についての明瞭表示という当初SECが想定し

た要請を満たすものであった。

キーワード：〔一般に認められた〕監査基準，ステートメント化，証券取

引委員会，アメリカ会計士協会，監査手続委員会，サミュエ

ル・ブロード，監査基準ステートメント，プロフェッショナ

ルとしての能力，一般的ステートメント，監査の目標，『監

査基準試案』

�論 文〉

経営経理研究 第99号
2013年12月 pp.79�124



1．はじめに

プロフェッショナルたる監査人によって担われる現代の財務諸表監査の

最も重要な特質は，それが一般に認められた監査基準に準拠して行なわれ

るところにある。これによって，財務諸表監査の全体としての品質が一定

程度保持されていると見なされる。同時に，監査人には，個々の監査報告

にあたって，一般に認められた監査基準に準拠して自らの監査を実施した

ことを明示することが求められている。これによって，監査報告書におけ
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7．結論



る監査意見が一定水準の監査に基づくものであることを個別的に保証して

いると理解されている。

こうした意味における監査基準（auditingstandards）とはいったい

どのようなものであろうか。あるいは，どのようなものであったのだろう

か。さらに言えば，どのようなものとして規定されるべきものであったの
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

だろうか。本稿は，アメリカにおいて，こうした意味における監査基準が

どのような状況で必要とされ，実際にどのようなものとして規定されるに

至ったのかについて歴史的に考察するものである。

そもそも監査基準という概念は，1941年2月になされたレギュレーショ
・・・・・・・・・

ンS�Xの改正の際に監査証明書の記載事項として新たに導入され，用い

られるようになったものである。このとき証券取引委員会（Securities

andExchangeCommission；以下，SEC）は，監査証明を行なった会計

士に対して，監査証明書に「われわれの実施した監査は，その個々の状況

において適用可能な一般に認められた監査基準に準拠して行なわれたもの

であり，必要と見なされたすべての手続を含んでいる」旨の記載を加える

ように要求した。こうした監査規制に対応する形で，会計プロフェッショ

ン側，具体的には，アメリカ会計士協会（AmericanInstituteofAc-

countants；以下，AIA）が，一般に認められた監査基準の具体的内容を

特定し規定する役割を担うことになった。こうした経緯から，監査基準は，

準拠されるべき標準（基準）としての役割を果たすものでなければならな

いばかりではなく，まず，それに準拠して監査を実施したことを監査証明

書に記載することを前提として規定される必要があった。

この点において，監査基準は，その概念が登場する以前からAIAによっ

て公表されていた1917年の『統一会計』を初めとする ・監査ガイダンス・

とは，まったく異なった成り立ちを持っているものであった。監査基準は，

プロフェッショナルたる監査人が準拠すべき監査の実務指針という意味で

は ・監査ガイダンス・と共通した役割を担うものではあるが，同時に，監
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査報告書（監査証明書）における監査意見を支えている実際の監査活動の

内容を明らかにするものでなければならないため，その概念は，具体的な

手続的要素だけでなく，むしろ全般的な監査の目標や，監査の原理，アプ

ローチ等を含むものでなければならなかった。

こうした意味での監査基準は，言うならば，これこそがプロフェッショ

ナルによる財務諸表監査であると監査実務者たる会計士たちが考えている

ものにほかならない。したがって，監査基準は，明確に言語化（これを，

ステートメント化と呼ぶこととしたい）されてはいないものの，プロフェッ

ショナル監査の生成期から ・存在・しているものであった。当時の会計士

たちもこうした認識を少なからず持っていた。『監査基準試案』の起草に

尽力したクラック（EdwardA.Kracke）がいみじくも表現したように，

当時の関係者にとって，監査基準は，「新しいもの（somethingnew）」

ではなく，「新たに語られるようになった古くからのもの（something

oldnewlytold）」であった1）。必ずしも監査基準とは呼んでいなかったも

のの，・監査基準に相当するもの・がすでに存在しているという認識は，

ステートメント化が問題とされた当時の会計プロフェッションにおいても
・・・・・・・・・・・・・・・・・・

共有されていた。したがって，そこでは，すでに存在している監査基準を

どのようにして，また，どのようなものとして言語化（ステートメント化）

し特定するべきかが重要な論点とされた。

すでに監査基準のステートメント化はマッケソン＆ロビンス事件を契機

としていると理解されている2）が，こうした監査基準の発展という視点か

ら眺めてみると，その意味するところも少々複雑である。スティール

（AllanSteele）は，マッケソン事件が契機となって進められていった監

査基準のステートメント化の歴史的な重要性について，以下のようにまと

めている。

おそらく，アメリカ監査史上最も重要な発展は，一般に認められた
・・・・・・・・
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監査基準の確定（workingout）である。長年，会計プロフェッショ
・・・・

ンは，監査基準についての公式なステートメント（formalstatement

ofstandards）が存在しないなかで業務を続けてきた。その結果とし

て，個々の会計士ないし会計事務所は満足しうる監査を実施するため

に行なうべき事柄に関する独自のルールを用意しておかなければなら

なかった。そうした非公式の指針の下では，必然的に，大半の良好な

成果をもたらす監査のなかに，極少数の成果をもたらさない劣った監

査を混在させる結果となった。また，公衆は，特定のケースで実際に

行なわれた監査業務の質と量を知るだけの手段を持っていなかった。

1938年のマッケソン＆ロビンス事件の発覚をきっかけに，AIAは，

一般公衆だけでなく会計プロフェッションの保護にもなるように，当

時一般に用いられていた監査手続について明るみになった欠陥を改善

する手段を講じることとなった3）。……

また，監査基準の発展について取り扱った一章を締め括って，以下のよ

うにもまとめている。

何年にもわたる監査基準の発展を概括してみると，この発展が企業

その他の監査クライアントのニーズによってプロフェッションに押し

付けられたものであったことが明確に示唆される。この国の会計プロ

フェッションの草創期にも，個々の会計事務所や個人会計士は，おそ

らく，自らの監査活動を統制するそれぞれ独自の非公式の監査原則を

持っていた。これらの非公式の基準の質は，間違いなく，関与する会

計士の道徳的・倫理的基準に応じて，卓越したものから非常に劣悪な

ものまで様々であった。監査基準に関する一般に認められたステート

メントが存在しなかったために，監査報告書の利用者はこの報告書に

どの程度の信頼を置いてよいのかを知るすべを持っていなかった。…
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（中略）…

この〔マッケソン＆ロビンス〕事件，その後の会計士に対する一般

に認められた監査基準に準拠した旨の監査証明書への記載要求という

SECのアクションの結果，会計プロフェッションは1947年にアメリ

カ会計士協会によって公表されることになる監査基準のステートメン

ト化にあたって結束せざるをえなかった4）。

これまでは，「会計原則のステートメント化が進展した際の騒ぎとは対

照的に，独立監査に対する権威あるガイドラインの公表は，着実で整然と

したプロセス（steady,orderlyprocess）にあった」5）であるとか，「〔監

査基準の発展の〕ストーリーは，基本的に，成功のストーリーである」6）

であるとか，あるいは，「〔1917年の『統一会計』から始まった〕監査基

準を設定するプロセスは，会計原則を規定するプロセスに比べて相対的に

順調（smooth）であった」7）など，監査基準の発展については，会計原則

（会計基準）の発展と比較して，よりコンフリクトを生じさせずに進行し

たという理解が主流であった。しかしながら，本稿の想定する監査基準の

見地からすれば，かかる監査基準の発展プロセスはこれまで想定されてき

たものに比べてずっとコンフリクトを含むものであった8）。

すでに指摘しているように，本稿では，監査基準のステートメント化と

いう局面に焦点を当てて監査基準の発展を捉えることが重要であると見て

いる。そこで，続く第2節では，まだ公式にステートメント化されていな

い状態ではあるが ・監査基準・が存在していたと理解した上で，当時の状

況について考察する。AIAが1917年より公表していた ・監査ガイダンス・

を取り上げ，それがどのような経緯で公表され，それが監査実務者にどの

ような捉えられ方をしていたのかについて考察する。第3節では，監査規

制において ・監査基準・という概念を導入するに至るまでの，会計士監査

に対するSECの規制監督者としての基本的な立場，とくに監査証明書を
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めぐって会計士によって実施される監査の範囲に対する考え方，その変遷

について検討する。さらに，第4節では，SECが監査証明書の記載事項

との関係で ・一般に認められた監査基準・を導入した経緯を明らかにし，

これを受けて，会計プロフェッション側がどのようにこれに対応したのか

について詳細に分析する。第5節では，SECによるこうした監査規制の

導入を受けて，会計プロフェション側がどのようなものを監査基準とすべ

きであると考えたのか，監査手続委員会委員長のブロードの監査基準案を

中心にしたプロフェッション内部での議論を追いながら，そこにおいて同

委員会が果たした役割について論及する。第6節では，最終的にAIAが

会員の承認を得て協会のものとした監査基準のステートメント 『監査

基準試案』 が取りまとめられるまでの経緯を明らかにする。さらに最

終節では，これらの考察を踏まえて，アメリカにおける監査基準の形成，

とりわけステートメント化プロセスの歴史的意義について総括する。

2．・監査基準・以前の監査実務の拠り所

AIAの ・監査ガイダンス・

監査基準はプロフェッショナルたる監査人が準拠すべき実務上の指針と

しての役割を果たしているが，そうした役割を果たすものは監査基準だけ

に限られない。プロフェッショナルのサービスとして提供される監査業務

は，個々の場面において，何らかのプロフェッショナルとしての標準（基

準）に従って実施されているはずである。会計事務所に所属する会計士で

あれば，その会計事務所内部で用いられる監査マニュアルに従って業務を

行なっていたであろう。このように，それぞれの会計事務所内部で一定の

監査マニュアルが存在していたと推察されるが，具体的にどのような内容

のものが存在していたのかというと，それは明らかではない。ただ，そう

した会計事務所ごとの監査マニュアルがそこに所属する監査実務者の監査
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判断を規律しているという意識は一般的に共有されていたようではある。

1900年代から会計士業務に携わるようになった，ハーモン・ベル

（HermonF.Bell）という会計士は，回顧録のなかで，自らの会計士とし

ての経験は相当に個人主義的であったと弁明している。「〔本書で〕私は，

公式の指示書，あるいは私の所属していた事務所あるいはその他の事務所

で一般に遵守されていた手続に関する議論に踏み込もうとはしていない。

もし会計事務所に採用されたのであれば，当然，監査人は，自らの個人的

な考えに関わらず，定められた（established）手続に従うべきである。

それでも，私には，自分が好んで用いた手法があった」9）と振り返ってい

る。有名会計事務所の所属ではないこの会計士は，当時の会計事務所には

監査マニュアルが存在しており，それに従う者も従わない者もいたが，お

おむねこれに従うべきだと考えられていたことを伝えている。

あるいは，監査テキストを通じた監査実務の標準化という側面があった

ことも無視することはできない。1912年に初版が出版されたモンゴメリー

の『監査論（Auditing:TheoryandPractice）』では，教育的・啓蒙的な

観点から監査業務の標準化を促進することを意図して，貸借対照表監査の

下での監査プログラムを中心に監査業務を解説している。ただ，監査テキ

ストを通じた監査実務への教育・啓蒙効果があったことはおそらく間違い

ないが，具体的にどの程度のものであったかを論証することは困難である。

会計事務所の監査マニュアルや監査テキストとは別に監査実務の拠り所

としての役割を果たしたと思われるのが，1917年の『統一会計』を初め

とする，いわゆる ・監査ガイダンス・であった。

第一次大戦当時，連邦取引委員会（FederalTradeCommission；以下，

FTC）の委員長であったハーレイ（EdwardsN.Hurley）は，FTCの規

制目的を達成するには緻密で信頼しうる財務データが必要であるとして，

すべての産業に対する統一会計（uniform accounting）システムを確立

すべきであるとの考えを持っていた。彼は，統一会計は監査済みの財務諸
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表を利用する銀行家たちに有益であるとして，AIAの前身であるアメリ

カ職業会計士協会（AmericanAssociationofPublicAccountants；

AAPA）に対して，FTCと協力して一般的に利用できる標準的財務諸表，

資産及び負債の評価ルール，および財務諸表の検証の手法を開発するよう

提案してきた。これを受けて，AAPAは，モンゴメリー（RobertH.

Montgomery）を委員長として，チェース（HarveyChase）とメイ

（GeorgeO.May）を委員とする連邦立法に関する委員会で検討を始めた。

その後，連邦準備制度理事会（FederalReserveBoard；以下，FRB）も

また，公共会計士によって監査証明された財務諸表に関心があるとして，

これに関与することとなった10）。

そのときの状況について，1930年代後半から40年代にかけてAIAの

事務局長を務めたケアリー（JohnL.Carey）は，以下のように語ってい

る。

実際，〔FTCの委員長である〕ハーレイ氏は，信用目的で利用され

る監査済み財務諸表よりも，産業グループごとの統一会計により関心

を持っていた。しかし，FRBは，連邦準備銀行が割引を行なう商業

手形の発行会社の信用力に非常に関心を持っていた。……われわれ会

計士は，ハーレイ氏とは協調していたものの，統一会計には熱心では

なかった。しかし，公衆からの信頼を高めるようなパフォーマンスの

基準を維持することを目的とした，権威ある監査ガイドライン

（authoritativeauditguidelines）の必要性を認識していた11）。

そして，アメリカ会計士協会（AIA）は，AAPAを引き継ぐ形で，1916

年，モンゴメリーを委員長としてチェースとメイを委員とする委員会にお

いて，信用目的での財務諸表の作成とそれに対する独立監査についての協

議を始めた12）。その結果，貸借対照表監査の公式なガイダンスを用意する
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ことが決定され，プライス・ウォーターハウス会計事務所のスコービー

（JohnC.Scobie）による『貸借対照表監査に関する覚え書き（Memo-

randumonBalanceSheetAudits）』がほとんどそのまま採用されること

になった13）。このガイダンスが，FRBの後援を受けて，『統一会計

（UniformAccounting,UniformAccounts）』として公表された。また，

翌1918年には，『貸借対照表等の作成のための是認された方法（Approved

MethodsforthePreparationofBalanceSheetStatements）』というタイ

トルに変更されて，再発行された。

『統一会計』は，その名称とは異なって，実際には，推奨される監査手

続と貸借対照表及び損益計算書の様式を取り扱っていたが，ゼフ

（StephenA.Zeff）は，「アメリカにおいて公表された最初の監査手続に

関する権威あるガイダンスとなっている」14）と解説している。また，メイ

（GeorgeO.May）は，1960年代に，「この小冊子は，主として，いわゆ

る貸借対照表監査において適用されるべき最低限の手続を扱っており，委
・・・・・・

員会によって発行される監査に関する主題についての一連の小冊子のまさ

に最初のものであった。そして，その後の1947年の監査手続委員会によ

る ・一般に認められた監査基準・の開発に繋がっているものであった」15）

と振り返っている16）。ケアリーもまた，『統一会計』は「監査基準と監査

手続に対して，即時的影響だけではなく，永続的影響をも及ぼすものであっ

た」17）として，「AIAのこの領域での〔『独立の公共会計士による財務諸表

の監査』までの〕一連のプロナウンスメントは，公衆の大きな利益となる

ように，監査の品質を着実に改善してきた。……そしてまた，基準に従っ

ている監査人に対して不合理な法的責任の追及がないように，保護策の役

割を果たしてきた」18）と，その果たしてきた役割を強調している。

しかしながら，こうした会計プロフェッションの指導者たちの認識と，

個々の監査実務者の捉え方には若干の相違があったかもしれない。実際，
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会計史研究者の観察は，多少異なっている。プレビッツ（GaryJ.

Previts）とメリノ（BarbaraD.Merino）は，「良好な内部統制を整備し

ている大規模な会社をクライアントに持った一会計事務所の実務に基づい

た文書を〔AIAのプロナウンスメントとして〕受け入れたことは，小中

規模の会計事務所に所属する監査実務者に対して差別的な影響を与え

た」19）と指摘している。『統一会計』は，売上債権への確認と棚卸資産の

立会の手続は任意のものであるとしており，また，実施した監査の範囲に

ついて何ら示さないような標準監査証明書の使用を推奨していた20）。さら

にまた，確認と立会の手続は，良好な内部統制を整備している場合にのみ

任意であるとは強調されていなかったため，当時の主たる監査証明書利用

者であった商業銀行家たちは，監査証明書の記載内容は自分たちにはまっ

たく役に立たないと不満を述べていた。銀行家たちは，監査証明を行なっ

た会計事務所が有名会計事務所であるか，彼らが直接被監査会社と事業を

行なうのでないかぎり，監査証明書における監査意見を信用することがで

きなかった。その結果，評判の良い大規模会計事務所が選好される。この

ようにして，『統一会計』の発行は有名会計事務所の競争優位を生じさせ

たというのである。

プレビッツとメリノは，こうした帰結とはまた別に，『統一会計』の規

制効力についても論及し，「〔監査手続については〕『統一会計』は，監査

手続の選択に関して実務者に大幅な裁量を与えており，一方でAIAは

〔そこで〕広く支持されていたわけではない会計手続を指定していた。……

幅広い支持を受けていない文書を発行したことで，会計と監査についての

確立した，さらには認められた理論が存在しているという幻想を作り出し

てしまった。……多くの実務者は，『統一会計』を一部の会計士の見解に

すぎないと考えていたので，これを無視していた」21）と指摘している。

さらに1929年5月には，1918年に発行された『貸借対照表等の作成の
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ための是認された方法』は全面的に改訂され，FRBの後援の下で，『財務

諸表の検証（VerificationofFinancialStatements）』として公表された。

『財務諸表の検証』の ・一般指示書（generalinstruction）・の冒頭部分に

は，監査範囲の問題と関連して，内部牽制（internalcheck）についての

言及が含まれるようになった。

この指示書に示されている監査業務には，……内部牽制の効率性を

確かめるために行なう会計システムの調査が含まれる。……検証の程

度は，それぞれの企業における状況によって決定されるものである。

あるケースでは，監査人は，帳簿に記録された取引の相当程度あるい

はすべてを検証することが必要であると見なすこともあり，またある

ケースでは，内部牽制が良好である場合に試査だけで十分であること

もある。要求される検証業務がどの程度であるかについての責任は監

査人がとらなければならない22）。

しかしながら，『財務諸表の検証』は，・特定指示書（specificinstruc-

tions）・に示された監査手続が被監査会社の内部牽制が満足のいくもので

あると判断された場合にのみ適切であるということを明示してはいなかっ

た。また，監査証明書もまた監査範囲について何も示すものではなかった

ため，『統一会計』における致命的な欠陥はそのまま引き継がれていた23）。

その後1933年証券法及び1934年証券取引所法が制定され，また，1934

年1月にはAIA委員会とニューヨーク証券取引所株式上場委員会との間

の往復書簡をまとめた『会社会計の監査（AuditsofCorporateAccounts）』

が公刊された。こうした監査環境の変化に対応して『財務諸表の検証』は

改訂されることとなり，1936年1月に，『独立の公共会計士による財務諸

表の監査（ExaminationofFinancialStatementsbyIndependentPublic

Accountants）』として公表された。『独立の公共会計士による財務諸表の
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監査』は，それまでのようにFTC,FRB,SECなどの連邦機関，あるい

は商業銀行家協会などの関係団体の後援を受けることなく，純粋にAIA

の権限の下において発行されたものであった。

『独立の公共会計士による財務諸表の監査』は，「監査人が直面する広範

で多岐にわたる状況に適合する手続を規定するのは実務的ではないが，他

方で，詳細な監査プログラムの指針（guide）としての価値は一般に認め

られている」24）として，第Ⅱ部で紙幅を割いて，中小規模の製品製造会社

ないし商品販売会社に対する監査プログラムを提示している。具体的には，

実質13ページにわたって，合計21の財務諸表項目の監査プログラムが示

されている。さらに，第Ⅲ部で，大規模会社あるいは小規模会社の場合の

変更点について指示している。

また，『独立の公共会計士による財務諸表の監査』では，とりわけ，監

査プログラムを適用するにあたっての合理的な〔個々の状況への〕順応性

（elasticity）が認められるべきことが強調されていた25）。この点に関して，

プレビッツとメリノは，『独立の公共会計士による財務諸表の監査』を起

草する特別委員会の委員長であったブロードが，これによって，AIAが

画一的な監査手続を課そうとしているのではないかという監査実務者の怖

れを和らげようとしたのではないかとの解釈をしている26）。実際，ブロー

ドは「より順応性を高めるようにして，会計士個人の判断（individual

judgment）の余地を残そうと試みた」27）ことを強調していた。こうした

点から，プレビッツとメリノは，『独立の公共会計士による財務諸表の監

査』は，こうした手続の順応性の向上を強調したことで，監査プロセスを

強化することはなかったと結論している。

ケアリーは，「1916年から1936年の20年間で，〔監査上の〕技術基準

（technicalstandards）に対する会計プロフェッションのアプローチは，

急進的な変化をとげた。そこには，放任的で，主観的な，自分主義的
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（ever-man-for-himself）アプローチから，一般的に適用される基準を発

行する責任を受け入れる方向への強力な動きがあった」28）と総括している。

その一方で，プレビッツとメリノは，そうした技術基準が監査実務をさほ

ど有効には規律していなかったことを示唆している。AIAの監査ガイダ

ンスはこうした両側面を持つものであった。

3．SECの要求する財務諸表監査の品質と監査範囲の問題

� 提出される監査証明書へのSECの関心

1934年証券取引所法に基づいて創設されたSECは，同法において，証

券法及び証券取引所法の下で開示される財務諸表への独立の公共会計士に

よる監査証明に対する一定の規制権限を与えられた。当初証券法に関する

規制監督機関とされたFTCによる監査証明書の記載に関連する規定では，

デュー・ディリジェンスについて規定した証券法第11条�と直接関連づ

けて，会計士がプロフェッショナルとしての注意義務を果たして実施した

監査に基づいた監査証明書であることが判然とするような監査証明書の記

載を要求していた29）。そして，1934年6月以降FTCに代わり証券規制に

関する規制監督機関となったSECも，当初は，この規定を継承した。

しかし，1934年1月に公刊された『会社会計の監査』において証券市

場に向けた監査報告書の標準形式が提示されたことを受けて，SECは，

1935年5月には，それまでの監査証明書の記載に関する規定を改訂し，

AIAの推奨する監査報告書と同様な監査証明書を要求する新たな規定を

採用することとした30）。具体的に，新たに規定された証券法の下での一般

規則及び準則651項で，「会計士の監査証明書は，……実施した監査の範

囲について合理的に理解可能な（reasonablycomprehensiveastoscope

oftheauditmade）ものでなければならない。……財務諸表を監査証明

するにあたって，独立の公共会計士は，登録届出書提出会社のスタッフと
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して雇用されている内部監査人によって正規に運用されている内部監査シ

ステムに対して相応の信頼を置くことができる。その場合，独立の会計士

は，当該会社とその子会社が採用している会計手続を調査し，それらが実

際に遵守されていることを適当な方法で確かめなければならない。ただし，

本規定は，正規の年次監査を実施する際に独立の会計士が通常採用すると

ころのいかなる手続の省略についても，その省略に承認を与えているもの

と解釈されてはならない」と規定するところとなった。

1935年12月にはSEC内部に主任会計官室（OfficeofChiefAccount-

ant）が置かれるようになり，初代の主任会計官にカーマン・ブラウ

（CarmanG.Blough）が就任した。さらに1937年11月に入って，ブラ

ウは，監査証明書に関する前述の規定が正しく解釈されていないとして，

監査証明書に関連した講演を行ない，SECの法執行上の考え方を説明し

た。そこで，とくに後段の但し書きの部分については，「私の理解によれ

ば，独立の会計士は，包括的で信頼しうる財務諸表を提示するために必要

な監査手続をいっさい省略してはならないことを意味している」31）と強調

した。さらに，そのうえで，「AIAは，その『独立の公共会計士による財

務諸表の監査』において，適用可能である場合の，こうした監査において

なされなければならない範囲を決定する際の指針（guide）としてプロフェッ

ションに認識されている監査プログラムを規定している。しかるべき権威

を持った者たちがこの課題について詳細に論じている。そして，それは会

計士の訓練と啓蒙の役割である」32）との見解を提示していた。

この講演の際の論調としては，当時監査証明書において濫用されていた

・subjecttotheforegoing・という文言に対する批判という意味合いが強

く，会計プロフェッション側もそうしたものとして捉えていたようではあ

るが，一方で，SECが監査証明書の記載のうち，とくに監査範囲の表示

について関心を持つようになっていたことは，この頃から会計プロフェッ

ション側にも感じ取られるようになっていた33）。実際，1938年のAIA年
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次大会で設定された監査証明書のあり方に関する ・円卓討議・の場におい

て，ブロード（SamuelJ.Broad）は，1938年5月16日に発行された会

計連続通牒（AccountingSeriesReleases；ASR）第7号で示されてい

る監査証明書に対するSECの見解について言及している。そのASR第7

号には，SECに提出された監査証明書を分析した結果そこに典型的に見

受けられる欠陥事項が例示されているが，そこで，主任会計官（ブラウ）

は，「監査証明書での表示が，実施された監査の範囲に関する合理的に理

解可能な表示となっていない」事例とは別に，「適切な監査が監査証明を

実施した会計士によってなされていない」事例を挙げていた。そこに示さ

れているSECの見解に対して，当該円卓会議において，ブロードは以下

のような理解を示した。

これは，〔われわれAIAの推奨する〕標準様式における文言そのも

のに対する批判ではなく，会計士がこれまで引き受けてこなかったも

のの，・独立の公共会計士が毎年の年次監査の過程で通常採用してい

る手続・を省略することを事実上禁じているレギュレーションの規定

のもとでは引き受けてしかるべきだとSECが考える一定の〔監査〕

業務を〔監査証明書において〕特定していない事例に向けられた批判

である34）。

しかしながら，ブロードは，さらに「会計士の実施した監査の範囲につ

いての表示に対して時折向けられる批判は，元々意図されておらず，適用

可能でない状況において，さらに内部統制及び牽制システムがまったくもっ

て適切でない場合にその標準様式が用いられることがあるという事実から

来ている」35）とも主張しており，内部統制システムがある程度整備されて

いることを前提とした上場会社に対してなされる監査証明においては，必

ずしも標準形式に問題があるわけではないとの認識を示していた。
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こうしたなか，1938年末，マッケソン＆ロビンス事件が発覚すること

になる。事件発覚後の1939年5月，全米コントローラー協会のカンファ

レンスの場で，SEC委員のヒーリー（RobertE.Healy）は，監査範囲の

問題を直接槍玉に挙げ，監査証明書における記載方法のあり方を痛烈に批

判した。すなわち，「われわれは，監査人の実施した業務の大まかな範囲

についての合理的な表示を要求してきた。しかしながら，この要請は全く
・・

誇らしいほどに守られていない。通例の監査証明書は，何が実施され，何
・・・・・・・

を実施せずに済ませたかを何ら開示していない。事実上，ただ監査を実施

したことだけを示しているにすぎない。……通常実施すべき監査手続

（normalauditprocedure）が省略された場合に，そのことが監査証明書

において指摘されていない事例が数多く見受けられる。……私にとって何

よりショッキングだったのは，一般的な監査契約の条項のなかで監査人が

こうした通常実施すべき監査手続の一部を実施しないことをあらかじめ合

意することがあるという事実である」36）と。

さらに，ブラウに替わって主任会計官となったワーンツ（William W.

Werntz）も，同年9月に開かれたAIA年次大会において，監査範囲の問

題に触れて，以下のように述べている。

これまでのところ，証券法及び証券取引所法の下での財務諸表の監

査証明に不可欠とされる監査の範囲を規定する試みはほとんどなされ

てこなかった。代わりに，われわれSECは，会計プロフェッション

が公表した手続基準，さらに制定法ないしはコモンローに含まれた一

般的な規則に依拠するという代替案を採用してきた。……〔現行の規

則651項と証明書様式の〕ルールは，監査人が実施しなければならな

いことに関して，積極的には，何も規定していない。……〔通常実施

すべき監査手続の省略の禁止という〕実証への要請（substantive

requirements）や一定の手続上の事項に加えて，現行ルールはまた，
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会計士の監査証明書が実施した監査の範囲に関して合理的に理解可能

なものでなければならないことを要求しているが，この要求は……全

米コントローラー協会での最近の講演でヒーリー委員によってはっき

りと指摘されたように，期待された情報をもたらしていない。われわ

れSECが会計原則に関して費やしてきた年月とは対照的に，実際に

合理的な監査がなされていたのかどうかという問題を含んだ事案はわ

れわれの前にほとんど提起されてこなかった。……今日の状況は，

〔監査上の問題が認識されたマッケソン事件のような〕個々の事案に

おいて採用された監査手続について開示させても，財務諸表の作成に

あたって採用された会計原則について開示させることを要求する場合

ほどの多くの問題点を生じさせることはないのかについての検討をわ

れわれにさせようとしている37）。

この講演のなかで，ワーンツは，SECが会計士の実施した監査の範囲

に関してより積極的な開示を要求する意向であることを示唆していた38）。
・・

そして，マッケソン事件によって触発されたといえるワーンツによるこの

講演が，「監査基準の発展（thedevelopmentofbasicstandardsof

auditing）を促す端緒となった」39），あるいは，「監査基準の定式化を導い

た」40）とケアリーは振り返っている。

� 投資会社法案第32条��をめぐる議論

冒頭で述べたとおり，監査証明書における監査基準への準拠記載の要請

が1938年末に発覚したマッケソン＆ロビンス事件を直接の契機としてい

ることについてはすでに認められているところであるが，実際には，SEC

は，マッケソン事件にかかる公聴会の終了後1940年12月に至るまで，調

査報告書を公表することはなかった41）。また，レギュレーションS�Xに

よる開示規制についても，調査報告書が公表されるまで未確定なものとさ
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れていた42）。しかしながら，その間，・監査基準・の問題に対して，少な

くとも間接的な影響を及ぼしたと思われる重要な事案があったことを見過

すことはできない。それは，投資会社法案第32条��をめぐって展開さ

れた議論であった。

1940年当時，第76上院議会において，銀行・通貨委員会が連邦証券規

制の一環として投資会社および投資信託に対する立法を検討していた。連

邦証券諸法の一部として審議中であった投資会社法案（いわゆるワグナー＝

リィ法案）43）の第32条（会計士と監査人）には，規制監督機関に法執行

上特別に付与される権限のひとつとして，以下のような条項が盛り込まれ

ていた。

第32条� 委員会は，公衆の利益のため，あるいは，投資者の保

護のため，委員会の規則・レギュレーション・命令を通じて，�登録

投資会社での監査にあって従うべき最低限度の監査範囲および監査手

続を規定する（prescribe）権限を有する。……

そもそも同法案はSECが議会に対して提出した投資信託及び投資会社

に関する報告書に基づいて起草されたものであり44），本規定は，SEC管

轄下の登録投資会社に対する監査証明に限定されてはいたものの，明示的

に，SECに対してある種の ・監査基準・を設定する権限を付与するもの

であった。

法案の提出を受けて，会計プロフェッション側は，TheJournalof

Accountancy誌の論説欄において，「これまで多くの連邦政府機関にその

管轄下にある会社の会計実務に対する監督権ないし統制権を行使するため

の制定法上の権限が与えられてきたが，……独立の監査人が自らの業務を

遂行する際のその遂行方法を規定する権限が付与されるという例は聞いた

ことがない」45）と強い反対を示すコメントを掲載した。
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1940年4月22日に開かれた公聴会には，AIAを代表して執行委員会か

らコールマン・アンドリュース（ColemanAndrews）が出席した。AIA

では，こうした立法の流れに対して，すでに特別委員会を設置して検討し

ており46），そこで検討された協会としての見解を示すステートメント47）を

同時に提出した。このステートメントの主張するところは，端的に，以下

のとおりであった。

われわれAIAは，本規定が，プロフェッショナルたる実務従事者

が本来担うべき責任，つまりは，被監査会社の財政状態および経営成

績に関する監査人のプロフェッショナルとしての意見を表明するのに

先立って独立の監査人が実施すべき調査をどの程度の範囲で行えばよ
・・・・・・・・・・・・

いのか，さらに，どのようなやり方でこれを実施すべきなのかを決定
・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

する責任を何らかの政府の行政機関に担わせることを許容するような

規定であるために，この規定には反対する。……48）

さらに，このステートメントでは，以下のようにも主張していた。

監査は，単純な機械的プロセスではない。……監査人は，個々の取

引記録を検証するために必要とされる検証の範囲（extent），ならび

に，納得できるための検証の方法（manner）に関して，自身の判断

を下さなければならない。……〔監査人が直面する状況には〕二度と

して同じものはない。……監査人は，自らの監査意見を支えるうえで

実施しなければならない業務の量（amount）と性質（nature）を監

査人自身で決定しなければならない。……〔それゆえに〕最低限の監

査範囲と監査において従わなければならない最低限の監査手続は，法

案第32条��に定められるような規則やレギュレーションによって

は十分に規定できるようなものではない49）。
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公聴会においてアンドリュースは，このステートメントを実際に読み上

げながら，途中，何度か質問を受けて，やりとりをしている。その際に強

調されたのは，監査業務における ・プロフェッショナルとしての判断・の

重要性であった。以下は，アンドリュースとマロニー（Maloney）上院

議員とのやりとりの一部である50）。

マロニー議員：第32条��に言及されて，それがプロフェッショナル

たる実務従事者が本来担うべき責任を政府の行政機関が担うこ

とを許容しているという根拠で反対されているようですが，そ

うした場合，〔公衆の利益と投資者の保護という目的を〕保証

してくれるものがどこにあるのですか？

アンドリュース：会計士が責任を担う保証という意味ですか？

マロニー議員：そうです。

アンドリュース：プロフェッショナルとしての判断の行使です。上院議

員，これをもっての責任の負担はあらゆるプロフェッションの

業務に特有なものなのです。

マロニー議員：マッケソン＆ロビンス事件に関してはどうですか？

アンドリュース：おっしゃられているマッケソン事件のようなケースで

は，おそらく，ある種の違背行為（wrongdoing）があった

のでしょう。……ただ，プロフェッションは，ある責任を負担

し，自らの実務を遂行していくうえで，実務が適切な行為規則

に従っていること，過失を犯していないこと，義務の遂行上，

技能を行使していることを意識していると申し上げたいのです。

その後，AIAは，非公式に，SECが当該規定を削除するように上院委

員会に働きかける代わりに，第30条に別の条項を挿入することで解決す

ることを打診された。これを受け入れた結果，投資会社法でSECにこの
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ような権限を付与することは見送られることとなった51）。最終的に1940

年8月22日に成立した投資会社法（InvestmentCompanyActof1940）

では，第30条�において，以下のように規定することとなった。

……独立公共会計士による監査証明書は，包括的で信頼しうる財務

諸表を提示するという目的のもとで独立公共会計士が通常実施すると

ころのものを範囲および用いられる手続の面で下回らない監査

（auditnotlessinscopeorproceduresfollowedthanthatwhich

independentpublicaccountantswouldordinarilymake）に基づ

いているものでなければならず，また，公益のため，あるいは投資家

の保護のため，監査の性質（nature）と範囲ならびに監査人の発見

事項および意見に関し，SECが規則およびレギュレーションによっ

て規定する情報を含んでいるものでなければならない。

� マッケソン事件報告書における結論

マッケソン＆ロビンス事件における監査人の監査のあり方について検討

するための公聴会は，1939年4月25日までに終了していたが，調査報告

書が出されるまでにはしばらく時間がかかった。SECは，最終的に，事

件発覚からほぼ2年後にあたる1940年12月6日に，マッケソン事件の調

査報告書を公表した。

調査報告書において最終結論を述べるにあたって，SECは，まず，以

下のように説明している。

結論部分を導くにあたって，われわれSECは，監査手続それ自体

（auditingproceduresassuch）と，ある場面で監査手続が適用され

る際の適用のされ方（themannerinwhichtheyareappliedina
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givencase）との間の区別を認識することが必要と分かった52）。

そのうえで，調査報告書は，最終的に，「……われわれの結論によれば，

〔マッケソン社の監査人であった〕プライス・ウォーターハウス会計事務

所が実施した監査は，形式上，監査範囲に関しても採用される監査手続に

関しても，監査契約が締結されていた期間に強制されると一般に認識され

ていたものにおおよそ合致していた。この監査人が資産と利益の巨額の過

大表示を発見できなかったのは監査業務のやり方に原因があった」53）と結

論づけ，本件の監査人が，監査業務を遂行するにあたって要求されるプロ

フェッショナルとしての資質を欠いていたことを批判した。

また，監査証明書（監査報告書）に関しては，プライス・ウォーターハ

ウス会計事務所の監査証明書の形式については当時の一般に認められた実

務に準拠したものであったと結論づけたうえで，あくまで監査証明書の記

載に関連する ・一般的な問題・として，以下のような結論を述べている。

実施した監査は，監査人が適切と見なしたものとして記述されるべ

きであり，計算書類に関わる必要な情報はどのようなものでも表示さ

れてしかるべきである。われわれSECは必ずしもすべての監査上の

手順を規定するべきとは考えていないが，真の意味で理解可能な用語

法（reallydescriptivelanguage）……が用いられるようになること

を望んでいる。われわれはこの点に関連してひとつの積極的な要求を

行なう。監査証明書は，実施した監査範囲を記述する区分において，

一般に認められた通常の監査手続（generallyrecognizednormal

auditingprocedure）が省略されている場合には，当該省略された

手続とその省略の理由をくまなく表示するものでなければならない。……

会計士は自ら実施した監査がそうした監査意見を形成するために必要

なものを下回っていない（notlessthan）ことを監査証明（certify）
・・・・
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するべきであるとわれわれSECは確信している。……つまり，われ

われは，実施した監査が手続〔それ自体〕とその適用のされ方の両方

に関して認められた実務の最低限度とされているものを下回っていな

いことを監査人が監査証明（certify）するべきであると述べている
・・・・

のである。……54）

その一方で，SECの全体的な結論は，必ずしもSECが直接的に ・監査

基準・を設定する方向ではないとしている。報告書では，1939年9月の

年次大会で承認した『監査手続の拡張（ExtensionsofAuditingProce-

dure）』でのAIAの積極的な改善策，とくに，棚卸資産の監査手続とし

ての立会および売掛金の監査手続としての確認を ・通常実施すべき監査手

続・として指定したことを評価しつつ55），以下のように締め括っている。

本件で検討された監査手続を採択する会計プロフェッションによる

アクションはすでに起こされている。われわれには，この時点でこう

した手続の拡張が維持されない，あるいは，この報告書で示された流

れに沿ってさらなる監査手続の拡張がなされることはないと信ずる理

由はない。監査証明書上のディスクロージャー……に関して本報告書

でなされた特定の勧告を採用することによって，認められるレベルの

監査手続の基準（acceptablestandardsofauditingprocedure）が

遵守され，また，そこからの逸脱があった場合にそれが特定的に考慮

されることが可能となる。〔ただ〕事態がそうでないことを証明する

までは，われわれは 委員会に財務諸表を提出する証券発行会社の

業種タイプごとに監査の範囲とそこで採用されるべき手続を詳細に規

定するという 別の選択肢よりもこの方針をより好ましいものと考

える。……56）
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このように，報告書でSECは監査範囲及び実施すべき監査手続に関す

る詳細な規則・レギュレーションを定める権限を行使することを宣言する

ことはなかったが，同時に，この時点で，現状ではその必要性がないため

にそうした権限の行使を留保するだけで今後の状況次第によってはその行

使の可能性があることも示唆していた57）。とくに監査証明書に関する開示

規則に関しては，その改訂がある程度明確に示唆されていたと見られる58）。

4．・一般に認められた監査基準・の登場

� SEC会計連続通牒第21号と ・一般に認められた監査基準・の導入

SECは，1941年2月5日づけで，SEC提出書類に対する財務諸表規則

にあたるレギュレーションS�Xの規則2�02（会計士の監査証明書）およ

び規則3�07（会計方針の変更）について改正する旨を告示する会計連続

通牒（AccountingSeriesRelease；以下，ASR）第21号を発行した。

変更された規則2�02の�（実施した監査についての表示）では，以下の

ように規定されることになった59）。

� 会計士の監査証明書は，�実施された監査の範囲についての合理

的に理解可能な表示を含むものであり，それには，財務諸表中の重要

な項目に関して一般に認められた通常の監査手続が省略された場合の，

当該手続を特定する説明およびその省略の理由が含まれる。また，監

査証明書は，�監査が，その個々の状況において適用可能な一般に認

められた監査基準（generallyacceptedauditingstandards）に準

拠して行なわれたかどうかを表明するものである。さらに，�実施さ

れた監査が，特定の状況のもとで会計士が必要と考えた手続を省略し

たかどうかを表明するものである。……（後段省略）……

―103―



ここにおいて，監査規制上初めて，・一般に認められた監査基準・なる

概念が導入された。本規定について，ASR第21号では，以下のような解

説が付されていた。

〔規則2�02の〕�は，会計士が実施した監査の性質（nature）に

関する会計士による表示に対する要求を含んでいる。とくに，�の�

の下では，会計士は，自らが実施した監査の範囲についての合理的に

理解可能な記述を与えなければならない。マッケソン事件報告書にお

けるわれわれSECの見解に沿って，この�はまた，財務諸表中の重

要な項目に関して一般に認められた通常の監査手続（generallyrec-

ognizednormalauditingprocedures）が省略されている場合には，

その省略については，省略の理由の明確な説明を付して，記載するこ

とを要求している。……特定の状況では，そういった省略が正当な場

合もあるので，会計士に対し，自らの監査が，その個々の状況におい

て適用可能な一般に認められた監査基準に準拠して行なわれたかどう

かを表明することを要請する�との関連で，特別に除外事項・限定事

項とされる場合を除いては，実施した監査の記述に関連した，省略の

特定およびその理由は，除外事項あるいは限定事項とは見なされない。

本規制の導入をめぐる状況を知りうる史料としてASR第21号が発行

される直前に記された1月7日づけの ・アメリカ会計士協会への覚え書

き・60）がある。この覚え書きによれば，改訂規則2�02�における追加部分

・……，�……それには，財務諸表中の重要な項目に関して一般に認めら

れた監査手続61）が省略された場合の，当該手続を特定する説明およびそ

の省略の理由が含まれる。また，監査証明書は，�監査が，その個々の状

況において適用可能な一般に認められた監査基準に準拠して行なわれたか

どうかを表明するものである・は，「一般に認められた監査手続が省略さ
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れたかどうかに関して，事実の表示（factualstatement）を求めており，

監査人がこれを意見として表明することは認めていない」62）と説明されて

いる。そして，この規定の趣旨は「�〔一般に認められた監査手続が省略

されたことの〕判定を主観的なものではなく，客観的なものにすること，

�SECによる証券諸法の法執行を容易にさせ，会計士が，何が ・一般に

認められた監査手続・であるのか，また，それらを省略した場合，その理

由が正当なものであるかどうかに関して，監査証明書の上で，自らを弁明

し切っているかどうかをSECが判断できるようにすること」63）にあると

されている。また，「法律的な観点からは，監査は一般に認められた監査

基準に準拠していると会計士が述べる（say）ことと，そのように会計士

が監査証明する（certify）ことの間には基本的な相違はない。……基本

的な相違は，この新規定によって〔会計士の〕民事・刑事責任が高められ，

証券法第8条に基づく停止命令の発行権限が強められることである」64）と

も記されている。

本規制に関連して，SEC委員のヒーリーは，監査人は，監査証明書に

おいて，何を実施したのか，何を実施していないのかについての厳密な

（exact）表示を行なうべきであると主張していたが，SECスタッフはヒー

リーの意見に反対していたとされている。SECスタッフは，すでに投資

会社法第30条�に規定されているように，実施された監査が合理的に慎

重な会計士が特定の状況の下で必要であると見なすものを範囲および用い

られる手続の面で下回らないことを ・意見として・表明（state）するだ

けで十分であると考えていたという65）。覚え書きからは，このときの他の

SEC委員の意見は明らかでないが，会計原則の場合と同様に，ヒーリー

の意見が最終的に反映されたことは，この監査規制の決定の際にもSEC

委員内部での政治的駆け引きが存在していた可能性を示唆しており，興味

深いところである。

さらに，覚え書きによれば，本規制は，「たとえ会計士が，特定のケー
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スにおいて適用可能ではなかったという根拠で，ある一般に認められた手

続を省略することについて自らを正当化できるという誠実な意見を抱いて

いる場合であっても，SECに対し監査証明書を書き直させる権限を与え

るものであり，また，そうした自らの判断を行使する能力がプロフェッショ

ンの一員たることの不可欠な要素であるにもかかわらず，そうした彼らの

プロフェッショナルとしての地位までをも奪うものである」66）とはっきり

と認識されていたにもかかわらず，導入されたものであった。

いずれにしても，通常実施すべき監査手続の省略は，その際の監査人の

判断が正しい場合もあれば，正しくない場合もあるので，SECとしても

それを受け入れるかぎり，単に省略についての開示を要求するだけでは規

制としては不十分であるということになる。そこで，何らかの形で，その

際の監査人の判断そのものを評価できる開示上の規則が必要ということに

なり，最終的に ・一般に認められた監査基準・という概念が導入されたも

のと推察される。

しかしながら，・一般に認められた監査基準・という概念は，それまで

監査規制上用いられたことはなく，会計プロフェッション内部でさえ認知

されているとは言えないものであった。SECの想定する監査手続と監査

基準は，ASR第21号での説明のなかでそれぞれ次のように措定されてい

る。

一般に認められた通常の監査手続に言及するにあたってわれわれ

SECが念頭に置いているのは，技能ある（skilled）会計士によって

通例採用されているもの，この問題を取り扱う権威ある団体，たとえ

ば，各種会計士団体および政府監督機関によって規定されたものであ

る。
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一般に認められた監査基準に言及するにあたってわれわれSECが

念頭に置いているのは，一般に認められた通常の監査手続を採用して

いることに加えて，適切に訓練された人物によってプロフェッショナ

ルとしての能力（professionalcompetence）を用いてそれらの手続

が適用されていることである。

通例，ASRは，SECが会計プロフェッション側の代表者（ここでは

AIAの関連委員会）と事前に入念な協議を行なったうえで，発行するも

のとされており，この第21号の場合にも，改正規則の草案の段階から，

数ヶ月の協議が実施されており，公式な聴聞会も2度ほど開催されていた

とされている。先の覚え書きもまたこの間に取り交されたものであろう67）。

しかしながら，実際に発行されたASRには，・一般に認められた監査基

準・という，これまでSECの監査規制において用いられたことのない，

さらに，会計プロフェッション内部でさえ用いられていない概念が ・新た

に・盛り込まれていた。

このように，SECによって，監査報告書（監査証明書）において ・一

般に認められた監査基準・に準拠した旨を記載することがいわば一方的に

決定された形になり，AIAは，こうした事態に，プロフェッションとし

て組織的に対応することを迫られることになった。

� AIA監査手続委員会とSECとの間の監査基準をめぐる議論

監査証明書に関する新ルールは約1ヶ月後の3月1日から効力を発する

ことになっていた。新ルールの発効に先立って，AIAの監査手続委員会

は，2月10日と12日に会合を開き，この規制に対する対応を協議した68）。

そこで，監査手続委員会は，2月14日づけのSECに向けた書簡のなか

で，新ルールで監査証明書において ・一般に認められた監査基準・への準

拠記載を要求していることに対し，以下のように申し立てることとした。
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当監査手続委員会が，SECとの間の議論のなかで，ある与えられ

た状況において実施した監査手続が一般に認められた〔監査〕基準に

合致しているか否かを事実の問題として判定するための規準になりう

るものは何もない，さらに，SEC通牒の想定するような記載の仕方

は監査人が合理的な基礎をもつ対象である信念についての〔意見〕表

明以上のものではありえないと，再三主張してきたことはこの通牒も

はっきり認識しているはずである。……監査人は自らがそうした〔監

査〕基準に準拠しているという固い信念を持っているだろうが，いか

なる監査人も，自らが行なった監査が，いまだ定義されておらず，そ

してそもそも定義不可能なものである〔監査〕基準に準拠しているこ

とを事実として表明する立場に身を置くことはできない。

このように，監査基準なるものの存在は認めるものの，そうした監査基

準には ・一般に認められる・と呼べるものがいっさいなく，それゆえに，

・一般に認められた監査基準・は，いまだ定義されていないばかりか，そ

もそも ・定義しえない・ものであるというのが監査手続委員会の主張であっ

た。そうであるかぎり，改正規則2�02�が要求する監査基準への準拠記

載部分は，必然的に，事実ではなく，監査を実施した会計士の意見の表明

でなければならないというのが監査手続委員会における支配的な見解であっ

た。

そこで，監査手続委員会は，規則2�02��が要求する監査証明書の具

体的な記載文言として，従来から用いられてきた監査報告書（監査証明書）

の標準様式に以下のような文言を追加したものが受け入れられるのかどう

か，SECに対して確認を行なった。

われわれの意見では，われわれの実施した監査は，その個々の状況

において適用可能な一般に認められた監査基準に準拠して行なわれた

―108―



ものであり，必要と見なされたすべての手続を含んでいる。

しかしながら，2月21日づけの返信において，SECは，実施した監査

の範囲を表示する該当部分は「〔監査証明を実施した〕会計士がプロフェッ

ショナルであり熟練した専門家である会計士または監査人として自らを主

張することによって暗黙裏に行なっている表示に整合する積極的表示（a

positiverepresentationconsistentwiththeimpliedrepresentationhe

［theaccountant］makesbyholdinghimselfoutasprofessionaland

expertaccountantorauditor）」でなければならないとし，監査手続委

員会の提案するように ・われわれの意見では・という文言を挿入してこれ

を意見として表明することはこの要求に適合しないとの見解を示し，こう

した監査手続委員会の提案は受け入れられない旨を通告してきた69）。

このSEC側の返答を受けて，監査手続委員会は，25日にふたたび会合

を開き，善後策について協議した70）。AIAの法律顧問であった法律事務所

と有力会計事務所の提携する3法律事務所を交えて協議した結果，監査証

明書での記載が ・われわれの意見では・という文言を挿入せずに断定的に

なされたものであっても，明示的に意見の問題としてなされたものであっ

ても，法律上は，意見の表明としてしか取り扱われないという助言を受け，

最終的にSEC側の要求を全面的に受け入れることとした。同時に，AIA

の基本的立場を示すステートメントを4法律事務所との連名でSEC側に

提出した71）。

これにより，会計士は，改正されたレギュレーションS�Xの規則2�02

に準拠して監査報告書（監査証明書）を作成するかぎり，監査報告書にお

いて，自らの実施した監査が ・一般に認められた監査基準・に準拠して行

なわれたことを事実の問題として記載することを余儀なくされることになっ

た。

監査手続委員会の下したこの決定は，非常に緊要性が高く，他の一般会

―109―



員・準会員に周知される必要があったため，その間の経緯をふくめ，監査

手続委員会公報（Bulletin）第5号『「監査証明書」に関する改正SEC規

則』72）においてまとめられて，新ルールが効力を発する直前の2月末まで

にすべての一般会員・準会員に送付された73）。

会計士側にこのようなSECの事態の進め方に強い反発を抱く者が少な

からずいたことも事実である。たとえば，ある会計士は，のちに，SEC

のやり方はまるで銃を突きつけて合意を迫るようなもの（・shotgun
・・・・・・・・・・・・・・・・・

wedding・）であったと述べている。そして，会計プロフェッションが一

定の監査基準を何らかの形で採用するまで，実務に携わる会計士は規則2�

02の該当部分に準拠した監査報告書の表示を拒否すべきであり，もし，

・われわれの意見では・との文言を加えて作成された監査報告書をSECが

認めないのであれば，SECはそれを認めない新しい表示を強制するため

の適切な法的手続を採るべきであったと主張していた74）。こうした主張自

体は，行政法上も，根拠のありうるものであった。

しかしながら，実務に携わる会計士として不愉快なことであったとして

も，プロフェッションの団体である会計士協会としては，プロフェッショ

ン全体としての利害も考慮する必要があった。ここで重要なことは，ここ

で浮上してきた監査基準のステートメント化の問題が，本質的にプロフェッ

ション全体としての責任を問うものであったことである75）。その後，AIA

の首脳部は，監査基準のステートメント化について，これが公衆の利益に

資することを強調することになるが，そうした戦略も，長い目で見た場合，

自ら進んで監査基準のステートメント化に尽力しなければ，何らかの監督

機関 もちろん具体的にはSEC によるステートメント化がなされ

てしまうかもしれないという怖れから生じたものであった。その意味では，

会計プロフェッションが自分たちの手で ・一般に認められた監査基準・を

規定（定義）する必要が生じたのは，監査基準という概念を持ち込んだの
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がほかでもないSECであったためである。もちろん，そのような事態が

もたらされることをSECが初めから想定していたのか，あるいは，偶然

にもそうなってしまったのかを歴史的な視点から判断することは非常に難

しいことではあるが。

いずれにしても，監査実務者は，少なくともSEC向けの監査について

は，いまだ正式に定義されていない ・監査基準・なるものに準拠して監査
・・・・・・・・・・・・・・

を実施した旨を監査証明書に記載しなければならないことになった。（以

下，次号に続く）

1） Kracke［1946a］p.203.また，監査手続委員会委員長として監査基準のス

テートメント化を主導したブロード（SamuelJ.Broad）は，「近年の監査上

の発展にもかかわらず，成文化された規則（code）としての監査基準の制定

はそう大きくは進んでこなかった。……しかしながら，われわれの監査業務に

おけるある一定の最低限の基準を制定し，その基準の達成を要求する時期に来

ていると確信している。……監査基準のステートメント化においては何か革命

的なことが必要なわけではない。むしろ，有能な監査実務者が各々の実務のな

かですでに認識している基準を書き留める，あるいは成文化する（codify）だ

けである」（Broad［1941］pp.392�393）と述べている。

2） たとえば，岩田［1955］p.202；大矢知［1971］pp.163�164；西田［1974］

pp.63,81,109�116；鳥羽［1994］pp.10�13。

3） Steele［1960］p.217.圏点は引用者による。

4） Steele［1960］p.47.

5） Carey［1970］p.145.

6） Moonitz［1974］p.4.

7） DavidsonandAnderson［1987］p.123.

8） SECによる監査報告上の新ルールが導入された1941年2月から数ヶ月経っ

て，イングランドのTheAccountant誌は，こうしたルールを導入したSEC

とこれを受け入れたAIAに対して，以下のようにコメントしている。

……〔監査〕実務者は，いわば調停者であらなければならず，また，監
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査が，その本質上，一般的にステートメント化された〔監査上の〕原則

（generalstatementsofprinciple）に基づくような業務などではなく，

監査人が業務上依拠しなければならない証拠資料が構成している実体がい

ずれも途方もないほどの異質性を持っていることに合わせて多様な〔監査〕

技術を適合させることで成り立っている業務であることを論争相手（引用

者注：文脈上，SECを指している）に気付かせなければならない

（Editorial,・TheMcKessonandRobbinsCase:VerificationofStock,・

TheAccountant,16August1941,p.85）。

このように，このイングランドの会計士の見方は，アメリカでの監査基準の

問題が，監査そのものの本質に関わる深遠な問題であることを図らずも伝えて

くれている。

9） Bell［1959］p.42.

10） 当時は，AAPAのAIAへの改組という問題もあり，状況はかなり複雑であっ

た。『統一会計』の公表に至るまでのこうした経緯については，Carey［1969］

pp.62�63,129�133,Miranti［1990］pp.106�110,PrevitsandMerino［1998］

pp.230�232を参照されたい。

11） Carey［1969］p.132.

12） 1917YearbookoftheAmericanInstituteofAccountants,pp.217�218.

13） 実際に，数箇所の記述を除いて，スコービーの覚え書きをそのまま使用して

いるとのことである（PrevitsandMerino［1998］p.445）。この監査ガイダン

スがひとつの会計事務所における監査業務だけを反映していると解釈してよい

か，微妙なところである。ケアリーは，「〔委員長の〕モンゴメリーは，指導的

な監査テキストの著者として，そうした変更点のすべてに関わっていた（had

ahandinwhateverchangewasmade）と見るべきである」（Carey［1969］

p.133）と述べている。

14） Zeff［2003］p.191.

15） May［1962］p.36.圏点は引用者による。

16） May［1962］pp.45�46.

17） Carey［1969］p.134.

18） Carey［1969］p.135.圏点は引用者による。

19） PrevitsandMerino［1998］p.232.

20）『統一会計』において推奨された監査証明書の様式は，以下のとおりである。

私は，（ ）社の……から……までの期間の会計帳簿を監査した。そ

して，上記の貸借対照表及び損益計算書が，FRBによって提案され，

勧告されたプランに準拠しており，私の意見で……時点の企業の財政状
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態及び当該期間の経営成績を表示していると監査証明する。

21） PrevitsandMerino［1998］p.233.

22） AIA［1929］p.1.

23） PrevitsandMerino［1998］p.290.

24） AIA［1936］p.7.

25） Carey［1969］p.205.

26） PrevitsandMerino［1998］p.293.

27） Ibid.

28） Carey［1969］p.212.

29） Carey［1970］p.157.監査証明書の記載事項について規定したFTC規則・

レギュレーションの第15項は，具体的に，「独立の公共会計士による監査証明

書は，……当該会計士が合理的な調査を実施した後に，監査証明時点において，

登録届出書に含まれる表示が真実であること，および，表示を誤解を生じさせ

ないようにするために必要とされる重要な情報を漏らさずに表示していること

を確信するにたる合理的な基礎を獲得して，ここにそのように表示しているこ

とを確信している旨を表示するものでなければならない」と規定していた。

30） Blough［1937］p.108；Carey［1970］p.157.

31） Blough［1937］p.116.

32） Ibid.

33） Broad［1938］p.78.

34） Broad［1938］p.79.

35） Ibid.

36） Healy［1939］p.197.

37） Werntz［1939］p.18.圏点は引用者による。

38）「示唆していた」としたのは，講演のなかでワーンツが，今後の規制の方向

性について断定した言い方をしているわけではないものの，文脈上，明らかに

その方向性を伝えようとしていると見られるためである。ワーンツは，監査証

明書が一般投資家に伝えている当然の含意として，「1．業務が独立した立場の

専門家（expert）によってなされていること，2．事業についての監査が行な

われていること，3．監査活動およびその結果が監査人に情報に基づいた意見

を表明させるに十分なものであること，さらに，その意見が，最大限，明瞭か

つ公正に表明されていること」（Werntz［1939］p.19）の3点を挙げている。

ここから，ワーンツが，監査証明書ではこの3点について明瞭に表示するもの

であることを期待していたことが知られる。非常に興味深いことに，この3点

は，のちに監査基準ステートメントに要求されることになった要素（一般基準・
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実施基準・報告基準）とその視点が符合している。

39） Carey［1970］p.147.

40） Carey［1970］p.157.

41） 監査規制史の観点からみたマッケソン事件の意義については，すでに岡嶋

［2012］において詳細に論及しているので，参照されたい。

42） この講演の段階ではまだ素案であったが，SECは新たにレギュレーション

S�Xを用意していた。レギュレーションS�Xを設定することを告示した1940

年2月21日づけのASR第12号は，「現在，マッケソン＆ロビンス事件その

他の事案が手続上係属となっていることから，会計士による監査証明を統制す

る規則は，いくつかの点で変更や明瞭化はあるものの，実質的に，1933年証

券法の下での一般規則及びレギュレーションに記載される様式，1933年証券

法及び1934年証券取引所法の下での様式において引き続き留保される。しか

し，係属中の手続が完了したあかつきには，監査証明書に関する規則は，これ

らの事案の結果として必要と見なされる改訂を目的として再検討されることに

なる」として，監査証明書の記載規則については最終決定ではないことを明示

していた。

43） Wagner-LeaBill,S.3580.

44） TheJournalofAccountancy,May1940,p.337.当該報告書の一部分がThe

JournalofAccountancy誌4月号に転載されている（TheJournalofAccount-

ancy,April1940,pp.321�332）。

45） Editorial,・GovernmentRegulationofAuditing,・TheJournalofAccount-

ancy,May1940,p.337.

46） 1940YearbookoftheAmericanInstituteofAccountants,pp.126,133.

47） AIA［1940］,StatementbytheAmericanInstituteofAccountantsbeforea

Subcommittee,SenateCommitteeonBankingandCurrency,April1940.

48） AIA［1940］p.2.圏点は引用者による。

49） AIA［1940］pp.4�5.

50） HearingsbeforeaSubcommitteeoftheCommitteeon Bankingand

Currency,Seventy-SixthCongressThirdSessiononS.3580,Part2,p.690.

51） 1940YearbookoftheAmericanInstituteofAccountants,p.126.

52） SEC［1940］p.361.

53） SEC［1940］p.443.

54） SEC［1940］pp.434�435.圏点は引用者による。

55） SEC［1940］p.445.

56） SEC［1940］p.445.
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57） この点については，岡嶋［2012］pp.44,46�47を参照されたい。

58） 実際，SEC年次報告書（1940年7月から1941年6月）は，「少なくとも当

面のところ，〔報告書では〕SECは様々な業種の証券登録会社に対する監査の

範囲およびその監査において用いられるべき手続について詳細に規定しないで

あろう……ことが示唆されていた。しかし，監査証明書の形式・内容に関する

SECの規定は，マッケソン事件の調査によって明らかになったような監査証

明書のある欠陥が克服されるように改訂されるであろうことも示唆されていた」

（SEC,The7thAnnualReport,endedJune30,1941）と報告している。

59） 変更以前のレギュレーションS�Xの規則2�02�で「� 会計士の監査証明

書は，……� 実施された監査の範囲についての合理的に理解可能な表示を含

むものでなければならない。……」と規定されていた部分に対応している。な

お，レギュレーションS�Xは1940年2月21日に新たに導入されたものであ

り，その導入を告示したASR第12号において，会計士による監査証明を規

制するルールに関してはマッケソン事件に関する結論を踏まえて変更されるこ

とがあらかじめ明示されていた。

60） SEC［1941a］,MemorandumforAmericanInstituteofAccountants,dated

January7,1941.この文書は，現在，SECHistoricalSocietyのアーカイヴ

としてHP（www.sechistorical.org）上にアップロードされている（最終ア

クセス日は2013年9月30日）。誰が何のために記した覚え書きであるかは必

ずしも明らかではない。アップロードされたアーカイヴ・データそのものには，

アメリカ公認会計士協会の好意によるものであると付されているのみである。

しかしながら，この文書は，監査基準導入時のSEC内部での議論の様子を窺

い知ることのできる貴重な史料であるため，本稿において利用している。

61） これは覚え書きの時点での用語法で，実際の規則では，上記のとおり，・一

般に認められた通常の監査手続・と変更されている。

62） SEC［1941a］p.3.

63） Ibid.

64） Ibid.

65） SEC［1941a］pp.3�4.

66） SEC［1941a］p.4.

67） 覚え書きには，その時点での改正規則案の全文が記されており，そこには

・一般に認められた監査基準・への準拠記載についても明示されてはいた。た

だ，覚え書きでの規則案の説明の中心はあくまでも ・一般に認められた監査手

続・が省略された場合に対するもので，・一般に認められた監査基準・の用語

には説明上ほとんど重きが置かれていなかった。そのため，たとえ覚え書きの
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内容を承知していた会計士ですらも，ASR第21号で告示された監査証明書に

おける監査基準への準拠記載要求は ・唐突なもの・と感じたのではないかと推

察される。

68） TheCertifiedPublicAccountant,March1941,p.6.

69） 最終的に，監査手続委員会の提案した文言のうち ・われわれの意見では・と

いう文言を削除したものを監査証明書に記載すべきであるとされた。

70） TheCertifiedPublicAccountant,March1941,p.6.

71） MidyearReportoftheCommitteeonAuditingProcedure,April28,

1941；Staub［1941］p.86；Carey［1970］p.157.この文書が閲覧できればこ

の間の事態をより正確に把握することができるかもしれないが，本稿では，残

念ながら入手することができなかった。

72） AIA［1941a］,TheRevisedS.E.C.Ruleon・Accountants・Certificates.・

73） TheCertifiedPublicAccountant,Vol.21,No.3,p.2.結果的にTheJournal

ofAccountancy誌に転載されなかった唯一の監査手続委員会公報となった。

74） Webster［1943］p.427.

75） ブロードが監査基準に関する講演（後述）を行なった際の同じテクニカル・

セッションで，当時ニューヨーク州公認会計士会会長であったフェデ（A.S.

Fedde）は，「われわれは，SECのレギュレーションによる制約，プロフェッ

ションの倫理綱領，その他財務諸表を監査するために自らに課している基準

（self-imposedstandards）にすでに服している。拘束服（straitjacket）に

袖を通すのは簡単なことだが，脱ぎ捨てるのはそれほど簡単ではない。受け入

れる規則が少なければ少ないほど，われわれが，状況によって，良き実務にお

いて育まれる基準によって定められる要請に従って必要とされるものを，プロ

フェッショナルとして実施する自由度は大きくなるだろう」（Fedde［1941］p.

30）と述べて，暗に，監査基準のようなもので規制を課すやり方ではかえって

プロフェッショナルの実務の劣化を招きかねないと主張している。

これに関連して，ワーンツが新ルール導入後に実際に行なった説明は以下の

ようなものであった。

監査証明に関する規則は，会計士に対し，彼の計画し実施した監査がそ

の状況において適用可能な一般に認められた監査基準に則ったものである

こと，つまり，その監査が，用いられた監査手続の範囲に関して，また，

それらの手続が技能的に適用される適用のされ方に関して，彼の仲間の会

計士であればその状況で必要であると考えるであろうものと，少なくとも

同程度であることを要求している（Werntz［1941a］pp.319�321.1941年

9月AIA年次大会にて）。
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新規則は，実施された監査がその状況において適用可能な一般に認めら

れた監査基準に準拠しているかどうかに関する積極的表示（positiverep-

resentation）を求めている。……無限定の監査証明書には，〔監査証明を

行なった〕会計士が仲間の会計士たちに一般に是認されている基準に背か

ないように行動しているという黙示的な表示が含まれている（anun-

qualifiedcertificatecontainsanimpliedrepresentationthattheac-

countanthasliveduptothestandardswhicharegenerallyapproved

byhiscolleagues.）。かかる表示は，まさに，すべてのプロフェッション

に対して黙示的なものであり，自らをプロフェッショナルの一員であると

主張する者はその職に共通する技能と知識を保持し，またそれを行使して

きたことを示しているのだと思われる。新規則は，これまで黙示的であっ

たものを明示的にしたにすぎない（Werntz［1941b］p.27.1941年11月

ウィスコンシン州公認会計士会大会にて）。

こうしたワーンツの見解に対して，フェデは，以下のように異論を唱えてい

た。

私は少し違った見方を示したい。私は，無限定の監査証明書には，会計

士が自らの技能，知識，判断力を行使し，関連する事柄について合理的な

注意を用いており，それゆえに，意見表明をすべき財務諸表に対し適切な

基礎を置いていると確信しているという黙示的な表示が含まれていると考

えている。会計士は基準に背かないように行動していると〔事実〕表明し

ているのではなく，そのように行動していると〔ただ〕確信しているにす
・・・・・・

ぎない（Fedde［1942］p.371.1942年1月メリーランド州公認会計士会

大会にて。圏点は引用者による）。

少なくともニューヨーク州公認会計士会会長のような立場の人物が，AIA

監査手続委員会による監査基準ステートメント化が進行しているなかでもこう

した本質的な点を指摘しながら異論を唱えていたことは注目に値する。

Periodicals

CertifiedPublicAccountant,the

JournalofAccountancy,the

NewYorkCertifiedPublicAccountant,the

YearbooksorAnnualReports

AnnualReportoftheSecuritiesandExchangeCommission
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�論 文〉

要 約

近未来2030年に及ぶ日本の石油市場の需要構造は，定質的また定量的

にどのようになるのか。国際貿易の主要コモディティであり，経済コスト

面でその需給関係が大きく国際影響力を持つ石油商品の市場動向予測は，

今後の資源小国の日本貿易政策にとって，大きな意義を持っている。本年

IEA，OECD等国際機関が，2030年迄の石油市場シナリオを相次いで公

表しているが，将来的にも代替エネルギーの市場普及速度に対して石油需

要の拡大が急速な為，非産油国の抱える石油輸入のフィージビリティでは，

極めて悲観的な見通しがなされている。因って日本にとって，この需要動

向を予測する事は極めて重要である。

日本の石油需要の主な担い手ユーザーは，石油化学部門と自動車関連部

門である。

石油化学業界は，従前，メジャー中心の消費地精製主義も見直しされ，

日本では概ね構造不況業種の指定を受け，現在では主要なエチレン系コン

ビナートの海外移転がほぼ完了し，最終石化製品は主に輸入に依存してい

る。また石油化学の精製部門では，白油化進展の中で民生用ガソリン，産

業用軽油が最も大きな需要を構成している。

自動車関連部門では，日本市場の大きな特徴として，民生部門では，独

自の軽自動車が石油市場シェアで突出し，次いで従来内燃車，ハイブリッ

ド車を代表とするガソリン需要が極めて大きい。産業部門では貨物車，ディー

日本のエネルギー資源貿易政策（11）

次世代自動車普及による

石油市場構造変化と需要予測

武 上 幸之助



問題意識

凡そ全量を輸入に依存し，また輸入額で日本貿易の最大商品であるため，

近未来の日本の石油需給構造と需給量がどのようになっているかという問

題は，日本貿易政策にとって大きな解決課題である。供給面では国際貿易

動向，代替エネルギー動向，また需要面では産業部門の石油化学業界動向，

民生部門での次世代自動車動向など，影響要因が様々考察できるが，本稿

では主な需給予測モデルに基づき，幾つかの仮説を用い推計をおこない一

つの類型モデルを検討したい。

石油に関する供給モデルは，多くの場合，国際マーカー市場で，可採埋

蔵量，採油，生産量等と市況価格が連動するため，産油国側でブラックボッ
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ゼル車用軽油の需要は大きいが，一方，ディーゼル車規制が厳しく，国際

比較ではガソリンに比較して軽油需要が小さい。因って精製段階で軽油，

ガソリンが比率分製造されても，ガソリンは内需に不足して輸入，軽油は

余剰が出て輸出という極めて特異な市場構造を持つ。

自動車部門は石油製品の主要なユーザーであり，その動向は，極めて石

油消費需要を左右するものである事から，本稿では次世代自動車の普及と，

それによる石油需要の構造変化を検討するが，石油価格は下方硬直性が大

きくなる一方で，国内石油需要は急速に縮小に向うと考えられ，今後，民

生，産業部門でも様々な見直しが図られる事になるだろう。

尚，別途，2012年5月から1年間，筆者がメンバーとなる石油学会経

営情報部会WGでは，日本自動車工業会からの依頼を受けて近未来の日

本の石油需要動向を調査した。本稿での一部データにはその成果（図表

2．1）を修正後，引用した。

キーワード：石油市場構造，需要予測，資源貿易政策，IEAシナリオ，

日本のエネルギー政策，需要変動分析（ファンダメンタル・

プレミアム要因）



クス化される為，公表データとしてはOPEC，IEA等が参考となるが，

本稿では日本エネルギー経済研究所へインタビューをおこなった。また需

要モデルは，石油製品は成熟市場段階に達しマーケティング技法として様々

モデル化が発展している中から，ロジスティックモデルを用いて検討した。

その結果，2030年間での近未来に日本における石油需給は，総量とし

て急速な減少が予測され，産業部門では石化業界の海外移転，貨物輸送業

界縮小，民生部門でもGS，SS経営などのビジネスモデルに大きな影響

が考えられる。

1．石油需給予測モデル

1．1 供給面：主な石油供給の見通し（インタビューによる検討）

2012年12月日本エネルギー経済研究所研究理事前川忠氏へインタビュー

を実施し，将来の原油価格変動要因について聞き取りした。原油価格動向

については要因が複雑であり，多くの場合，供給と原油価格動向について

はテクニカルに，基調となるファンダメンタル要因と市況に急変動を与え

るプレミアム要因とに分類をする。聞き取りの内容について，原油価格に

与える影響度と確実性，不確実性からマトリクスすると図表1．1のように

なる。
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図表1．1 燃料費に影響を与える不確実性要因（聞き取り）

不確実性

影響度
確か（certainty）な要因 不確か（uncertainty）な要因

原油価格に与える

影響の小さい要因

（供給面）

「ファンダメンタル要因」 「ファンダメンタル要因」

環境要因：環境規制要因強化

＊省エネ法，省エネ促進政策

環境要因：世論動向と環境意識

＊石油製品・燃料供給面：中東情勢

「プレミアム要因」 「プレミアム要因」

＊OPEC原油生産調整 ＊非OPEC原油生産調整



1．2 需要面：民生自動車部門での需要見通し

日本の石油需要の大きな産業部門は石油化学であるが，上掲，構造不況

産業指定，海外移転の完了した部門でもあり，需要比率は20％にも満た

なくなっている。現状および今後，大きな割合を持つのは同産業，民生面

での自動車用燃料需要であると考えられる。ここで自動車用燃料の需要モ

デルを考察する場合，以下の要素がポイントとなる。

1．2．1 需要予測モデル

需要予測モデルの設計と運用についてMiltonH.Spencer及びLouis

Siegelmanは ・ManagerialEconomics・にて需要予測手法の合理性判断
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原油価格に与え

る影響の大きい

要因（需給面）

「ファンダメンタル要因」 「ファンダメンタル要因」

石油製品・燃料需要面

＊途上国燃料油需要拡大

＊先進国燃料油需要減少

石油製品・燃料供給面

＊新規油田減少・在来油田枯渇化

＊非在来型シェール油田開発

環境要因

＊排出CO2による気温温暖化規制・

排ガス規制強化

＊NOX，SOX環境公害排ガス規制強

化

代替エネルギー要因

＊一次エネルギーシフト

（LNG・原子力）

石油製品・燃料需要面

＊新規技術開発（オイルサンド，ター

ル，メタンハイドレード等の実用

化）

石油製品・燃料供給面

＊新規油田発見・増産（環境要因）

＊環境税制（炭素税，新規環境税）

増税・新税

環境要因

＊環境税制（炭素税，新規環境税）

増税・新税

代替エネルギー要因

＊自然再生エネルギー開発と多様化

の進捗

「プレミアム要因」 「プレミアム要因」

＊ボラティリティ増大，コモディティ

化

＊産油国等の地政リスク

概ね110ドル／バレル（2013年9月時点）所謂「高留り」市況が，現状維持のまま中長期

的に継続するという見方が専門家の中では支配的であるとの回答コメントであった。本稿

ではこれに準拠し，原油価格は，現状レベル維持と仮定した。



の基準として，以下の項目を掲げている1）。

① 正確性；Accuracy（予測値と実測値の相対誤差の小さいこと）

② 柔軟的適用性；Bending（同傾向の予測分析に応用しうること）

③ 説得性；Convincing（合理的判断基準からも妥当性あること）

④ 持続性；Durability（一定期間，その有効性を保ちうること）

⑤ 簡便性；Easiness（運用，実行に困難過ぎないこと）2）

以上より，本稿ではこれらの点で最も利用頻度の高いロジスティックモ

デルを用い，次世代自動車の普及モデルについて2030年にむけて，普及

（スピードとボリューム）がどのくらい進むかを検討し，普及に応じた燃

料需要を検討する。

1．2．2 次世代自動車の市場普及と燃料需要予測

� 燃料需要の移行要因

ここでは従来内燃車から次世代自動車に市場が移行することに伴う燃料

需要の変化を検討する。

① 普及の内部経済前提

次世代自動車普及の行政重点政策は「補助金・減税」，メーカーで

は「性能向上とコストダウン」であるが，その普及への影響は，今後，

どの程度であるか？

② 普及の外部経済前提

ガソリン価格の高止まり，上昇が，普及前提の一つだが，次世代自

動車普及にどの程度の影響をもたらすか。また環境問題での規制強化

は，どのくらい普及に影響するのか。

� モデル検討

自動車市場普及モデルの主要モデルとして以下の3モデルが，業界では，
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多く利用される。

① 製品普及モデル：ロジスティックス曲線モデル

従来型ガソリン車での普及モデルで実務で利用度が高い（Bass-

Model）耐久消費財等の普及推移モデル

② 消費者選好モデル：コンジョイント分析

消費者の製品に対する選好（好ましさ，効用）が選好の要素の和と

して表されることを仮定した上で，各要素を足し合わせるための係数

を分析

③ 製品製造コスト低減モデル：学習経験曲線モデル

コスト面での検討モデルで，GMシルバーストーン曲線モデルおよ

びヘンダースンモデルExperienceCurveEffect初期自動車生産で

生産量が倍増すると製造コストは4割低下することから安価，大量供

給を前提としたペネトレーションを想定する。

� シミュレーション・係数設定

本稿では先に掲げたように①BASSモデルを用いて次世代自動車の普及

を検討する。

① 普及係数（p，r，N）の設定

② 消費者選好モデルの設定：コンジョイント分析（市場調査）と選好

重み係数の設定

③ 学習効果の属性の決定：属性の水準値の設定の設定

� 次世代自動車の普及モデル

以下，普及モデル式により，以下普及評価係数を設定する。
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（BASS普及モデル式）

Xt・ pN・・r・p・Zt・
r

N
Z

2
t・ a・bZt・cZ

2
t

・・Zt・ nt・N・・
t・1
i・0Xi



� 次世代自動車の普及イメージ

上式を用いてシミュレーションした結果は以下のようなイメージを描き，
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図表1．2 ハイブリッド車の普及計画の設定（基本ケース）

項 目 設 定 値

予測開始年 1997年

予測終了年 2050年

最終普及数 3,700万台（4,200万台の87.8％）

模倣係数 AT車普及の値（0.182）

革新係数 普及実績に基づき算出（0.000418）

初期価格 ハイブリッド車：216万円

ガソリン車：156万円

学習曲線モデル 差額の60万円に，生産台数40万台の倍数ごとに10％の価格低下。

ガソリン代 消費者アンケートの結果を反映

燃費性能 ハイブリッド車：20km/l

ガソリン車：12km/l

環境イメージ ハイブリッド車：1

ガソリン車：0

補助金の設定 2002年から2007年まで25万円

CO2削減効果 2.34t－CO2×燃費改善率

（出所）「ADiffusionModelforCleanEnergyVehicles」松本。近藤JournalofJapan

SocietyofEnergyandResources,Vol.29から著者作成

図表1．2．2 次世代自動車の市場普及と燃料需要予測



普及モデルとして次世代自動車が，燃料費高騰と補助金（ここでは優遇税

制も含める）が大きな役割を果たしている事が仮説として示される。

果たして日本の次世代自動車の普及モデルは，この「燃料費高騰」と

「補助金（優遇税制）」に大きな影響要因を持っており，省エネ指向がその

基軸となっていることが示される。

1．2．3 石油需給予測

今後の石油需要がどのような趨勢を辿るか，その大きな燃料需要比率を

占める次世代自動車部門の2030年までの石油需給，価格傾向等の経済性

要因を検討し，普及台数から石油需要の大きさを計量する。

� 自動車部門の2030年までの石油需給，価格

次世代自動車の経済性に影響する主因子（不確実な要因）として抽出し

たのは，以下に掲げた①燃料原油価格と税金課金②次世代自動車価格要因

である。

① 燃料価格と税金課金

輸送用燃料の国内価格は，原油の調達コスト，精製コスト，国内の

物流輸送コストの合計に，企業利益，そして税金が乗せられることで

決定している。精製コストおよび輸送コストは改善（コストダウン）

の技術的余地が小さいことから，この構図が今後も変化しないとする

と，将来の燃料価格は，ほぼ原油価格と税金（燃料に対する課金）で

決まると考えてよい。また具体的な変動因子としてイメージできる事

例は，以下のように考えられる。
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図表1．2．3�1 原油価格と税課金の変動要因

①燃料油価格

（原油価格）

上昇要因

（需要増，供給減）

＊発展途上国の経済成長

＊在来型油田の枯渇

下降要因

（需要減，供給増）

＊先進国の燃料油需要減少



② 次世代自動車の価格要因

HVの製造コストダウンと国内市場普及は，現時点で急速に進んで

いる。一方，EV普及の現在の経済的な障害は，高コスト，低走行距

離，充電インフラ，充電時間などであるが，これらの要因が解決すれ

ば，市場急拡大する可能性もある。またその場合，EVの構造はガソ

リン車に比較してシンプルなため，新規参入企業と既存企業による競

合が熾烈となる可能性がある。
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＊天然ガス・原子力等への一次エネルギーシ

フト

＊非在来型油田の開発（シェールオイル他）

＊非OPECの産油量の増大

②税課金 上昇要因 ＊地球環境問題への対策としての CO2排出

への課税

＊燃料消費の減少に伴う税収減への対策

下降要因 ＊極端な原油価格の高騰

＊電気自動車など普及による走行距離課税へ

の転換

（図表作成） Takegami2013

図表1．2．3�2 次世代自動車の価格要因

次世代自動

車の製品価

格要因

①製品価格

変動要因

＊二次電池の価格，二次電池の需要増による増産効果，

二次電池に関する技術革新，二次電池の再利用の促

進など

＊普及に向けた政府の対策，EV補助金・エコカー減

税の継続，EV充電設備設置の補助金など

②市場価格

変動要因

＊外国企業との競争，廉価な外国産車の国内市場への

進出，国内の自動車登録認証基準の政策動向

＊低価格な都市向け新型モビリティ，電動バイク，超

小型自動車などスマートシティ化動向



1．2．4 燃料価格に与える影響要因

以上の価格（燃料費と税課金，次世代自動車の製品・市場価格）要因か

ら，経済性分析班では，以下のように，燃料価格に与える経済影響度を検

討した。

1．2．5 次世代自動車普及率の仮説実証

� イニシャルコスト・ランニングコスト比（次世代自動車普及の数値

根拠）

次世代自動車についてイニシャルコストでは180,000円マイナス差があ

るものの，ランニングコストでは年66,863円プラス差の優位差があり，

凡そ新車登録時から2.64年で従来車の登録維持コストを追い越し，（補助

金のあった2012年以前登録車では，凡そ1.2年ほど）以後，平均車齢約8

年まで使用した場合，残りの5.3年程は年約66,800円コスト（総額36万

円）が低くなる。
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図表1．2．4 燃料価格に影響を与える不確実性要因

不確実性小 不確実性大 不確実性小 不確実性大

影
響

度
小

燃料価格

・先進国の燃料油需

要減少

・非 OPECの産油

量増大

電気価格

・電気の固定価格買

取制度

・太陽光，風力など

の設備設置コスト

次世代自動車価格

・二次電池普及によ

る量産効果

・EV充電設備設置

補助金

・国内自動車登録認

証基準の見直し

燃料油価格

・国の原子力政策

・再生可能エネル

ギーの普及

電気価格

・太陽光，風力な

どの設備設置コ

スト

次世代自動車価格

・電動バイク・超

小型自動車など

の都市型モビリ

ティの普及

影
響

度
大

燃料油価格

・発展途上国の経済

成長

・在来型油田の枯渇

・非在来型油田の開

発

・石油・天然ガスへ

の一次エネルギー

シフト

・天然ガスの国際マー

ケットの成長

電気価格

次世代自動車価格

・EV補助金・エコ

カー減税

燃料油価格／電気

価格

・CO2 排出への

重課税

・走行距離課税へ

の転換

・環境問題の深刻

化と世論の変化

次世代自動車価格

・二次電池の技術

革新と性能の飛

躍的改善

・廉価な外国産車

の国内市場への

流入

（図表作成） Takegami2013
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b．イニシャルコスト・ランニングコスト

図表1．2．5�2 従来車と次世代車のランニングコスト比較

比較項目

次世代車HV

（トヨタ プリウス）

車種グレード（1.8S）

従来車1800cc

（トヨタ プレミオ）

車種グレード（1.8XL）

次世代自動車

比較優位差

（年）

＊イニシャル・コス

ト比登録時（車両

価格＋税金）総額

2441,900円－121,900円

＝232万円

2020,000円＋121,900円

＝2141,900円

―180,000円

（―22500円／年）

－80,000円

（～2013年）

1．購入費用／年

（購入費／買替年）

車齢平均7.95年

（→8年）

実走総計平均／年

117,85.0KM

購入費用／年232万円

（購入費／買替年）

232万円／8年＝290,000

円

購入費用／年202万円

（購入費／買替年）

202万円／8年＝252,500

円

―300,000円

（－37,474円／年）

2．セールス・プロモー

ション

① 優遇税制（減税）

② 補助金

（参考）ディーラー

インセンティブ

（値引きなど）

① 減税 エコカー減税

期間（2015年3月迄）

＊自動車取得税

＊登録車重量税

（取得税＋重量税減税

額）100％（計121,900

円減税）

② エコカー補助金 10

万円（～2013年終了）

（参考）プリウス（値

引き平均20万円）

① 減税なし（同 1.5L

モデルでは自動車税

50％減税）

② 補助金なし

（参考）プレミオ（平

均23万円）

―180,000円

（―22,500円／年）

補助金 10万円の

場合 －80,000円

＊ランニング・コス

ト比

129,961円 196,824円 ＋66,863円／年

自動車税／年 自動車税／年：18,750円

＊自動車税（グリーン税

自動車税／年：39,500円 ＋18,750円／年

a．サンプル標本

図表1．2．5�1 従来車と次世代車の燃費比較

車の種類 車 両 名
車両価格

［万円］

単位燃料あた

り走行距離
燃料単価

燃 費

［円／10,000km］

従来内燃車
1800cc

（トヨタ プレミオ）
202 16.7km/l 145円/l 86,800

次世代自動車
HV

（トヨタ プリウス）
232 30.4km/l 145円/l 47,700
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図表1．2．5�3 次世代自動車普及の外部経済要因

2011年 2015年 2020年 2025年 2030年 2040年 出 典

為
替
レ
ー
ト

95円 95円 95円 95円 95円 95円 不変を前提

税
制

不変を前提

（取得） 自動車取得税5％

消費税5％

（保有） 自動車税 29,500～

111,000円

軽自動車税7,200円

自動車重量税0.5ト

ン毎年間6,300円

（燃料） 揮発油税1／当たり

48.6円

地方道路税1／当た

り5.2円

軽油引取税1／当た

り32.1円

石油ガス税 1kg当

制）50％控除（毎年度）

自賠責保険／年 自賠責保険／年：

11,235円

自賠責保険／年：

11,235円

±0

ガソリン代／年

燃費

ガソリン代／年 燃費

30.4km／lで計算：

（11,785km／30.4）×145）

56,211円／年

ガソリン代／年 燃費

16.7km／lで計算：

（11,785km／16.7）×145）

102,324円／年

＋46,113円／年

任意保険／年

（平均的）

（48,000円） （48,000円） ±0

車検代（自賠責保険

税抜き）／年

43,765円 43,765円 ±0

税・自賠責／年 29,985円 50,735円 ＋20,750円／年

維持費／年 129,961円 196,824円 ＋66,863円／年

車齢8年 総コスト 2320,000＋129,961×8年

＝3359,688円

2141,900＋196,824×8年

＝3716,492円

＋356,804円

（約35.6万円）

燃費，環境負担要因，そして補助金と税制において，次世代自動車はかなりの比較優位性

を持つ事が示され，市場代替の大きな要因構成がなされた戦略製品である事が例証される。



c．次世代自動車普及数値の設定

次世代自動車（HV車）普及予測数値は，2020年（20～50％），2030年

（50～70％），2040年（70～90％）と予測され，「次世代自動車の経済優位

性」から「車齢経過による廃車数（従来車）と登録新車数（次世代車）の

代替スピード」は，車齢スパン（8～10年）で1サイクルを仮定すると，

最長20年（2020年から2030年（50％～）普及，2040年で普及率～90％）

でほぼ次世代自動車に代替されると考えられる。

今後の市場普及要因を概観すると少子化問題は極めて大きな要因となっ

ていることが示される。また次世代自動車の市場代替は極めて円滑である

事が予測される。また日本のEV普及に関して，日本独自の規格である軽

自動車の経済性は極めて高く，自動車市場で4割強を占める事から，軽自

動車普及が返ってEV普及の足枷となっている側面も聞き取り時に指摘さ

れた。
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たり17.5円

消費税5％

http://www.jama.or.jp/lib/

jamagazine/199910/01.html

自工会

原
油
価
格

＄100／バ

レル

＄100／

バレル

＄100／

バレル

＄100／

バレル

＄100／

バレル

＄100／

バレル

（＄100／バレル）（資料）

石油連盟「石油税制便覧平成

24年度」及び各年

http://www.paj.gr.jp/abou

t/publications/

電
力
価
格

（23円／

KWh）

450万台

450万台

HV20％

EV20％

電気代2

倍

46円 ／

KWh

600万台

HV30％

EV30％

― ― ― 電気代23円/KWhが2倍

46円/KWhに上昇

補
助
金

450万台

HV14.5％

EV 0.4％

HV 20％

EV0.4％

EV 5％

― ― ― ― 450億円 2015年度まで制度

継続予定
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2．石油需要予測と今後の日本石油市場の変容

次世代自動車の普及により燃料需要動向がどのようになるか，経済性に

影響する主因子（不確実な要因）として抽出した①燃料原油価格と税金課

金②次世代自動車価格要因について，需給，環境，代替エネルギー動向，

課税動向から，①原油価格と税課金は不確実なファンダメンタル要因とし

て，先に指摘した図表1．2．3と概ねリンクしており，大幅な乖離はないと

考えられる。また②次世代自動車の普及に関しては，HV車については市

場普及でテイクオフしており，今後大きな需要になるが，FCV，EV車普

及については現時点では見通しが明確でない。これらの聞き取り調査の結

果から，次世代HV車の普及が，将来の燃料需要の主要要因として考え

られFCV，EV車普及とは分岐点となる。

以上から，大きな燃料需要比率を占める自動車部門の2030年までの石

油需給，価格傾向等の経済性要因，特に次世代自動車市場の今後について

以下のデータを導いた（図表2．1）。

すると2010年実績53,770,922KLが2020年41,043,821（39,306,260）KL，

2030年34,169,632（30,592,365）KLという結果となり，HV普及に加えて

EV，PHV普及により大幅な総量での燃料需要の減少化が予測される事に

なる。
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図表2．1 EV，PHV普及を分岐点にとった燃料消費推計

保有台数・燃料消費
2010年

（実績値）
2020年 2030年

EV，PHV

普及しない

ケース

従来車保有割合［％］ 96.48 81.18 61.65

HV保有割合［％］ 3.48 18.28 36.59

PHV保有割合［％］ 0.01 0.16 0.58



結 語

上掲，自動車市場での燃料需要の減少化はどのような影響が考えられる

か。

民生部門を中心として，GS事業所数を概観すると，急速な減少化が予

測され，一方，セルフSSの増加が，コスト削減で減少に歯止めをかけて

いることが分かる。また精製所における原油精製能力と稼働率を見ると

2011年には既に採算コストを下回り，需要減少に応じて供給能力も7割

弱となり，大幅な市場縮小が今後，急速な勢いで迫りつつあることが予測

される。またEV，PHVの普及が市場でメインとなるとGSのビジネス

モデルが築けなくなる（給油が不要となる可能性）との指摘もある。
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EV保有割合［％］ 0.04 0.39 1.18

合計保有台数［台］ 58,699,577 57,446,754 56,167,957

1台当年間走行距離［km/年］ 8,213 8,175 8,175

平均燃費［km/l］ 10.69 13.58 15.82

ガソリン年間消費量［kl/年］ 53,770,922 41,043,821 34,169,632

EV，PHV

普及する

ケース

従来車保有割合［％］ 96.48 79.31 56.15

HV保有割合［％］ 3.48 16.78 32.43

PHV保有割合［％］ 0.01 3.52 10.25

EV保有割合［％］ 0.04 0.39 1.18

合計保有台数［台］ 58,699,577 57,446,754 56,167,957

1台当年間走行距離［km/年］ 8,213 8,175 8,175

平均燃費［km/l］ 10.69 14.18 17.67

ガソリン年間消費量［kl/年］ 53,770,922 39,306,260 30,592,365

（出典） 2013石油学会経営情報部会WG資料より



冒頭に述べたとおり，日本の石油需要市場は，主にガソリンを輸入，軽

油を輸出という貿易パターンを特徴としており，その主なユーザーである

自動車産業は，海外で主流のクリンディーゼル車に対し，日本開発のHV，

EVで対抗する構図，税制や補助金（税収が原資となる）が需要を後押し

するパターンを持っている。IEAでも環境要因の強化が謳われ4），その将
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（出所） 石油連盟HP2013

図表2 原油処理能力と設計能力稼働率の推移

図表1 給油所およびセルフ給油所の推移

（出所） 経済産業省，石油情報センター2013



来集束の方向性は評価される。

以前より「外需の貿易は，内需景気のバッファー調整弁」と言われ，景

気変動の影響著しい貨物車部門のディーゼル軽油需要を，景気の影響が比

較的小さいと言われる民生向け自動車ガソリン需要で補うとも指摘されて

きた。しかしこれほどのガソリン需要の減少が予測される中，石油ビジネ

スモデルについての税制を含めた見直しが今後，必要である。

1） 石渡・島村『パソコンによるマーケティング・モデル解析』共立出版社，

1985，pp.35�36.

2） 企業戦略に予測手法を導入する際，事前分析により説明要因と関数形を仮定

する。単独の関数形で事象説明できぬ場合が殆どであるため，代替モデルを用

意し検証により，有意性の高いモデルを選別していく作業が必要である。予測

精度の得られぬ場合は，多くプリ・テスト・マーケテイングモデルにより，内

挿テストが図られる。

3） 需要予測モデル（DemandforecastingModel）は，要因分析から以下のよ

うに大きく分類される。

① 帰納的データ推計モデル

a．時系列モデル

b．回帰モデル

② 演繹的論理構造モデル

a．時系列モデル（TimeSeriesDateModel）

予測変数を動的構造として統計的データを拾い将来を現在，過去の延長と捉

え，事象について因果関係から予測を説明する。TCSI分離モデルや自己回

帰（ARモデル）等。また横断面分析モデル（Cross-sectionDateModel）：

事象の構成要因など一定計測点で断面データを採り予測を説明する立場もあ

る。

b．回帰モデル（RegressionModel）

予測変数と予測値（被予測変数）の間を静的構造ととらえ説明する。比較的

定形な確定モデルと，精度を高めるために定形的でない非確定モデルに分類

される。また a．b．両者の複合モデルとして ARMA（Autoregressive

MovingAverageModel）等も多用される。
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《注》



4） InternationalEnergyAgency:［Energyto2050］ScenariosforaSus-

tainableFUTUREOECD/IEA2003版;IEA「2050年へのエネルギー」持続

可能な未来に向けてのシナリオ第2章 2050年に向けて3つの探求シナリ

オ ，p.57では「大きな反動として変容（即ち，世界中の消費者は突然，

環境について意識が高くなり，個人としても比較的高く対価を支払ってまで環

境に対して優しい行動を採ろうとする）また技術的なブレイクスルーとしても

（そこでは，新たな代替策に対し， そしてまた恐らくは偶然，その（導入）

コストが急激に減少する）変容が顕著である」として環境要因とその技術要因

が大きなファクターであることを想定している。

（1） 経済産業省「次世代自動車戦略」2012

（2） 自動車戦略研究会「日本経済の新たな成長の実現を考える（中間報告）」

2010

（3） 日本自動車工業会「環境レポート」2012

（4） 次世代自動車振興センター資料（ホームページ公開資料）

（5） 資源エネルギー庁「石油製品価格調査」2012

（6） 石油連盟資料（ホームページ公表資料）

（7） 日本エネルギー経済研究所「自動車部門を中心とした世界のエネルギーお

よび運輸需要予測」2010

（8） WorldOilOutlook2012（OPEC）およびエネルギー白書2011/2012
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図表3 採用される需要予測手法（企業事例）

予測方法 消 費 財 生 産 財

その他 計非耐久

消費財

耐 久

消費財
計

完 成

生産財
中間財 原料 計

1．図解・比率法 68.3 81.3 69.3 51.7 58.5 65.0 57.6 66.7 61.0

2．時系列分析 69.6 71.9 70.3 42.1 58.5 68.3 55.5 50.0 59.4

3．相関分析 46.6 56.3 49.5 32.6 42.5 50.0 40.8 16.7 42.8

4．連立方程式モデル 10.1 28.1 15.8 5.6 5.7 11.7 7.1 0 9.4

5．シミュレーション 14.5 12.5 13.8 6.7 4.7 8.3 6.4 0 8.3

6．確立モデル 2.9 9.4 5.0 4.5 1.9 3.3 3.1 0 3.6

7．ベイジアン法 0 0 0 0 0 0 0 0 0

8．その他 7.2 6.2 7.0 7.9 4.7 5.0 5.8 0 6.1

回答企業数 69 32 101 89 106 60 255 6 362

参考文献



（9） 武上幸之助「需要予測と経営戦略モデル 市場データ分析におけるトラッ

キング・シグナル 」日本福祉大学福祉社会開発研究所『日本福祉大学研

究紀要―現代と文化』第106号，2002年3月及び自動車新車販売に関する

BASS-Model他，拙著『アバナシ-シェーラー仮説の実証分析研究』1997

（10） 茂木，福川「リアル・オプションを考慮したテスト・マーケテイングの価

値評価」日本OR学会，2001.5，p.104

（原稿受付 2013年9月9日）
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�研究ノート〉

企業内訓練校における

「現場人材活用型能力開発」の

直接的・間接的効果と機能条件

島 内 高 太

要 約

日本の有力な製造業企業，とくに自動車関連企業の中には，将来，生産

現場の中核的技能者として活躍できるような優れた人材を育成するために，

企業内訓練校を設置している企業がある。こうした企業内訓練校では，人

材育成を効果的に進めるために，生産現場の第一線で活躍している技能者

を訓練校に配置転換して指導員として活用している。

本研究ノートは，「現場人材活用型能力開発」とも呼べるこのような人

材育成の仕組みに注目し，その仕組みが生み出す効果と，その仕組みが継

続的に機能するための条件を検討している。まず本研究ノート前半では，

企業内訓練校に関する先行研究を整理・検討し「現場人材活用型能力開発」

の特徴を説明するためのフレームワーク（①仕組み，②効果，③機能条件

に関する仮説）を提示した。以下の通りである。

①「現場人材活用型能力開発」とは，現場第一線で活躍する技能者を訓

練校に配置転換して指導員を担わせる仕組みによって成り立つ。

②この仕組みの直接的効果は，現場人材の指導により訓練生育成の効果

（実践的な技能者育成と効果的な企業人育成）を高めることにある。

また，間接的効果もある。それは，配置転換された技能者が，訓練校

での指導員経験を通じて，現場復帰後に中核的技能者として活躍する

ために必要な能力（現場管理，訓練指導，改善活動などの能力）を向

上させられるということである。

③この仕組みを継続的に機能させるための条件のひとつは，訓練校と生



1．は じ め に

日本の有力な製造業企業，とくに自動車関連企業の中には，将来，現場

監督者や職場リーダーなど生産現場の中核的技能者として活躍できる優れ

た人材を育成するために，新卒者や若手従業員を集中的に教育訓練する企

業内訓練校を設置している企業がある。こうした企業内訓練校では，人材

育成を効果的に進めるために現場第一線で活躍している技能者（現場人材―

筆者）を訓練校に配置転換して指導員として活用している。

本研究ノートの課題は，「現場人材活用型能力開発」とも呼べるこのよ

うな人材育成の仕組みに注目し，その仕組みが生み出す効果と，その仕組

みが継続的に機能するための条件を検討することである。

そこでまず第2章では，関連する先行研究を検討し，企業内訓練校の研

究は日本製造業の競争力基盤の研究や「日本的経営」の研究として位置付

けられる研究テーマだということ，そして，企業内訓練校の研究において

は特に教育体制の内容について研究を深める余地が残されていることを明

らかにする。続いて第3章では訓練校の教育体制，特に「現場人材活用型

能力開発」に関する拙稿（2012）の議論を紹介・検討し，その特徴を説明

するためのフレームワーク（①仕組み，②効果，③機能条件に関する仮説）
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産現場が「現場人材活用型能力開発」の重要性について共通理解をも

ち，その運営のために協力関係を構築することにある。

以上のフレームワークを踏まえて，本研究ノート後半では，筆者が

2013年7月と8月に実施した自動車関連企業3社の訓練校に対するヒア

リング調査に基づいて，各訓練校における「現場人材活用型能力開発」の

仕組み，効果，機能条件についてその実態を紹介している。

キーワード：日本自動車産業，競争力，人材育成，企業内訓練校，生産現

場，現場人材活用型能力開発



を提示する。そのうえで第4章では，筆者が2013年7月と8月に実施し

た自動車関連企業3社（自動車メーカー，トラックメーカー，自動車部品

メーカー）の訓練校に対するヒアリング調査に基づいて，「現場人材活用

型能力開発」の実態を紹介する。

2．研究の背景と意義

1990年代から今日にかけて，日本製造業では少子高齢化，生産システ

ムのME化・IT化，そして海外現地生産の拡大に伴い，技能系従業員の

人材育成の重要性が従来以上に高まった。しかし同時に，「バブル経済」

崩壊後の長期不況やグローバリゼーションの進展による企業間競争の激化

を背景に，多くの企業は，「総額人件費の抑制」と「柔軟かつ迅速な労働

力調達」を経営課題の中心に据え，生産現場では正規雇用労働者の圧縮と

非正規雇用労働者の活用拡大が進んだ。その結果，職場では労働力の流動

性が高まり，正規労働者の業務は多忙化し，安定的な雇用関係を前提に長

期的視点から行われてきた企業内での人材育成が「劣化」したと言われて

いる1）。

ところがこうした状況下においても，一部の企業は，企業内での人材育

成に注力し続けている。なかでも本研究ノートが注目するのは，企業内訓

練校による組織的な人材育成を続けている企業である。

企業内訓練校は，中学・高校の新卒者や若手従業員を対象に，一定期間，

職場から離して集中的に教育訓練する社立訓練校（その多くは認定職業訓

練施設）である。その設立・運営には，多額の費用と，将来の職場中核層

を育てるという長期的視点が求められる。また，職場を離れての長期訓練

期間中，訓練生は基本的には生産活動に従事してアウトプットを生むこと

はない。そのため，費用削減や短期的成果の追求といった今日的な経営課

題とは相反するものと言える。それにもかかわらず一部の企業，特に大手
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自動車関連企業が企業内訓練校を重視し続ける理由はどこにあるのだろう

か2）。

その理由のひとつは，企業内訓練校が，自動車関連企業の製品競争力の

源泉である「日本的生産システム」に必要不可欠な中核的技能者の供給源

になってきたという点に求められる。日本企業の多品種小ロット生産シス

テムは，作業者の幅広い能力と柔軟な働きを通じて機能する。なかでも現

場監督者や職場リーダーは，現場の作業・労務管理をはじめ，生産上のト

ラブル対応，改善活動の統轄，作業標準の改訂，「多能工」の育成など，

一般の作業者とは異なる重要かつ多様な業務を担っており，日本的な生産

システムを機能させるための中核的技能者だといえる3）。また，そうした

会社の第一線監督者として活躍している中核的技能者は，同時に企業内労

働組合の組合役員である場合も多く，協調的労使関係の要でもある4）。

このように企業内訓練校は，将来，監督者やリーダーとして活躍できる

ような人材，いわば中核的技能者の予備軍を形成する目的で運営されてい

るのであり，日本企業の重要な競争力基盤となっている。また，その長期

的視点に基づいた人材育成は，長期雇用による雇用保障，能力主義原理に

基づく昇進・昇格，そして企業内労働組合との協調的労使関係という「日

本的経営」の一環として行われてきた5）。このように，企業内訓練校の研

究は，日本企業の競争力基盤の研究，「日本的経営」の研究に接続される

重要な研究領域と言えるのである。

つぎに，企業内訓練校そのものに関する先行研究を検討しよう。先行研

究によれば，訓練校は「二重の役割」を果たす存在として理解されてい

る6）。一つは生産システムの発展に対応できる技能者を育成する役割であ

り，もう一つは「企業人」意識を内面化した人材を育成して協調的労使関

係を再生産する役割である。また，その役割を果たすための教育内容につ

いても，学科教育と実技訓練を関連付けた系統的なカリキュラムが構築さ

れ，各社独自の「企業人」教育プログラムも展開されていることが明らか
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にされている7）。

では，企業内訓練校は，効果的な人材育成を進めるためにどのような教

育体制を構築しているのだろうか。実は教育体制という点について，先行

研究は十分に言及していない。しかし一部の研究は，訓練校が人材育成の

効果を高めるために現場の監督者層・リーダー層を訓練校に配置転換して

指導員として活用しているという興味深い事実を紹介している8）。職場異

動を通じた人材育成・活用は，日本企業の雇用システムや生産システムの

重要な特徴である9）。訓練校ではそうした特徴をどのように取り入れてい

るのか。本研究ノートではこの点に注目したい。

3．「現場人材活用型能力開発」のフレームワーク

第2章では，企業内訓練校を研究する意義と企業内訓練校の教育体制に

注目する理由を述べた。本章では，より具体的に「現場人材活用型能力開

発」の特徴を理解するためのフレームワークを提示する。
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表1 5社における「現場から訓練校への配置転換」の概要

A校 B校 C校 D校 E校

業 種 トラック製造 自動車製造 自動車部品 自動車部品 自動車部品

課 程 中卒3年課程
高卒2年

短大課程
高卒1年課程 中卒3年課程 高卒1年課程

配置転換の有無 有 有 有 有 有

配置転換の期間 3～5年 2年（固定） 2～3年 3年程度 4～5年

対象者：

現場での位置
―

中核的技能者

の候補者

中核的技能者

の候補者
―

中核的技能者

の候補者

対象者：

訓練校の希望
―

訓練校

OB中心

訓練校

OB中心

訓練校

OB中心

訓練校

OB中心

（注） 表中の「中核的技能者の候補者」とは，現場において次期の職場リーダーや現場監

督者と位置付けられている者を表す。

（出所） 拙稿（2012）「中核的技能者養成を支える企業内訓練校の教育体制」労務理論学会

編『労務理論学会誌 第21号』134頁，表2を一部修正のうえ転載。



そこで，「現場人材活用型能力開発」の柱である「現場から訓練校への

配置転換」に注目した拙稿（2012）の研究成果を紹介したい。拙稿では，

自動車関連企業5社に対するヒアリング調査（2005年2社，2011年3社）

を行ったのだが，人材育成を効果的に進めるために現場人材を訓練校に配

置転換して指導員として活用する仕組みは，ヒアリング対象企業5社全て

において採用されていた。そのため拙稿では，5社の共通点を整理するこ

とで，こうした教育体制の仕組みと効果を明らかにした（表1）。

① 訓練校の職制は，現場で活躍する技能者（主に訓練校OB）の中か

ら，必要に応じて指導員に相応しい人物を探し出し，現場職制に複数

年の配置転換（人事異動）を要請する。そして現場から調達した技能

者を，実技訓練指導，教材開発・改善，およびチーム・クラス担任な

ど多様な業務において活用する。

② 現場の職制は，訓練校での経験が現場復帰後に中核的技能者として

―152―

� 「現場人材活用型能力開発」の仕組み10）

図1「現場人材活用型能力開発」のイメージ

（出所） 拙稿（2012）「中核的技能者養成を支える企業内訓練校の教育体制」労務理論学会

編『労務理論学会誌 第21号』136頁，図2を一部修正のうえ転載。



活躍するための能力形成に役立つという認識で，訓練校の要請に応じ

る。

③ 訓練校と現場は，必要に応じて直接的な対話を行い，そのなかで配

置転換を実施することに関するお互いのメリットをすり合わせながら

「相対
あいたい

的」な調整によって合意形成を図る。

� 「現場人材活用型能力開発」の効果

A 訓練校側のメリット11）

訓練校が上述のような仕組みを通じて現場人材を調達し，指導員等の多

様な業務において活用することのメリットは，訓練校の「二重の役割」

（技能者育成と企業人育成）を効果的に果たすことが出来るという点にあ

る。つまり訓練効果の向上という点にある。具体的には以下の通りである。

① 訓練校では訓練生に対してベーシックな知識・技能を習得させると

同時に，卒業後すぐに現場で活躍できる即戦力を育成しなければなら

ないため，指導員を適宜入れ替えて，各社の生産現場の現状を反映し

た教育訓練の実施，教材の開発・改善を行っている。

② 訓練校では訓練生の「将来の中核的技能者」としての自覚や企業へ

の帰属意識を高めなければならないため，現場人材を実技訓練（実習）

指導員やチーム・クラス担任として活用し，訓練生が現場第一線を知

る先輩と交流できる場を作っている。

B 現場側のメリット12）

その一方で，訓練校に人材を異動させる側の生産現場も，この仕組みに

ついては意義，効果を認めている。

多くの現場では，訓練校に配置転換した人材が訓練校での業務を通じて

成長し，職場復帰後に現場監督者や職場リーダーなどの中核的技能者とし
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て活躍できる能力（現場管理，訓練指導，改善活動などの能力）を向上さ

せて戻ってくることを期待しているのである。

� 「現場人材活用型能力開発」の機能条件

以上のように，拙稿（2012）では5社の事例分析を通じて，「現場人材

活用型能力開発」の柱である「現場から訓練校への配置転換」の仕組みと

その効果（訓練校及び現場のメリット），すなわち構造と機能について一

定の理解を得ることができた。そこでここからは，この仕組みが継続的に

機能するための条件を考察する13）。

「現場人材活用型能力開発」の機能条件について検討する場合，次の事

実に注目する必要がある。それは，当事者である企業内訓練校と生産現場

の間には，職能の相違を背景に，「現場から訓練校への配置転換」に対す

る認識の相違が生じているということである。そのため，「現場から訓練

校への配置転換」を実現するためには，両者の間の「相対的」な調整プロ

セスを通じて，この仕組みの重要性に対する共通理解を形成し，仕組みを

運営するための協力関係を形成する必要があると考えられる。以下に，関

連するヒアリング記録を紹介したい14）。

「学園で欲しいような人は現場でも欲しい人である。ローテーション

であまりきたがらない。それを探し出して現場の部長クラスに頼みこ

んで運営している」（2005年：A校担当者）

「高等学園で派遣してほしいと考える人材は，職場でも重要な人材で

あることが多い。人員派遣を依頼する時は，高等学園で何をしてもら

うか，そのことによって何を身につけてもらうかということをはっき

りさせることが重要になる」（2011年：C校担当者）

「職場ではコアになる人材を出したがらない傾向はあるものの，現在

の活躍ぶりや将来の役割を考えて，『人を教える経験』をつませたい
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将来のリーダー候補の育成として職場へ異動を打診する」（2011年：

D校担当者）

この記録に見られるように，多くの場合，訓練校は現場から出来るだけ

優秀な人材を確保したいと考えているのに対して，生産現場は出来れば優

秀な人材を手放したくないと考えている。この認識の違いは，訓練校は長

期的な視点から効果的な訓練生育成を実現しようとしているのに対して，

生産現場は短期的には生産計画に対応するための職場運営と要員管理を重

視するという，職能上の優先事項の違いに端を発しているように思われる。

こうした理由から，訓練校側は「現場から訓練校への配置転換」を実現

するために，生産現場にとっての効果，メリットを提示しながら調整，説

得を行っている。つまり，優秀な人材が現場から抜けることで短期的には

現場運営が厳しくなることがあるかもしれないが，訓練校に配置転換され

た人材が指導員経験を通じて中核的技能者に必要な能力を向上させて現場

に戻れば，工場レベルの組織能力を高めることになるということである。

つまり，訓練校が現場人材を活用して実践的な技能者育成と効果的な企

業人育成を実現するためには，現場人材の成長とそれによる工場レベルの

組織能力の向上という現場側のメリットを重視することが重要になる。

この機能条件という点について，「現場人材活用型能力開発」の効果の

識別方法に立ち戻って考えてみよう。前節では，このシステムの効果を，

当事者である訓練校と現場のどちらが享受する効果，メリットなのかとい

う点から区別していた。しかし，それとは異なる観点からの区別も考えら

れる。それは，直接的効果と間接的効果という区別である。現場人材を指

導員として活用することで訓練生に対する人材育成の効果が高まるという

のは，「現場人材活用型能力開発」の直接的な狙いであり「直接的効果」

と呼ぶことができるのに対して，現場人材が指導員を経験することで成長

し，それがひいては工場レベルの組織能力の向上に役立つというのは，
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「現場人材活用型能力開発」が直接的に目的としているものではないし，

その効果は中長期的に生み出されるものである。その意味でこの副次的効

果は，訓練校の人材育成施策が生み出す効果としてはあくまでも「間接的

効果」15）だということができる。

企業の人材育成施策の効果を検討する場合に，これまでこうした間接的

効果を明示的に研究対象とすることは多くなかったように思われる。しか

し，ここまでの議論で明らかなように，生産現場はこの間接的な効果を期

待することで訓練校への人材の配置転換に応じているのであり，そのこと

ではじめて訓練校も「現場人材活用型能力開発」の直接的効果を追求する

ことができているという事実がある。「現場人材活用型能力開発」を継続

的に機能させるためには，訓練校と生産現場が双方のメリット（直接的効

果と間接的効果）を実現できるように協力関係を築く必要がある。

4．ヒアリング調査結果の紹介

第3章では，企業内訓練校における「現場人材活用型能力開発」の特徴

を説明するためのフレームワークを提示した。以下のとおりである。

① 仕組み（現場人材を訓練校に配置転換し指導員等として活用するこ

と）

② 効果（訓練校が得る直接的効果と現場が得る間接的効果）

③ 機能条件（直接的効果と間接的効果を両立させるための訓練校と現

場の協力関係の構築）

以上を踏まえて本章では，2013年7月と8月に自動車関連企業3社の

訓練校に対して実施した，教育体制に関するヒアリング調査結果を紹介し

たい16）。
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表2は，本章で取り上げる3社（J社，K社，L社）の訓練校について，

その人材育成の特徴をまとめたものである。いずれも養成工制度や技能者
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表2 3社の企業内訓練校における人材育成の概要

業 種 調査年月 課程 教 育 目 的 在籍者数 卒業者数

J校 自動車部品メーカー
2013年

7月

高卒

1年

課程

良き社会人・企業人の育

成。基本方針は，「技能

優先」，「ものづくりの前

に人づくり」

46名（2） 約4,000名

K校 トラックメーカー
2013年

7月

高卒

1年

課程

将来技能系社員の基幹と

なる人材の育成。職業人

の規範を身に付け，専攻

技能の基礎・基本を体得。

35名 5,086名

L校 自動車メーカー
2013年

8月

中卒

3年

課程（1）

技能系職場の中核となる

人材の育成。L社のモノ

づくりの基本及び社会人・

企業人の基礎を学ぶ。

293名 17,345名（3）

配属先 キャリア 手当・給与 教 育 内 容

J校
主に

生産部門

新入社員全員を

J校で受け入れ

るため影響なし。

初任給

・各社各校の特徴はもちろんある。

・共通点を抽出すると以下のようになる。

①学科教育・実技訓練・企業人教育の

3分野でカリキュラムを構成し、座

学→実習→職場体験という流れで結

びつけている。

②実習（実技訓練）を重視している。

③訓練校での活動及び日常生活の多く

を小集団として管理する。

④各企業とも独自の企業人、職業人教

育を展開している。

K校
生産部門

全般

卒業生の監督者

比率高い（最高

位は取締役）（4）

初任給

L校
生産部門

8割

卒業生在職者の

うち 64％が有

資格者（最高位

は技監）

月度手当

＝14万円

特別手当

＝30万9千円（5）

（注1） L校には中卒3年課程の他に高卒1年課程の専門部もあり，そこでは主に保全部

門に配属される技能者が育成されている。

2） J校の在籍者数は2012年度実績である。J社では2012年度に「復興特別採用」を

行い，例年の約2倍の訓練生を受け入れたため，2013年度は技能系従業員の採用

を中止した。

3） L校の卒業生数には，高卒1年課程の専門部卒業生も含まれている。

4） K校では2010年度より技能系新入社員全員を訓練校に受け入れることにしたため，

今後は，K校出身者であることが個人の企業内キャリアに影響を与えなくなると

考えられる。

5） L校の特別手当額は，高等部3年生に対する2012年度の支給実績である。

（出所） 実態調査および各社企業内訓練校で頂いた資料等を参照して筆者作成。



養成所を前進とするものであり，長期にわたり継続的に組織的人材育成を

行ってきた訓練校である。訓練校の設置形態には，高卒1年課程（J，K）

か中卒3年課程（L）かという違いが見られるものの，いずれも将来，技

能系職場の中核として活躍できる人材を育てることを目的としている。そ

して学科教育，実技訓練，職場実習（OJT）を系統的に関連付けたカリキュ

ラムを用意し，かつ，企業人教育にも力を入れている。卒業生の多くが技

能系職場の中核層として活躍している実績があるという点でも共通してい

る。またなによりも，この3社は「現場人材活用型能力開発」を取り入れ

ているという点で共通している（表3）。

以下では，3社の訓練校に対するヒアリング調査結果をベースに，「現

場人材活用型能力開発」の実態（仕組み，効果，機能条件）について紹介

する。

� J工業（以下，J社）

J工業は，トラック向けのアクスルやフレーム等を主力商品とする商用

車部品メーカーである。同社は，毎年40～50名採用する技能系新入社員全

員を高卒1年課程の企業内訓練校J工専（以下，J校）に入学させている。
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表3 3社における「現場から訓練校への配置転換」の概要

J校 K校 L校

配置転換の有無 ○ ○ ○

配置転換の期間 3年 3年 3年

対象者：現場での位置
中核的技能者の

候補者

中核的技能者の

候補者
中核的技能者層

対象者：訓練校の希望 訓練校OB中心 ― 訓練校OB中心

（注） 表中の「中核的技能者の候補者」とは，現場において次期の職場リーダーや現場監

督者と位置付けられている者を表す。

（出所） 実態調査に基づいて筆者作成。



J校の基本方針は，「技能優先」そして「ものづくりの前に人づくり」

であり，1939年創立の「J青年学校」以来，約4,000名の新入社員の訓練

を行い，主に生産職場に配属してきた。J社のモノづくりを支えてきたの

である。また，企業内労働組合であるJ労働組合の執行部の8割はJ校出

身の技能系従業員であり，「良好な労使関係」の構築にも重要な役割を果

たしている。

J校の教育体制を見よう。指導員は6名であり，全員が工場から配置転

換された人材である。配置転換の依頼については，訓練校側が27～28歳

の現場人材の中からある程度の人選をしたうえで，工場長経由で各職場に

依頼している。こうした方式は従来から行われているという。配置転換さ

れる人材には，かつてJ校在学中に社長賞や県知事賞を受賞した卒業生な

どもおり，職場からは優秀な人材を出してもらっている。これらの指導員

は，J校では実技訓練の指導員や10名程度で構成される訓練生の班の担

任も務める。

このように，J校が現場から指導員を調達している大きな理由は，訓練

生と比較的近い年齢の指導員が，現場の実態に即した新しい問題を教える

方法が，もっとも訓練校を活性化させるからであるという。

しかし，訓練校への配置転換は，本人にとっても職場にとっても負担に

なる。たとえば，本人にとっては，訓練校への異動が長引くと現場の変化

についていけなくなるという問題がある。また現場とすれば，繁忙な時な

どは優秀な人材を出すことが難しく，難色を示す。

そのためJ社では，現場からJ校への配置転換に3年間の任期を設ける

ことで，現場人材の指導員活用を実現しやすくしている。J校はこのよう

な工夫によって，訓練校における効果的な人材育成を実現すると同時に，

現場人材がJ校で指導員としての経験を積み，現場復帰後には部下指導の

役割を果たしていくという流れを定着させたいと考えている。指導員の経

験は，新人への指導や職場での労務管理にも役立つものであり，そうした
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能力を向上させることは現場復帰後の昇進・昇格にも確実に結びつくとい

う。こうしたこともありJ校担当者は，現場人材の配置転換について現場

との調整に当たるときは，訓練校での指導員経験が本人にとって勉強にな

ることを強調しているという。

� K自動車（以下，K社）

大手トラックメーカーK社は，国内市場では特に小型トラック部門で

強さを発揮し，国外では，タイなどにおいてそのブランド力が高く評価さ

れている。

K社の訓練校であるK高等工業学校（以下，K校）は，「将来技能系社

員の基幹となる人材の育成」を目標に高卒1年課程を運営しており，1951

年の設立以来，生産部門全般に対して5,086名の卒業生を配属してきた。

卒業生の監督者比率も高い（取締役も輩出している）とのことで，中核的

技能者の育成機関として機能していることが分かる。

K社では，2009年までは技能系新入社員の中から希望を募り訓練生を

選抜してきたが，現在は，新入社員全員をK校に入学させて訓練してい

る。海外生産比率の高まりに伴って毎年の国内採用人数を30～40名に限

定することになり，数少ない国内採用者の全員を訓練校で育てる方針に転

換したのである。

こうしたK校の教育体制は，6名の指導員と1名の「統括」指導員で

構成されている。指導員の調達は，生産現場から中堅層にあたる30歳前

後の技能者を配置転換させている。指導員は，自動車製造にかかわる専門

的な学科目や実技訓練の指導を担当する。また，外部からの要請に応じて

開催するK校訓練生以外に対する研修も担当する。さらに調査時には，

2013年11月にタイに設立予定のK社訓練校で指導員を担うタイ人従業

員へ指導，助言を行っていた。

現場人材の活用については，「訓練生のみならず指導員として受け入れ
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る人材もレベルアップさせなければならないという使命感で仕事をしてい

る」というK校担当者の発言が印象的であった。そのため担当者は，現

場に対して常に，「若手が訓練校に来て指導員を担い成長して現場に帰る

という人材育成のパターンがなくなってもいいのか」と，配置転換の重要

性を説いているという。

現場から配置転換した人材については，3年程度を目安に出身職場に戻

し，その後はチームリーダー等として活躍してもらいたいとのことであっ

た。配置転換については，毎年2～3名ずつを入れ替えて，常に指導員の

若返りが図られている。しかし，現場から配置転換された指導員は効率化

のスキルに焦点を当てがちになる。よって，技能の基本をしっかり継承す

るために，「統括」指導員のポストを置き50歳以上のベテラン指導員に担

当させて，指導員の指導や一貫した指導方法の工夫を行わせている。この

ポストは配置転換を行わず固定している。

ところで，最小限の人員で運営されている生産現場は，訓練校への配置

転換について，4番手，5番手の人材を出すことで済ませようとする傾向

があるという。しかしこれに対してK校担当者は，「現場を強くするため

には部下指導の出来る人材がいたほうがよい。そのためには，トップ3の

人材を配置転換して訓練校で指導員を経験させることが有効である」と主

張している。

� L自動車（以下，L社）

L社は，世界トップクラスの自動車メーカーであり，経営の2本柱であ

る「L生産方式」と「全社的品質管理」は，日本的生産システムのモデル

とされている。また，その効率的で柔軟な改善志向のモノづくりを継続す

るために，人材育成に力を入れていることで有名でもある。その企業内訓

練校であるL工業学園（以下，L校）は，L社創業の翌年（1938年）に「L

青年工科学校」として設立されて以来，17,345名の卒業生を輩出している。
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現在は，「モノづくりのプロ」を育成する中卒3年課程の高等部と「メ

カトロニクスのスペシャリスト」を育成する高卒1年課程の専門部を運営

しており，高等部は生産部門に，専門部は保全部門に対して，「職場の中

核となることを期待した人材」を育成し配属している。

高等部に注目すると，「技能系職場の中核となる人材の育成」を目的に

「L社のモノづくりの基本及び社会人・企業人の基礎を学ぶ」という方針

の下，2013年度は3学年合計293名を訓練している。なお2013年度実績

では，技能系新規入職者のうち高卒新入社員484名（約69％），高等部卒

業生99名（約14％）となっている。

前述のように，L校はこれまで17,345名の卒業生を輩出してきた。そ

のうち8,700名ほどが現役で活躍しており，その6割以上が有資格者（班

長相当の社内資格であるEX級以上）であり，その中には技監，部長，次

長クラスも含まれている。また，社内技能資格制度である「専門技能修得

制度」の最上位であるS級取得者273名のうち114名はL校卒業者であ

る。L校卒業者の活躍ぶりが伺える。

L校の教育体制について見よう。L校はその規模の大きさもありスタッ

フは総勢約80名である。そのなかでも技能系スタッフと呼ばれる50名の

指導員は，クラス担任（担任業務の他に，クラブ指導や一部の実技訓練指

導も担当する）と学園寮担当（教育寮と位置づけている寮での日常的指導）

の業務を担当しており，訓練生指導においては特に重要な役割を果たして

いる。

この技能系スタッフと呼ばれる指導員には，学園プロパーのスタッフ

24名の他に，現場から配置転換されたスタッフ18名（クラス担任13名，

寮担当5名）も含まれている。L校担当者によれば，配置転換の候補者と

なるのは，30歳前後のEX級の人材であり，とくにL校OBを中心に人

選し，3年間を目安にして訓練校に配置転換しているという。

こうした人材を選ぶ理由は，彼らが学園生としての経験と現場の第一線
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での経験を踏まえた実践的な話，失敗談も含めた現場の泥臭い話を伝える

ことができるからであるという。そのため彼らをクラス担任や寮担当者な

ど訓練生との密接な関係の中に位置づけて，特に心身教育の側面から企業

人としてのあり方や現場でのリーダーシップについて指導させているのだ

という。

現場人材を指導員として活用するもう一つの理由は，指導員を務めるこ

とで，本人もその問題について理解を深めるために学ばなければならなく

なり，成長の機会になるということがある。リーダーシップにしても，企

業人のあり方にしても，教える立場になると，自分でもう一度学び，考え

る必要性が生じるからである。

また，指導員として訓練生の面倒をみることで，失敗時の指導だけでな

く良いところを伸ばすような指導も経験し，コミュニケーション能力や

相手を見て動く力が身につく。これは，現場のマネジメントに役立つとい

う。

以上のようにL社は，現場人材を活用することで訓練生に対する指導

を効果的に進めると同時に，現場人材に指導員経験を積ませることで「モ

ノづくりは人づくり」の重要性を理解させ，現場での実践を促している。

もちろん現場も忙しく，訓練校への配置転換に渋い顔をする場合もある。

しかしL社では，指導員の人選については学園OB（技監，部長，次長ク

ラス）も関与しており，成長させたい人材を選んで訓練校に配置転換させ

ているという。現場人材を活用した仕組みを組織的な工夫により実現して

いる事例と言えるであろう。

L社は，多くの従業員がトレーナーやアドバイザーの役割を経験しなが

ら成長，あるいは昇進・昇格していくことを重視している。こうした人材

育成の方針，文化が，訓練校の教育体制にも大きな影響を与えているよう

である。
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� 指導員経験者（K社K校A氏）の事例

次に，K校担当者のA氏から伺った指導員経験談をベースに，指導員

経験を通じた現場人材の能力形成について整理しておきたい。A氏は自

らもK校出身者であり，卒業後に製造現場に配属された。配属から約10

年後，職場のリーダーを努めていた時に指導員として訓練校に配置転換さ

れ，K校で4年間指導員を経験した。その後は，労働組合専従者，生産現

場監督者を務め，数年前からK校の担当者となっている。

A氏によれば，指導員になると，「もの」を相手にする生産現場の仕事

とは異なり，十人十色の訓練生を相手にすることになるため，何よりも人

を扱うということの訓練になるという。また指導員を務めることで，人前

で話をする，人に伝えるということを数多く経験をするため，現場に復帰

した後に役職者として部下をマネジメントする場合には大いに役に立つと

のことであった。

また，生産現場にいるだけでは，人間関係が狭い範囲でしか形成されな

いのに対して，指導員になると，様々な職種の指導員とともに仕事をする

ことになる（例えばK校の指導員の職種は自動車製造，機械，精密加工，

塑性加工，塗装である）。それに加えて，訓練生の職場実習の受け入れを

依頼するために，沢山の職場に足を運ばなければならない。そこで必然的

に幅広い人間関係が構築される。さらに，数年間指導員を務めると，その

期間内に指導した訓練生との人間関係が形成され人脈が広がっていく。こ

うした人的ネットワークは，職場で問題解決を迫られたときに役立つとい

うし，全社的に顔が利くようになっていくため，労働組合での仕事でも役

立ったという。

� ま と め

最後に，第3章で提示したフレームワークに即して，調査対象企業にお
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ける「現場人材活用型能力開発」の実態を整理しておきたい。

① 仕組み

3社の訓練校は，おおよそ3年ほどの任期を設けて，現場第一線で活躍

している30歳前後の技能者を配置転換していた。その場合，訓練校の職

制が，生産現場の職制に人事異動の依頼を行っていた。

② 効 果

J校，L校の事例で特に明らかになったように，現場人材の配置転換で

追及されている直接的な効果は，第一線で活躍する技能者の実践的な指導，

現場で生じている新しい問題に関する指導が可能になるということ，そし

て比較的年齢が近くかつ現場経験のある先輩の指導を通じて効果的な企業

人教育が可能になるということであった。

また，間接的な効果については，3つの訓練校の事例及びK校A氏の

事例からいくつかの種類があることが明らかになった。まず，指導員を務

めることで「現場マネジメントのノウハウ」（労務管理，訓練指導，情報

伝達など）を学んでいた。また，訓練生に何かを指導するためには，自分

自身がそれを学びなおさなければならず，指導員の成長の機会になってい

ることが分かった。これは，教えることを通じて学んでいるという意味で

は「ラーニング・バイ・ティーチング効果」とも言える。さらに，指導員

を務めることで人間関係が広がり，それが現場復帰後の業務を支えるもの

になるという「人間関係効果」と言えるようなものも観察できた。

③ 機能条件

いずれの訓練校も，生産現場から優秀な人材を継続的に配置転換しても

らうために，指導員経験が現場人材の成長の機会になることを強調して，

現場と調整を図っていた。これは，「現場人材活用型能力開発」を実現さ
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せるためには，訓練校と生産現場が双方のメリット（直接的効果と間接的

効果）を実現できるように協力関係を築く必要があることを示している。

またL社では，担当者間の協力関係構築にとどまらず，配置転換の際の

人選に訓練校OBも関与させるなど，「現場人材活用型能力開発」が継続

的に機能するための組織的な工夫を行っていた。これは職能部門間の認識

の相違を，ひとつ上の階層で上手く調整，統合しようとする事例だと考え

られる。

5．お わ り に

本研究ノートでは，企業内訓練校の人材育成を支える教育体制，とくに

「現場から訓練校への配置転換」を利用した「現場人材活用型能力開発」

の特徴を明らかにするために，その効果と機能条件に注目して議論を進め

てきた17）。

前半では，企業内訓練校に関する先行研究を整理・検討し，また拙稿の

議論を紹介・検討し，「現場人材活用型能力開発」の特徴を説明するため

のフレームワーク（①仕組み，②効果，③機能条件）を提示した。後半は

そのフレームワークに即して，自動車関連企業3社の訓練校に対するヒア

リング調査に基づき各訓練校の「現場人材活用型能力開発」の実態を紹介

した。詳しい分析は別の機会に譲るが，各社訓練校の実態は，本ノートで

提示したフレームワーク（仮説）をおおよそ支持するものであった。

本研究ノートを通じて，企業内訓練校の「現場人材活用型能力開発」そ

のものについては拙稿（2012）以上に理解を深められたと考えている。今

後は，本研究を基礎にして，雇用の流動化や生産のグローバル化など日本

製造業の現代的な経営問題とのかかわりから「現場人材活用型能力開発」

の変化，進化について研究を続けたい。また，本研究が日本企業の競争力

基盤の研究や「日本的経営」の研究に対して持つインプリケーションの導
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出にも努めたい。

1） 戎野淑子（2006）は，OJTやOff-JTの実施時間の減少傾向や，国際比較上

の投資費用の低さなどを取り上げ，日本企業の教育訓練をめぐる環境が「劣化

傾向を示していると思われる」（同書，232頁）と指摘する。その原因につい

ては「労使関係の変化」とくに「短期性」が指摘されており，企業による非正

規雇用の拡大や成果主義の追求の問題に言及している。

2） 本ノートでは，主に，認定職業訓練施設を企業内訓練校と捉えている。認定

職業訓練施設とは，「職業能力開発促進法」による基準を満たし，各都道府県

知事が認定した訓練施設であり，「認定職業能力開発校」や「認定職業能力開

発短大」がある。それぞれに，「共同」施設と「単独」施設があり，大手自動

車関連企業などが独自に設立しているものは「単独」施設である。

職業能力開発大学校研修センターの1994年の調査によると，「認定職業能力

開発校」の「単独」施設は1993年時点で424校（全業種）となっている。同

時点において，自動車産業企業の集積地でもある愛知県，神奈川県には単独施

設が40校，41校存在した。

また，『愛知県統計年鑑』（各年版）によると1996年～2011年の16年間の

愛知県内単独施設数は平均約18校（全業種），「神奈川県産業労働局労働部産

業人材課ウェブサイト」（http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f6728/p28321.

html：2013年11月15日アクセス確認）によると2011年の神奈川県の単独

施設数は19校（全業種）であった。

このように，企業内訓練校の数は限られており，それを単独で設立，運営で

きるのは一部の大手企業に限られている。しかも，近年その数は減少傾向にあ

る。そのため，訓練校の研究から日本企業の人材育成全体の理解を得ることは

難しい。

しかし，企業内訓練校には，長期的視点に基づいて企業内で組織的人材育成

を行うという日本企業の競争力基盤づくりの特徴が典型的に表れている。その
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特徴を掘り下げて研究し，その変化についても理解することで，日本企業の経

営革新を理解するヒントを得ることが筆者の一連の研究の目標である。

3） 浅生卯一・田村豊・藤田栄史（2005）134�135頁を参照。

4） 野村正實（1993）142�143頁を参照。

5） ここでは，有斐閣から刊行されている『リーディングス 日本の企業システ

ム』第Ⅰ期，第Ⅱ期のうち，日本企業の雇用慣行や技能形成の特徴を要約的に

議論している，第Ⅰ期第3巻の伊藤元重・加護野忠男（1993）と第Ⅱ期第4巻

の藤本隆宏（2006）を参考にした。

6） 企業内訓練校の基本的役割を，技能者養成と企業人養成という点に求める視

点は，養成工制度に関する先行研究の成果を参考にしている。例えば，隅谷三

喜男編著（1971），隅谷三喜男・古賀比呂志編著（1978），坂口茂（1992），尾

高煌之助（1993），および木下順（2010）などを参照。

7） 現代日本企業の企業内訓練校の実態に関しては，主に明治大学企業内教育研

究会（2000），小松史朗（2001），木村保茂・永田萬享（2005），桜井善行

（2007）などを参照。

8） 日本労働研究機構編（1994），および谷口雄治（2000［文責：平沼高］）を参

照。

9） 仁田道夫・久本憲夫編（2008）は，「企業内移動（異動）によって能力を高

めていくという方法を重視する」点に日本的雇用システムの特徴があると指摘

する（同書112頁）

10） 拙稿（2012）135頁。ただし，一部修正。

11） 拙稿（2012）136�137頁の内容を整理した。

12） 拙稿（2012）135�136頁の内容を整理した。

13） 藤本隆宏（1997）によれば，ある開発・生産システムが実際に安定的に観察

される場合，その現象を説明するには，「システム発生の論理」と「システム

存続の論理」の双方が必要であるという。また，前者は研究対象の歴史性，後

者は研究対象の競争合理性にかわる問題である。こうした発生論と機能論とを

区別したうえで統合的に研究する進化論的な発想に基づく企業経営研究の方法

論からすると，本研究ノートは，企業内訓練校における人材育成システム，し

かも「現場人材活用型能力開発」という教育体制の部分に関して，その構造・

機能が存続する論理や競争合理性を明らかにしようとするものだといえる。今

後は，この点での研究を深めつつ，当該システムに関する歴史性の研究にも取

り組みたい。

14） ここで取り上げた3つのヒアリング記録は，2005年 10月に訪問したトラッ

クメーカーA社，2011年 2月に訪問した自動車部品メーカーC社，そして
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2011年3月に訪問した自動車部品メーカーD社に関するものであり，拙稿

（2012）が分析対象とした5社のうちの3つである。

15） 本研究ノートでは，企業内訓練校における「現場人材活用型能力開発」の効

果を，直接的効果と間接的効果に区別し，その両方を視野に入れた管理を行う

重要性を指摘している。

こうした分析方法について参考になるのは，三戸公（1994）の「随伴的結果」

の議論である。そこでは，企業の経営管理について，「目的的結果」だけを注

視するのではなく，「随伴的結果」についても配慮する「複眼的管理」の重要

性が提起されている。また，沼上幹（1995）は，プレイヤーが実践的意識のも

とで行う行為は，当初狙っていた効果以外に「意図せざる結果」として多様な

副産物や波及効果を生むこと，そうした「意図せざる結果」を反省的意識の下

で認識して経営戦略に組み込んでいく「間接経営戦略」が事業成功の論理とし

て存在することを指摘している。

なお，製造業の経営研究の分野でも，仁田道夫（1988）は，職場の自主管理

活動には，テーマに取り上げた問題点の改善効果のほかに，動機付け効果や教

育訓練効果などの間接的な効果があると指摘し，それらの効果を「間接的組織

効果」と呼んでいる。また，坂爪裕（2007）はセル生産方式の研究において，

セル生産方式の導入が生み出す導入直後の経済的効果ではなく，セル生産方式

の導入によって間接的に製造現場の改善・学習が促進される側面に「間接的効

果」を見出し，その発生メカニズムを強化する要因を研究している。

16） 実態調査は，企業内訓練校担当者（訓練校校長，訓練校を所管する人事・総

務関連部署の担当者）に対するヒアリング調査と訓練施設見学を行った。主な

質問項目は，訓練校の沿革，概要，教育目的，出身者のキャリア展開，教育訓

練内容，教育体制，今後の課題などである。訪問日は，J校2013年7月25日，

K校2013年7月30日，L校2013年8月9日であり，1校当たり2～4時間確

保して頂いた。またJ校とL校には，ヒアリング調査後に電子メールを利用し

た追加質疑応答へのご対応，記録ノートに関する事実関係確認を行って頂いた。

17） 本研究ノートでは，訓練校の教育体制について「現場人材の活用」という点

に注目した。しかし多くの訓練校では，配置転換組の指導員が活躍する一方で，

長期固定的に訓練校で活躍している指導員もいる。前者の利点がより実践的な

教育訓練にあるとすれば，後者の利点は指導方針・方法の一貫性の維持や教育

訓練の専門性の向上にある。いずれの訓練校も両者を補完的に活用することで

効果的な人材育成を行おうとしている。

本稿はこうした教育体制の全体像を踏まえたうえで，現場人材指導員の存在

意義の高さに注目した。それはすでに議論したように，日本企業の競争力基盤
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構築に欠かせない中核的技能者の予備軍の形成（実践的技能者の育成と企業人

の効果的育成）に現場人材指導員が大きく貢献しているということである。今

後は，現場から配置転換されてくる指導員と訓練校プロパーの指導員の組み合

わせにも注目して研究を深めたい。
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2 職業能力開発大学校研修センター（1994）『調査研究資料No.96認定職業訓

練実態調査』。

3 愛知県県民生活部統計課（1997～2012）『愛知県統計年鑑』。

4 浅生卯一・田村豊・藤田栄史（2005）「日本の自動車・電気機器産業におけ

る職場の分業構造」，社会政策学会編『少子化・家族・社会政策』社会政策

学会誌第14号。

5 野村正實（1993）『トヨティズム 日本型生産システムの成熟と変容 』

ミネルヴァ書房。

6 伊藤元重・加護野忠男（1993）「日本企業と人的資源 問題状況と研究の

方向」，伊丹敬之・加護野忠男・伊藤元重編著『リーディングス 日本の企

業システム 第3巻 人的資源』有斐閣。

7 藤本隆宏（2006）「日本企業の能力・知識・熟練・人材」，伊丹敬之・藤本隆

宏・岡崎哲二・伊藤秀史・沼上幹編著『リーディングス 日本の企業システ

ム 第Ⅱ期 第4巻 組織能力・知識・人材』有斐閣。

8 隅谷三喜男編著（1971）『日本職業訓練発展史（下）』日本労働協会。

9 隅谷三喜男・古賀比呂志編著（1978）『日本職業訓練発展史（戦後編）』日本

労働協会。

10 坂口茂（1992）『近代日本の企業内教育訓練（上・下）』個人出版。

11 尾高煌之助（1993）『企業内教育の時代』岩波書店。

12 木下順（2010）「養成工制度と労務管理の生成」，法政大学大原社会問題研究

所『大原社会問題研究所雑誌』。

13 明治大学企業内教育研究会（2000）『人材活用と企業内教育』日本経済評論

社。

14 小松史朗（2001）「日本自動車企業における技能系養成学校の現状」，立命館

経営学会『立命館経営学』第40巻第1号。

15 木村保茂・永田萬享（2005）『転換期の人材育成システム』学文社。

16 桜井善行（2007）「企業の論理と人材育成 トヨタのめざす労働者像と教

―170―

参考文献



育 」，中京大学企業研究所『中京企業研究』No.29。

17 日本労働研究機構編（1994）『調査シリーズNo.38企業内における技能者の

能力開発に関する実態分析 企業内職業能力開発短期大学校の実態』。

18 谷口雄治（2000［文責：平沼高］）「企業内短期大学における技能者養成の現

状」，明治大学企業内教育研究会『人材活用と企業内教育』日本経済評論社。

19 仁田道夫・久本憲夫編（2008）『日本的雇用システム』ナカニシヤ出版。

20 島内高太（2012）「中核的技能者養成を支える企業内訓練校の教育体制

日本企業における競争力基盤づくりの現状と課題 」，労務理論学会編

『労務理論学会誌 第21号』晃洋書房。

21 藤本隆宏（1997）『生産システムの進化論 トヨタ自動車にみる組織能力

と創発プロセス 』有斐閣。

22 三戸公（1994）『随伴的結果 管理の革命 』文眞堂。

23 沼上幹（1995）「間接経営戦略への招待」，神戸大学現代経営学研究学会

『BusinessInsite』。

24 仁田道夫（1998）『日本の労働者参加』東京大学出版会。

25 坂爪裕（2007）「セル生産方式の間接的効果発生メカニズムとその促進要因」，

日本経営学会編『日本経営学会誌第19号』千倉書房。

（原稿受付 2013年10月3日）

―171―





経営経理研究 第99号
2013年12月 pp.173�201

PartOne―YouthPopCulture:Background

Popularculturecanbeaveryusefulvehicleforfurtheringthe
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FusingStudentCreativity

withCurriculumDevelopment:

aPracticalProjectCourseforBusinessMajors

DavidPRUCHA

Abstract

Inordertobetterdesignanddevelopacurriculumforasemester-

lengthcoursetailoredforaparticularuniversitybusinessEnglish

class,Icarriedoutacombinationofinformaldiscussionswithstu-

dentsaswellasasurveyinordertounderstandtheimpactandinflu-

enceofcurrentpopcultureonstudents・lives.Theresultsofthesur-

veyanddiscussionswerethenusedindevelopingasemester-length

coursewhichutilizedstudentbackgroundknowledgeofyouthcul-

tureandfunneledthisknowledgeintoabusinessplanprojectin

whichstudentswereabletousetheirhands-onknowledgeofpopular

culturetocreateanewbusinessproductorservice.Theaimofthis

action-basedresearchbusinessprojectistoteachstudentstheprocess

ofthebusinessplanningmodelandallow them toexperiencethe

stepsofcreatingarealisticplanofactionfordeveloping,marketing,

andsellingaproductideawhollyoftheirowncreation.

Keywords:youthculture,businessplanningmodels,new product

design,targetmarket,break-evenpoint
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aimsofEnglisheducationinJapan.Japanisknownworldwidefor

introducingavarietyofveryappealingandcreative・youthculture・

（Kelts,2006）,particularlyasitrelatestoyoungpeople・sinterests,but

mostlythroughthesuccessfulmarketingoffashionableandunique

products.Japaneseanimationisworld-famous,asisthenumberof

toyproductsforchildren,suchasthepopularPokemon（Pocket

Monster）seriesandthehighlycompetitivemarketofvideogames

andcomputer-relatedgames.Itseemsonlynaturalthatpopularcul-

ture,whenutilizedinalmostanycurriculumfornearlyanyteaching

situation,willhaveanimpactoneducation（Lam,2007）.

Mycurrentteachingsituationallowsmethefreedomandflexibil-

itytodesignandimplementawiderangeofcurriculum ideasfor

teachingEnglishtouniversitystudentsinJapan.Despitethisideal

situation,IfeeltheneedtostronglysynchronizemyEnglishclasses

withmystudents・majors.Asmostofmyclassesareforstudents

studyinginternationalbusiness,Iplanmycurriculum accordingto

myperceptionoftheneedsofthestudentsineachdiscipline.Given

theseself-imposedparameters,Irealizethatitisnecessarytoreflect

onmypersonalviewsregardingcurriculum,howitshouldbeimple-

mented,andwhatitscomponentsshouldbemadeupof,inorderto

helpandimprovemystudents・abilitytouseEnglishinameaningful

way.

TheuseofpopularcultureinJapanappearsto・fillaneedby

Japaneseatallagestobelongtoaparticulargrouporidentifywitha

particularproduct・（Otmazgin,2008）.Japanisabrand-conscious,

consumer-drivensociety,andaftermanyyearshere,itisquiteclear

tomethatthisisafact.Throughmyinteractionwiththepeoplein

thiscountry,Ihavefoundthatindividualityislessafactorthanthe

senseofone・sbelonging.Ithinkthatpopularculture,therefore,can

bringpeopleclosertofindingoutwhatappealstothem personally,

andatthesametimeitcanalsoassisttheminfindingtheirowniden-

tity.
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LookingatJapanasamostlyhomogenoussociety,Ihaveob-

servedthateducationtendstofocusonteachingstudents・in-bulk・,

ratherthanonanindividualbasis.Thisisevidentinthewaythat

Englisheducationhasbeentraditionallytaught:mostclassesare

drivenbyatightcurriculumthatchannelsstudents・Englishability

towardmostlymemorizingfactsandchunksofgrammarforpassing

testsinordertoenterhighereducation.Therehasbeenagreater

pushbytheMinistryofEducationtowardsamorecommunicative

approachtolanguageteaching,broughtaboutbyrepeatedresultsof

JapanplacingamongAsia・slowestperformersoflanguageskillson

testssuchasTOEICandTOEFL.Popularculturecanhelpbridgethis

gap,mainlybecauseitisapartofnearlyeverystudent・sdailylife.

Studentsuseof,andaccessto,multimediasuchasInternet,cellphone

usageandapplicationdownloads,helpstomaketheinclusionof

popularcultureanattractiveincentivetoincreasestudents・language

skills.

Usingpopularcultureintheclassroomhasgivenmeagreatdeal

ofinsightintohow mystudentsfeelandthinkaboutavarietyof

issues.Forme,itisveryimportanttounderstandmystudentsso

thatIcanalwaystrytodevelopacurriculum thatfitstheirneeds,

ratherthanmakingpredeterminedassumptionsabouttheirinterests,

basedonlyonmyobservationandinterpretationofsuchthingsas

theirfashion,musicinterests,andopinionsregardingsports,TV,

video,tonameafew.

Byinteractingwithstudents,talkingtothem abouttheirinter-

ests,andtryingtounderstandwhatappealstothemandwhy,Ifeel

Icanbetterdevelopacurriculum thattendstotheirneedsandyet

buildsonaconstructiveteachingmethod.Oneofthesemethodsis

thegroup-projectapproach.Ihavetriedtodevelopwaysinwhichto

bringamoreauthenticfeeltomyclasses,butwhichalsohelpsto

improvemotivationamongmystudents.OnewaythatIcanaccom-

plishthisistodevelopaprojectthatincorporatesnotonlyoneor
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severalaspectsofpopularculture,butwhichalsoisabletobridgethe

gapbetweenstudentsmerely・consuming・,orhavinganinterest,but

alsotocriticallyevaluatehowsuchaninterestmightbeputtoprac-

ticaluse.Inthenextsectionofthispaper,IwilloutlinemyNew

ProductBusinessPlan,basedonfusingstudents・fashionconcepts

intoastep-by-stepprocessthatallowsstudentstocreatea・real-life・

businessplanthatmirrorstheactualbusinessplanprocess.

PartTwo― TheSurvey:PrevalenceofPopCulture

amongUniversityStudentsinJapan

Inthefollowingsection,Iwillconsidertheresponsestoa

multiple-choiceandopen-endedquestionsurveyregardingstudents・

knowledgeandawarenessofcurrentpopularculture.

Setting:

Icarriedoutamultiple-choiceandopen-endedquestionnaire/sur-

veyof12universitystudentsagedbetween20and24yearsold.There

werefivemalestudentsandsevenfemalestudents.Allofthestu-

dentsaremajoringinbusinesswithminorsincommunication,andall

ofthem haveTOEFLscoresofaround500.Allstudentsarequite

acclimatedtoJapaneseculture,allbutonehavetraveledabroad,and

allconsiderthemselvesdeeplyinvolvedineverydayJapaneselifeand

culture,particularlypopculture.Iteachthesestudentsmainlyin

English.

Analysis:

Inanalyzingthesurveyresults,Idecidedtoseparatethere-

sponsesintotwogroupsbasedongender.Thefollowingresultswere

observed:

WithregardstoaccessingpopularcultureoutletssuchasTV,

Internet,cellphoneandothers,allstudentsregardlessofgenderuse
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TV,Internet,computers,MD/CDplayers,iPods,iPadsandcell/smart

phones.Obviously,thisoverwhelmingusageofallthingsdigital

demonstratesthatthesetechnologicalmoderninnovationshavebe-

comeaneverydaypartoflifeformystudents.Onlyhalfofallstu-

dentsreadnewspapers,whichsuggeststhatInternetandTVhave

replacednewspapersasthemediannewssourceforthestudents.The

biggestdifferencebetweengendersappearstobethatfemalestu-

dentsreadmagazineseitherdigitallyorinpaperbackandwatchmov-

iesfarmorethantheirmalecounterparts.Infact,allofthefemale

studentsreadbooks,magazines,andwatchmoviesbyvideo.DVD

andonlinestreamingcomparedtoalmostnoneofthemalestudents.

Inaddition,halfoffemalestudentslistenedtotheradiocomparedto

noneofthemalestudents.Allofthissuggeststhatthefemalestu-

dentsarefarmoreactiveandinvolvedinabsorbinginformation

aboutpopularculturethantheirmalecounterparts.Thefemalestu-

dentsareusingmostofthevehiclesavailabletoaccessinformation

whichisavailabletothem,muchmoresothantheirmalecounter-

parts.

ConcerningfavoriteJapaneseactorsandactressesand・talento・,

themalestudentschoseactorswhowereeithercomediansorcurrent

popularvarietyhostsonTVshows.Inaddition,theyalsochoseinter-

national,olderactors,suchasWatanabeKenandKaneshiro.The

malestudentsallchosecuteandyoungJapaneseactresses,singers

anddancegroups,allofwhom arecurrentlystarringintrendyTV

dramasormakeregularTVappearances.Thefemalestudentschose

maleJapaneseactorswhoarealsoallyoungandcurrentlystarringin

trendypopularTVdramas,especiallyofficedramas.Thefemalestu-

dentschosedifferentactresses,butallofthem arealsopartofthe

currentdramaseries.Thispointstothepowerandappealofthecur-

rentTVdramas,andthefactthatallstudentschoseactressesincur-

rentdramasshowstheinfluenceofthesefashionableTVseriesonthe

youthoftoday.Itisalsoquitepossiblethatsomemalestudentschose
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olderactorswithinternationalexposurebecausetheyrespecttheir

worldwideappeal,andpresentaclear,olderrolemodel.Contrasting

thiswiththefemaleresponsesforbothactorsandactressessuggests

thatfemalestudentsaremoreconcernedwithwhatandwhoiscur-

rentlyinfashion.

Amongforeignactors/actresses,allstudentschoseHollywood

people,withtheexceptionofsomeHongKong,Bollywoodand

Koreanactors,allofwhomwerechosebythemalestudents.Thisis

surprising,becauseIexpectedthefemalestochoosemoreforeign

actors,giventhepopularityofrecentAsiandramas.Instead,itwas

themalestudentswhochoseforeignnamessuchasTomCruiseand

JasonStratham.And,themalestudentsweremorefocusedonaction

heroes,comparedtothefemaleresponses,whichfocusedonattrac-

tiveHollywoodactors.Inshort,themenseemtopreferaction,and

thewomenleantowardsromanticfigures,suchasJohnnyDepp.

WhenaskedaboutsingersandbandsinbothJapanandother

countries,theoverwhelmingmusicfavoritewasPopmusic,followed

byRock.Thedifferencewasthatthemalestudentsleanedabitmore

towardtheRapinfluence,especiallyinthenew JapaneseHip-Hop

soundwhichincorporatesaheavyRapsoundreflectingtheMTV

Japan,andtherecentpopularityofrapandhip/hopmusicthatbor-

rowsheavilyonblackinner-citybeats.Femalestudentspreferred

Popmusic,includingforeignPopartistsfromKoreaandtheUS.

Sportsforthemaleswerebaseballandsoccer,whileforthefe-

malesitwasoverwhelminglysoccer.IchiroSuzukiwaspopular

amongbothmalesandfemales,whileDavidBeckhamandMessiwere

popularwithhalfofthefemalestudents.BothSuzukiandBeckham

starinmanycommercials,andbothofthemhaveadistincthairstyle

anddressstyle.Theyareincrediblyfashionableamongtheyouthin

Japan,andtheirplayingskillsareprobablylessacknowledged.

Whenaskedhow todescribetheirownfashionstyleranging

fromconservativetogrungeandpunk,allthemalestudentsconsider
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themselvescasual,whilethefemalestudentsarefashionable,casual,

andalittlegrunge.Thementendtoseethemselvesaslessfashion-

able,whilethereismorevarietyinthewaythefemalestudentsview

themselves.Thisextendsitselftotheplaceswherethesestudents

shopforclothes,becausethemalestudentstendtouseInternetand

Kichijoji（slightlyoutsidethecenterofTokyo）,whereasthefemale

studentsshopoverwhelminglyinhigherpriceddowntownareassuch

asShibuya,Shinjukuandotherlargemetropolitanhubs.

AboutTVprograms,themaleswatchedmostlyvarietycomedy

showsandsports,whilethefemalestudentswentforcomedy,music,

andcurrentpopularvarietyshows.Somealsowatchednewspro-

gramsandoneoccasionallywatchedsports.ThetasteofTVvaried

widelyamongthefemalestudents,whichshowsalittlemoreindi-

vidualityamongthem,comparedwithjustcomedyandsportsforthe

malestudents.TheaveragetimeperdayofTVwatchedwasthe

sameforbothgroups:2hours.

Noneofthemalestudentslistenedtotheradio,andhalfofthe

femalestudentsdid,suggestingthattheradioprogramsareperhaps

gearedtowardamainlyfemaleaudience.

Musicwaslistenedtobyallstudents,consistedmainlyofPop

andHip-Hop,andtheaveragewasalsothesameforbothgroups:1

hour/day.

Asforcomicsandmagazines,bothmalesandfemalesreadcomics

andfashionmagazines,butthetimespentwasdoubleforwomen

thanmenat1hourversus30minutesformen.

Bookswerereadbyonlytwomales,spendingonly30minutesa

dayandfocusingonsportsandnovels.Bycontrast,femalestudents

spent1.5hoursperdayreadingawidevarietyofbooksrangingfrom

romanceto comedies,essay collections,and fiction/non-fiction.

Booksappeartobeanimportanteverydaypartoffemalestudents・

lives.

Videogameswereplayedbyabouthalfofallstudents,with
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sportsthemostpopular.

Cellphonesandsmartphonesofferaninterestingglimpseinto

theiruseamongJapaneseyouth.Allstudentsusedthem,andallof

themusedforemailing,downloadingapplications/musicandcalling.

Butthefemalestudentsusedthemformanymorefunctionssuchas

alarms,calculators,cameras,internet,andusingthememorybook.

Thefemalestudentsseemfarmoreadeptatusingthefunctionsofthe

cellphonesthantheirmalecounterparts.Notsurprisingly,thetime

spentonusingcellphoneswas15to30minutesperdayforthemales,

andbetween1hourand5hoursforthefemales.Cellphonesarean

extremelynecessaryandintegralpartofthemodernJapanesefemale

universitystudent!

Allstudentsplayedawiderangeofsports,andthetimespentper

daywasonaverage2hours.Thisisnotsurprising,becausetheuni-

versityiswell-knownforitslargesportsprogram.

Aboutfreetime,malestudentsfocusedonsuchactivitiesaspho-

tography,watchingfish,driving,andnet-surfing,whilefemalestu-

dentsfocusedonshopping,karaoke,movies,eating,drinking,and

socializingwithfriends.Bothgroupsspentanaverageof2hoursper

dayontheirfreetimeactivities.Thissuggestthatmalestudentstend

tofocusonhobbiesthataremoresolitaryinnature,comparedwith

females,whoseemfarmoreinterestedinspendingtimeasrealcon-

sumersinsociety,focusingonsatisfying,fun,outgoingtypesofac-

tivities,usuallyenjoyedwithotherfriendstogether.

Discussion:

PerhapsJapanesesocietyhastakenadvantageoftherecenteco-

nomicindependenceofwomen,asitseemsthatJapanesewomen

todaytendtohaveabroaderviewofthemselves,bothintermsof

howtheyseethemselvesinsociety,andinwhatkindsofinterestsand

hobbiestheyhave.ItalsoseemsthatJapanesefemalestudentsare

playingalargerroleinshapingtheyouthculture,becausetheirtastes
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andappealstendtonotonlybewiderinscopethantheirmalecoun-

terparts,buttheytendtoactivelyspendmoretimeandenergyget-

tinginvolvedinvariousactivitiesoverallthanJapanesemalestu-

dents.AsJapancontinuestodevelopitshi-tech,consumer-driven

society,today・syouth,especiallywomen,appeartobeinthedriver・

sseatinnearlyeveryaspectofmodernyouthpop-culture.

PartThree― CurriculumDesignbasedonFusing

StudentKnowledgewithProductDesign

Introduction:

InPartTwoofthispaper,Ianalyzedstudentresponsestoasur-

veyonpopularcultureandfoundthatmoststudentsalreadyhada

solidknowledgeandunderstandingofproductsandiconsrelatedto

currentpopculture.Byinteractingwithstudents,analyzingtheir

responsestomysurvey,talkingtothem abouttheirinterests,and

tryingtounderstandwhatappealstothemandwhy,IfeelIcanbetter

servethembydevelopingacurriculumthattendstotheirneedsand

yet,asIrlbeck,S.,etal,pointsout,・buildsonaconstructiveteaching

methodwhilekeepingstudentshighlyengagedintheeducational

process・（2006）.MygoalhereistogroundtheresearchinPartOne

withaviablecurriculumwhichtapsintotheuniqueknowledgebase

ofthemainstream targetmarketforpopularcultureproducts.The

methodofinstructionIhavechosenisthegroup-projectapproach.I

havetriedtodevelopwaysinwhichtobringamoreauthenticfeelto

myclasses,butwhichalsohelpedtoimprovemotivationamongmy

students.OnewaythatIfeelIcanaccomplishthisistodevelopa

projectthatincorporatesnotonlyoneorseveralaspectsofpopular

culture,butwhichalsoisabletobridgethegapbetweenstudents

merely・consuming・,orhavinganinterest,andthentocritically

evaluatehowsuchaninterestmightbeputtopracticaluse.Inthe

nextsectionofthispaper,IwilloutlinemyNewProductBusiness
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Plan,basedonusingstudents・fashionconceptsintoa・real-life・busi-

ness-makingadventure.

TheNewProductBusinessPlan

Introduction:

Theideaforthisplancameaboutduringmyplanningforanew

typeofcurriculum formy3rdand4thyearseminarstudents,allof

whomarebusinessmajors.Ihadoriginallyconsultedwithotherpro-

fessorsonhowandwhattypesofcurriculumstheywereusing,in

ordertogetanideaofwhatthestudentswerelearninginother

classes.Ifoundthatmostotherseminarstaughtatmyuniversity

weremainlytextbook-baseddiscussionclasses.Iwantedamoreindi-

vidualizedstyle,andonethathelpedstudentstapintotheircreative

sides.Ihavecomeupwithasemester-lengthprojectthatallowsstu-

dentstodevelopastudent-centeredprojectforbusinessmajorsand

requiresthemtocreateaneworimprovedproductfromscratch.The

purposeofthisprojectistohavestudentsutilizeandtheirvast,day-

to-dayexperienceswithcurrenttrendsandfashionsinpopularyouth

culture.Iwantedthemtocreateinasrealisticaspossible,anewor

improvedproduct,byactingas・newproductdesign・managersona

team ofbusinessprofessionals.Asthelengthofthesemesteris

roughly14weeks,Ibelievethistobeafeasibleprojectcompletewith

weekly・consultations・withmyyoungbusiness・teams・.

Purpose:

Thepurposeofthisideaisforstudentstodevelopgoodteam

skillsasmanagersofateamofbusinessprofessionals,toexperience

theprocessofbusinessproductdevelopment,andtolearnandusea

varietyofbusiness-relatedvocabulary.Byapproachingtheprojectas

arealisticbusinessventure,myintentionistogivethestudentsa

chancetoseehow theirviewsofpopularculture（inthiscasethe
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studentsusedmainlyfashionableproductconcepts）connectedwith

therealworld;theworldaftergraduation.

ProjectPointsTaught:

Thefirstseveralsessionsofclassesaretobeusedforintroducing

studentstotheprojectbyfirstbrainstormingtheirconceptofcurrent

trendyfashionsamonguniversitystudents,andthencomparing

thesefashionsagainstdifferentagegroupstoseehowtheydifferin

bothfashionsenseandself-identity.Aftertheybecomefamiliarwith

arangeofpopularfashionsamongallagegroups,Iaskthemtojoin

・teams・ofbusinesspeople,tomanageanew-productdevelopment

plan.Thisiswherestudentsarerequestedtothinkofaproductthat

theyperceiveashavinga・marketable・value,andthentopreparea

guidelineonhowtodevelopthisproductfromthe・idea・stagetothe

finalactualbusinessplanrequiredtoraiseinvestmentfundsforthe

full-scaleproductionandsaleoftheirproductcreations.Ihaveseg-

mentedtheplanintofivemainareas:

1.DefinitionofNewProduct:Studentsinthissectionmustcreate

anidealinkedtocontemporaryfashionorpopcultureandthende-

finethisindetailastheirnewproductconcept.Studentsareaskedto

brainstormfashionableproductideas,andthenchooseonethatthey

wouldliketodevelopwithintheirgroups.Theymustthenpreparea

statementgivingthereasonswhytheythinktheirproductisunique,

andwhythereisaneedfortheproduct.

2.TargetMarket（TM）:Studentsatthisstagewillberequiredto

explainwhotheyintendtheirproductfor,andwhowillbethelikely

buyer.TheymustgivesoliddetailsconcerningtheTMage,sex,na-

tionality（ifnotJapanese）,income-earnersversusstudents,placeof

residenceandanyotherparticulardetailwithregardstotheproduct

appeal.
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3.ProductConcept:Here,studentsactuallyputtheirknowledgeof

popculturetouse;creating,designing,drawing,anddevelopinga

waytoselltheproductthroughamarketingandadvertisingcam-

paign.Theywillneedtohaveapictureofsomeformoftheconcept,

alogoandacatchphrase,aswellasaplantomarkettheproduct.One

ofthemostintegralpartsofthissectionistodevelopasurveyasking

potentialcustomersabouttheoverallusefulnessandfeasibilityof

thisproduct.Thisissothestudentscanmatchtheirexpectations

withrealopinionsfrom realTM individuals.Theymustconducta

surveyandgetrealresponsesoutsidetheclassroomfromrealpartici-

pants.

4.FinancialPlanning:Thisareainvolvescreativelyplanningfor

thebudget,andmustinvolvekeepinginmindarealfinancialanaly-

sisofthecostsinvolved,from initiationstart-upcoststotheend-

productretailprice.Becausetheyarebusinessmajorsintheirlast

yearsattheuniversity,Iwillrequireasdetailedaresponseaspossi-

ble.Itshouldinclude:theend-productprice,productioncostssuchas

factoryandemployeewagesandmaterialcosts,aforecastofwhena

projectedprofitorbreak-evenpointcanbeexpected,yearlysales

forecasts,andafutureprofitforecastcompletewithgraphsandta-

bles.

5.PointofSales:Thisareashouldbeadescriptionofwherethe

productwillendupbeingforsale,suchasasupermarketoraspe-

cialtystore,onlineorelsewhere.

Conclusion:

Toputthiscurriculumtothe・test・,Ipreparedabasicoutlineof

thetasks,ormodules,tobecompletedbyeachgroup（seeAppendix

I）.Ialsoconductedashortcomprehension・pilot・testatthebegin-

ningofthecoursetogaugestudents・understandingofwhatImean
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bydevelopinga・neworimproved・productwithpopularcultureas

themaindrivingforcebehindtheirideas.Thisadherestowhat

Brady（1995）referstoas・piloting・anewcurriculum thatcultivates

studentknowledgeandconstructivelybuildsnew foundationsof

learningintheensuinglessons.

Thisproject,throughthecontinualinputofmyselfasacoordina-

tor/consultant,resultedinaone-hourpresentationinfrontofother

studentsactingaspotentialinvestors/bankers,whoultimatelyde-

cidedonwhethertheywereconvincedbythefeasibilityofthesenew

productbusinessplans,andwhethertheplanswereasuccessor

neededrevision.Studentsshowedaremarkableunderstandingof

utilizingpopularcultureknowledgetocreateanddesignprojects,

eachuniqueinitsscopeandappeal.Throughthis・hands-on・ap-

proachtoabusinesscoursecurriculum,Icouldparticularlygeta

strongsensethatstudentsfullygraspedthemeaningofproductplan-

ning/development,testing/analyzingtheTM reactiontotheirideas,

andthefinalconclusionstheyreachedinassessingtheviabilityof

theirideasinarealisticsetting.Asaresultoftheprocessofthis

curriculum,studentswereabletoexhibitthroughtheirin-classpres-

entationsandtheirwrittenreportsanexcellentgraspofthebasic

stepsnecessaryforcreativeproductdevelopment,TM allocation,ac-

tualTMtesting,analyzingandpresenting（seeAppendixII）.
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AppendixI（studentinstructionmodules/tasks）
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AppendixII（studentsampleproject）
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Globalization&NewWorldOrder

DemandsManagementEducation

ReformstoMeet21stCenturyBusiness

NeedsWorldwideandinSriLanka

DharmadeSilva博士（WichitaStateUniversity,Kansas）は，アメ

リカおよび出身国のスリ・ランカではマネジメント教育分野では著名な研

究者の一人で，アメリカおよびスリ・ランカ以外の諸外国でも多くの講演

をしており，日本でも経団連の招きで講演をした経験がある。

この度，博士の来日を機に本学でも報告の機会をいただいた。博士の都

合で開催日が8月5日となり，夏季休暇中ということもあって参加者は学

生5名であった。

博士が用意した資料がボリューム豊富であったため，報告は最初の1時

間はPowerPointを利用して学生にもわかりやすく，グローバル化が進

む中でのBusinessSchoolの現状と将来の方向性を説明していただいた。

後半はディスカッション形式で，今回のテーマにとどまらず，学生の興味

あるその他の事項についてもお答えいただいた。

いただいたペーパーに関して

グローバル化が進む中での BusinessSchoolの実態を，AACSB,

AMBAなどの資料を整理している。BRICKSにおけるマネジメント教育

の実態を整理している。

Harvard大学などの有名BusinessSchoolにおけるマネジメント教育

に関して言及している。その中でMBAプログラム変革の重要性を指摘し

�講演抄録�
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ている。BusinessSchoolは学部におけるマネジメント教育プログラムに

降りていく時期になっているとしている。

マネジメント教育の将来像を示している。その中で，マネジメント教育

をリフォームするための戦略的計画モデルを想定している（図1）。また，

経営大学院生に対して何が求められているかを整理している（図2）。

（文責：西尾篤人）

図1 StrategicPlanningModelforManagementEducationReform

図2 AbilitiesEmployersWant&LookforinManagementGraduates
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Globalization&NewWorldOrderDemands

ManagementEducationReformstoMeet

21stCenturyBusinessNeedsWorldwide

andinSriLanka

DharmadeSilvaPh.D.,FPPBA,FCMI［UK］

Professor&DirectorCenterforInternationalBusinessAdvancement

RuddFoundationDistinguishedFellow

Chair,WorldTradeCouncilofWichita,BartonSchoolofBusiness,

WichitaStateUniversity

PartIofthispaperwaspresentedatthePan-Pacific

XXIXWorldConferenceatHaikou,China,June,2012and

isenlargedtoaddPartIItofocuson・History―Genesis,

Growth&ProspectsofManagementStudiesEducation

inSriLanka― over50yearjourney.・Theadditionisin

view ofassistingtheuniversitiesin SriLankaand

MinistryofEducationatatimeofconsideringproposals

for・ReformofHigherEducationSystem.・Paperincludes

excerptsfrom a3partmanuscript（WP）of・Revisiting

ManagementEducation:A GlobalSurvey1960�2012・.

PartIIdrawsfromauthor・sinitialexperienceinpioneeringthefirstintegrated

managementeducationmodelatundergraduateBachelor・sdegreesinBusi-

ness/PublicAdministration&Economicsandpost-graduateMBA/MPAand

MAEconatVidyodayaUniversityofCeyloninthe1960・s［nowUniversityof

SriJayewardenepura］,andmorerecentlycontinuingresearchonmanage-

menteducation;AACSBSchools・Surveyon・StrategicAlliancesandDecision

ImperativetoInternationalize&B�SchoolCurriculaWorkshops・（conducted

underUSDeptofEducation/BIEgrantssponsoredwith21USEDCIBERs&

BIEs）;seminarsorganizedfortheAcademyofManagementandAcademyof

InternationalBusinessandassignmentsonfaculty,curriculum/coursedevel-

opmenttomeetAAACSBstandardsasaFulbrightSeniorSpecialistatNCCU



PROLOGUE

PartIFocus

Globalizationhasmadetremendousprogresstoadvanceeduca-

tion,business/managementeducationbeinginthelead,todeliver

talentandskillsforemergingnationstowardssocialandeconomic

development.IntheNewWorldOrderofthe2nddecadeofthe21st

century,businessandmanagerscontinuetoexperienceunprece-

dentedglobalcompetitionathomeandabroad;correspondinglyde-

mandingmanagementeducationtomeetthetimes,especiallyMBA

trainingtopreparebusinessleaderswithglobalbusinessskillscom-

petency.Thepaperreviewstheglobalinfluencesbroughtaboutby

globalization,economic-tradeliberalization,integrationofcultures

andbusinesspracticescontributingtoacompetitiveglobalmarket-

placebeyondthetraditionalTRIAD［dominatedbyJapan,USA,

Germany― JUG］toBRICKSandG20・sEMCs.Thepaperdrawson

findingsfrom28textbookauthors&workshopleaders/resourcespe-

cialistsconductingtheWSU CIBA�USED/BIEsymposium in2006
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EducationandCIBERs＝CentersforInternationalBusinessEduca-

tion&Research



（seedetailsinAppendixandURLwww.WTCouncil.wichita.edu）;in-

terviewswithparticipatingprofessors,USED�BIE/CIBERdirectors;

and accreditation systems/reports by Bologna Accord,GFME,

AACSBandEFMD・sEQUIS［2007�2012］.Inthemain,itexamines

pressingissues,prevailingtrends,andrecommendationsonbuilding

universityandB�Schoolcorecompetenciesandbestpractices,har-

nessingexpertiseofAdvisoryCouncilsonManagementEducation

composedofseniorexecutives,coupledwithimpactrolesofconsti-

tuents/stakeholdersinstructuringastrategicplanningmodelfor

managementeducationreform tobuildafreshundergraduateand

postgraduateMBA/EMBAandPhD/DBAprograms.Ofessence,con-

tinuedrevitalizationofB�Schoolstodelivermanagementeducation

degreesofrelevancy&currencywillbegreatlyenhancedbystrategic

alliancesbetweenB�SchoolsandIndustry/Businessandcollabora-

tionwithintra-universityacademicexchanges.

PartIIFocus:History― Genesis,Growth&Prospectsof

ManagementStudiesEducationinSriLanka

Overa50yearsuccessfuljourneyofpioneeringthemanagement

educationexperimentalmodel,movingawayfrom thethree-yearto

fouryearundergraduateandtwoyearMBA/MPAdegrees,isnow

emulatedbymanypublicsectorandprivatesectoruniversitiesinSri

Lanka.Ofsignificanceisthattheintegratedmanagementeducation

basedontheAmericanmodelwasincontrasttothethenexisting

British3yeardegreestructureinSriLankawhichnecessitateda

majormarketingeffort. Theauthortracesthehistoryofmanage-

menteducationastheinitiatorofthenewmodelbecausehewasfor-

tunatetofunctionasacounter-partlecturerco-coordinatingStanford

ExecutiveDevelopment［EDP］seminarssponsoredbytheInter-

nationalCenterfortheAdvancementofManagementEducation

［ICAME］GraduateSchoolofBusiness,StanfordUniversityhelddur-

ing1959�61byateamofvisitingprofessorsthatincludedDr.James
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HowellwhowasengagedintheFordstudy・HigherEducationfor

Business.・ The author continued his contacts with Stanford

Professorstofinalizethemanagementeducationmodel,andthe

Stanfordseminar&EDPalumnienabledtheimplementationofthe

newmodelbyacceptingtobevisitinglecturers;whilethetopman-

agementexecutiveswhoattendedStanfordseminarsvolunteered

theirservicesbyjoiningthefirstAdvisoryCouncilofManagement

EducationtochampionmanagementeducationatVidyodayaUniver-

sityofCeylonduringtheleadershipofViceChancellorVen.Dr.

WalpolaRahulaandProfessor,Dr.DharmasenadeSilva.Thus,Sri

LankabecameamongthefirstAsiancountriestoinitiatethemanage-

menteducationmodelcoveringbothundergraduatebachelor・sand

post-graduateMBA/MPAdegreesakintothemostmodernandad-

vancedamongthebestB�SchoolsinUSA.PartIIofthispaperalso

presentsrecommendationsinsupportoftheHigherEducationMini-

stry・s2011MemoonHigherEducationReformsbyconcentratingon

managementeducation;theimportanceofmanagementeducation

reformstochangewiththetimesandtoengageinAACSBtypeof

accreditationstandards/guidelinestoachieveprogram qualityand

excellenceforSriLankauniversitiestobeamongthebestmanage-

menteducationprovidersinAsia.

Introduction― Globalization:ANewTrajectory

forManagementEducation

Globalizationisoneofthemostsignificantforcesofchangefor

businessandtherebydemandsmanagementeducationadaptstosup-

plybusinessskillslikewise.Intheeyesofmostknowledgeableana-

lysts,globalizationhasdeliveredvastbenefitstosociety.Freetrade

andthegainsfromcomparativeadvantage―understoodsinceDavid

Ricardo・spostulationin1817― haveofferedincentivesforintegra-

tionofbusinessacrosscountriesandmarkets.Yet,asuccessionof
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economiccrisesoverthepasttwodecadesspawnedasmallbuthead-

line-grabbingchorusofcriticismaboutbusinessschoolproducts［6］―

somecriticsblamedtheonsetandspreadofthefinancialcrisisonthe

waveofglobalizationoverthepastgeneration.Thatbusinessschools

haveahandinglobalizationisapopularcharge.Thefinancialcrisis

spawnedsomeop-edcolumnsallegingthatthecrisiswasduetoMBA

graduatesofleadingschools.［7］［8］

Somewouldarguethatthefutureofmanagementeducationisat

atippingpoint.Aftertherecentfinancialcrisesthatarestillaffecting

muchoftheworld,manycriticslookedtothe・breedinggrounds・for

those・responsible・fortheglobaldisaster［7］.― namelytheworld・s

leadingbusinessschools.Whilstmostfair-mindedanalystsagree

thatlayingtheblameatthedooroftheeducatorsisunfair,theaccu-

sationshaveledtoare-evaluationofbusinesseducationandthe

typesofleadersthatarebeingproducedasaresultofachievingthe

・holygrail・oftheMBA［7］.Indeed,eventheUnitedNations（UN）has

declaredaninterestinthesubjectbyformingtheUnitedNations

initiative forPrinciplesofResponsible ManagementEducation

（PRME）.TheUniversityofExeterBusinessSchool・sresponsetothe

implementationofPRMEhasbeentolaunchacompletelynewMBA

programfrom2011［9］.

SrikantDatar（2010）etal.inaHBRarticle・BusinessSchools

FaceTestofFaith.・・IsItTimetoRetrainB�Schools?・Asthesehead-

linesmakeclear,businesseducationisatamajorcrossroads.For

decades,MBAgraduatesfrom top-tierschoolssetthestandardfor

cutting-edgebusinessknowledgeandskills.Nowthebusinessworld

haschanged,saytheauthorsofRethinkingtheMBA,andMBApro-

gramsmustchangewithit.Increasingly,managersandrecruitersare

questioning conventionalbusiness education. Their concerns?

Amongotherthings,MBA programsaren・tgivingstudentsthe

heightenedculturalawarenessandglobalperspectivestheyneed.

NewlymintedMBAslackessentialleadershipskills.Creativeand
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criticalthinkingdemandfarmoreattention.［10］

GlobalizationisstillinitsformativeyearssaysGFME［12］.Globali-

zation,manywouldargue,isatoncethemostvisibleopportunityand

themostpersistentchallengefacedbybusinessschools.・Afrustrat-

inglywidecurriculum gapremainsalongsidelargerisksofmisdi-

rectedandincoherentstrategies.Globalizationhasobviouslybeen

difficultforbusinessschoolsand,unquestionably,theymustdomore

todeepenourunderstandingofglobalbusinessandtoextendthe

reachofeducationalengagementacrossborders.Theglobalizationof

managementeducationisbeingshapedbyacomplexwebofforces

wehaveonlyjustbeguntounderstand.Thefield・soutcomeshave

notbeenpredeterminedandwilldependenormouslyontheactions,

individuallyandcollectively,takenbybusinessschoolsandawide

rangeofstakeholderstoday.・［12］

Competitionisnottheonlyaspectofglobalizationthatelevates

qualityandperformanceinmanagementeducation.Globalization

alsoopensmanagementeducators・eyestonewmodelsandexpands

benchmarkingopportunities.Whendifferenteducationalandre-

searchprocesses,cultures,andexperiencesmeet,moreinnovationis

likelytooccur.Businessschoolsalsoaugmentandimprovecapabili-

tiesthroughpartnershipsandusethemasaplatformtolaunchcapac-

itybuildinginitiatives.Whenfacultiesgenerateandshareeduca-

tionalcontentrelevantto localcommunities,・socialmultiplier・

impactsresult.Successfulinitiativesofoneschoolhelpcountless

othersglobalize.AccordingtoAACSB:・Wecannotpossiblybepre-

ciseabouttheattributes,knowledge,andskillsthataremostrelevant

toa・global・businessschool.Indeed,wehavestumbledonamajor

reasonwhysolittleusefulinformationexistsfrom businessleaders

aboutwhattheyexpectfrom businessschoolgraduates.General

leadership,communication,teamwork,andrelationshipdevelopment

skillshavealwaysbeenimportant,butglobalizationhasmadethem

critical・［12］.
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Twochangesbroughtonbytheglobalizationwilllikelyhavea

largerimpact.

・First,riskmustbeinterpretedandmanagedinaglobalsetting.In

mostnationalsettings,highereducationischaracterizedasstable

andpredictableincomparisontobusinessandgovernment.

Exchangerates,regulations,andreputationscanchangequickly,

sodeansanddirectorsmustbemoretolerantofambiguityandable

tomanagerisk.

・Second,theglobalizationofmanagementeducationwilloftenre-

quiremorecreativityandinnovation.Regardlessofwheretheyare

based,universitiesandbusinessschoolshavenotnormallyre-

quiredleaderstosoconsistentlycreatenewproducts,processes,

andmarketingmethods.Littleincentivehasbeenofferedtobe

innovative.Inmorecompetitiveandcollaborativeglobalenviron-

ments,weseemorepressuresandopportunitiestoinventandim-

plementnewideas.Industry-wideinitiativescanaccelerateand

improveglobalization.Theycouldbesuppliers,serviceproviders,

intermediaries,orregulators.

AACSB・sReport［12］findings,thoughnotmeanttobeall-inclusive,

havealistofsomerecommendationsforadditionalresearch,asfol-

lows:

1. Willmanagementeducationglobalizelikebusiness?AACSB・s

Report［12］・highlightedmanyfascinatingquestionsaboutifand

howbusinessschoolglobalization（orhighereducationglobaliza-

tion,forthatmatter）willresembleglobalizationbyfirmsand

othertypesoforganizations.Businessschoolshousemanyschol-

arsofmultinationalenterprisewhoareintimatelyfamiliarwith

theissues,trends,andstrategiesofbusinessesseekinginfluence,

resources,marketshare,andefficienciesacrossborders・.
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2. Whatglobalskillsandcompetenciesshouldeducatorsaim to

build?AACSBnotesthat・specificityfromthebusinesscommu-

nity（andparticularlyofsegmentswithinthebusinesscommu-

nity）aboutneededskillsamongbusinessschoolgraduatesare

rare;inmostcases,businessschoolsaretaskedwithassessing

moregeneralevidenceofthebusinessworld・sneedsandinterpret-

ingtheimplicationsfortheireducationalprograms.Forbusiness

schoolstodevelopthemostappropriateeducationalresponses,fu-

tureresearchmustenabletheseneedstobemoreclearlydenned

andarticulated.Aspartofabroadereffortbymembersofthe

academiccommunitytodevelopandimplementeffectivemeasures

oflearningoutcomes,anenhancedunderstandingoftheparticular

challengesposedbyassessmentof・global・competenciesandcapa-

bilitiesisincreasinglyimportant・［12］

3. How willinnovationsintechnologyandlearningapproaches

advanceglobalizationofmanagementeducation?・Technological

advancesandthecorrespondingtransformationoflearninghave

implicationsforeducationaldeliveryfarbeyondthescopeofglob-

alization・［12］

4. How canthe・haves・helpthe・have-nots・? TheAACSBre-

port［12］referencestheimportantroleofdevelopmentalrelationships

betweenestablished232GlobalizationofManagementEducation

businessschoolsandthoseschoolsseekingtoimprove.Additional

researchonsuccessfulcapacity-buildingeffortscanyieldinsights

thatwouldbeusefulinhelpingtosupportthesekindsofdevelop-

mentalrelationships.

Thisisthethirdgreatwaveofdevelopmentinmanagementedu-

cation.

5. TheAACSBTaskForce［12］・believesthat,giventhetrendsob-

served,theyarerelativelyearlyinthewave.Ahistoryoftherela-

tionshipbetweenbusinessacademiaandthebusinessprofession

suggeststhatbusinesspracticesdriveacademicresearch;research
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stimulateschangesinpractice;andrevisedpracticedrivesmore

research.Giventherapidandmonumentaldevelopmentsinprac-

ticeassociatedwiththeglobalizationofbusiness,thisreportis

necessarilymoreofaprologuethanadefinitiveexpositionofthe

situation,moreofacallforfurtherresearchthanasettlingofma-

turequestions,andmoreofanappealtoactionthanasatisfied

endorsementofthestatusquo.・

AACSBanalysis,asofJune2010,thenumberof・Institutions

GrantingBusinessDegreesattheUndergraduateLevelorabove,by

geographicregion・isasfollows［19］:

・Africa767[NorthernAfrica211;EasternAfrica151;Middle

Africa41;SouthernAfrica46;WesternAfrica318]

・Americas3,695[NorthernAmerica1,726;Caribbean97;Latin

（Central&South）America1,872]

・Asia6,087[CentralAsia138;EasternAsia1,725;South-Eastern

Asia1,978;SouthernAsia1,829;WesternAsia（Middle&Near

East）417]―ChinaandIndiahavebecomethelargestprovidersof

managementeducationinAsia.

・Europe1,975[EasternEurope685;WesternEurope1,290];

・Oceania99[AustraliaandNewZealand76;Polynesia23].

AscanbeseeninFig.I,theoverallnumberofbusinessschools

holdingoneormoreoftheaboveaccreditationshasrisenovertime,

althoughsuchschoolsstillaccountforlessthan10％ ofallschools

knowntoofferbusinessdegreesatthebachelorlevelorhigher.

BusinessInsider,estimatesthatover13,600institutionsworldwide

offeratleastonebachelor-level（orhigher）businessdegree.Ofthese,

only1,338heldatleastoneoftheaboveaccreditationsasofJuly1,

2011,althoughthatisupfrom 1,216twoyearsprior.Organizations

trackedinclude:theAssociationtoAdvanceCollegiateSchoolsof
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Business（AACSB International）;theAccreditation Councilfor

BusinessSchoolsandPrograms（ACBSP）;theAssociationofMBAs

（AMBA）;theAssociationofManagementDevelopmentInstitutions

inSouthAsia（AMDISA）,offeringSAQSaccreditation;theCentral

andEastEuropeanManagementDevelopmentAssociation（CEE-

MAN）,offeringIQAaccreditation;theEuropeanCouncilforBusiness

Education（ECBE）;the European Foundation forManagement

Development（EFMD）,offeringEQUISandEPASaccreditations;the

FoundationforInternationalBusinessAdministrationAccreditation

（FIBAA）;andtheInternationalAssemblyforCollegiateBusiness

Education（IACBE）.AsofApril2012,648memberinstitutionshold

AACSBAccreditation.Overall,43countriesandterritoriesarerepre-

sentedbyAACSB-accreditedschools.Oftheaccreditedschools:
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Fig.1 NumberofAccreditedBusinessSchools

byAccreditingAgency,2009�2011

Source:www.businessinsider.com/best-business-schools-2011

Note:Schoolsarecountedforprogram-levelaccreditations（AMBA,EPAS,and

FIBAA）ifatleastoneoftheirprogramshasbeenaccredited.ECBEaccreditation

wasnottrackedpriorto2010.TripleAccreditationistheaccreditationawarded

to57businessschoolsworldwidebythethreelargestandmostinfluentialbusi-

nessschoolaccreditation associations:AACSB ― Association toAdvance

CollegiateSchoolsofBusiness（basedinTampa,Florida,withanAsiaofficein

Singapore）AMBA― TheAssociationofMBAs（basedinLondon;EQUIS―

EuropeanQualityImprovementSystem（basedinBrussels）.
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・42institutionshaveundergraduateprogramsonly（6%ofaccredit-

edmembers）

・30institutionshavemaster・sanddoctoralprogramsonly（4%of

accreditedmembers）

・178institutionshaveAACSB・sadditionalaccountingaccredita-

tion（28%ofaccreditedmembers）

DifferencesandScopeofAccreditation:Eachofthethreemain

agenciesassessesandauditsabusinessschoolaccordingtodifferent

interpretationsofcriteriaandscopeasexplainedinchartbelow:

―215―

Criteria AACSB AMBA EQUIS

1）Scopeofac-

creditation

AACSBhasthe

broadestscope,asit

accredits manage-

mentandaccounting

programsattheen-

tireuniversity（e.g.

management pro-

gramsatthebusiness

schoolandtheschool

ofengineering）and

grantsuniversity-

wideaccreditation.

AMBAismostfocused

accreditsonlythebusi-

nessschool・sportfolios

ofMBA（full-time,part-

time,executive,dis-

tance-learning）,MBM,

MScInt・lManagement

&DBA（alsoknownas

DMgtinChina）.

EQUIS・sscope

ranksinthemid-

dle,asitaccredits

thebusiness

schoolbutnot

universityorspe-

cificportfoliosof

programs.

2）Duration/

process

AACSB:2�7years AMBA:9�18months EQUIS:2�3years

3）Reaccredita-

tion

AACSB:fullre-

accreditationevery5

or10years（the10-

yearaccreditationis

beingphasedout）

AMBA:fullre-accredita-

tionevery3or5years

（1-yearaccreditationis

anexception）

EQUIS:Every 3

or5yearsfullre-

accreditation

4）Schoolaudit

team

AACSB・speerreview

teamincludesdeans

andbusinessschool

administrators

AMBA・sassessment

teamincludesdeans,

A/deans,directors&

AMBArepresentative.

EQUIS・steamin-

cludesonly

deans.

5）Evaluation

reportcontent

AACSB・sreportre-

flectscompliance

withtheAACSBstan-

dards

AMBA・sreportincludes

compliancewithcrite-

ria,commendationsand

recommendations

EQUIS・sreport

reflectscompli-

ancewiththe

EQUISstandards
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6）Criteria/

Standardssize

AACSB:77pagesfor

BusinessAccredita-

tion;36pagesfor

AccountingAc-

creditation

AMBA:24pages（9

pagesforMBA;9pages

forMBM;6pagesfor

DBA）

EQUIS:67pages

7）Quantitative

vs.Qualitative

AACSBhasmore

quantitativecriteria

（checklists）

AMBAhasmorequali-

tativecriteria

EQUISisamix

8）Internation-

ali-zation

AACSBconductsthe

evaluationagainst

theschool・sownmis-

sion,soAACSBhas

nointernationaliza-

tionrequirementun-

lessitispartofthe

school・smission.

AMBAhasinternation-

alizationcriteriaforre-

search,curriculumand

studentenrolmentand

reviewedinaregional

context

EQUIShasstrict

requirementson

internationaliza-

tion.

9）Facultynum-

bers

AACSB:prescribed

facultyratios（AQ/

PQratio）

AMBA:noprescribed

faculty-to-studentsratio

EQUIS:prescrib-

edminimumfac-

ulty

10）Visitingfac-

ulty

AACSBdisapproves

ofheavyuseofvisit-

ingfaculty.

AMBAallowsthevisit-

ingfacultymodel＝vis-

itingfacultyareman-

agedbycorefaculty

（qualityandcoursecon-

tentismonitored）.

EQUISdisap-

provesofheavy

useofvisiting

faculty.

11）Research

Intellectual

Contributions

AACSBrequiresre-

searchinlinewith

themissionofthe

schoolunder3cate-

gories― basic,ap-

plied&instructional.

AMBArequiresre-

searchandpublications

ininternationalrefereed

journalsorproofof

impactfulresearchat

nationallevel.

EQUISrequires

researchwithan

internationaldi-

mension.

12）Program-

specificcrite-

ria

AACSBhasnopro-

gram-specificstan-

dardssinceitevalu-

atestheentireuniver-

sity.

AMBAhasprogram-

specificcriteria:（a）at

least3yearsoffull-time

workexperienceadmit-

tedtoMBA（b）atleast

500contacthoursfora

full-timeMBA & mini-

mumof120contact

hoursforadistance-

learningMBA;（c）at

least20enrollmentsin

anMBA.

EQUIShasno

program-specific

standardssinceit

evaluatestheen-

tirebusiness

school.

13）Accredita-

tionagency

feescharged

AACSB:$17,500for

initialbusinessac-

creditation（or$26,800

AMBA:・22,000forini-

tialaccreditationor

・15,000forre-accredita-

EQUIS:・38,675

fora5-yearinitial

accreditationor



SeveralBusinessSchools・self-reportsalsoseem toprovideevi-

denceofafairamountofcurricularchangesthatrelatetoglobaliza-

tion. Thus,the2009CurricularInnovationStudybytheMBA

Roundtablefoundthat69percentofthe232respondentprograms

reportedthattheyhadmadeasignificantrevisiontotheirMBAcur-

riculum withinthepreviousfouryears.And47percentofallpro-

gramsreportedthattheyhadprovidedmoreemphasisonglobalper-

spectives,which camein justbehind thathardy perennialof

leadershipdevelopmentofferings（49percent）［2］.

AccordingAACSBreport［12］:Thefieldofmanagementeducation

isamidthethirdgreatwaveofdevelopment,viz:

・Thefirstwavestretchedoverdecades,evencenturies,asinstitu-

tionssoughttoidentifyanddevelopabodyofknowledgethat

wouldservetoelevatethepracticeofbusiness.Thiswavewasone

ofentrepreneurshipandinnovation,inwhichbusinessschoolsex-

perimentedwiththeformandcontentofeducation;

・Thesecondwave,whichbeganafterWorldWarII,markedthe
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forbothbusinessand

accountingaccredita-

tion）.Inaddition,an

annualbusinessac-

creditationfeeis

charged:$4,500annu-

allyfora5-yearac-

creditationcycleor

$2,500annuallyfora

10-yearaccreditation

cycle.

tion. re-accreditation

and・32,725fora

3-yearinitialor

re-accreditation.

14）Int・laccredi-

tation

42countries 46countries 38countries

Sources:TheEconomist（Oct15,2011）.Istimerunningoutforbusinessschoolsthat

aren・tquiteelite?http://www.economist.com/node/21532269;AACSBStand-

ards;http://www.aacsb.edu/accreditation/standards.asp;AMBA Criteria

http://www.mbaworld.com/accreditationcriteria;EQUISStandardsandCri-

teriahttp://www.efmd.org/accreditation-main/equis/equis-guides;http://

www.aacsb.edu/accreditation/fees.asp;http://www.efmd.org/index.php/ac

creditation-main/equis/equis-fee-structure



intellectualizationofmanagementeducationandwascharacter-

izedbytheadventofrigorousresearch,acanonofbroadlyac-

ceptedideas,theprofessionaldevelopmentofeducatorsindoctoral

programs,andstandardsofqualitythatwerereflectedinaccredi-

tationprograms.Insomerespects,thesecondwavereflectedthe

growingprofessionalizationofmanagementitself.

・Thisthirdwavepromisestobenolesstransformational:itisthe

waveofglobalization.Thiswaveischaracterizedbysurgingde-

mand,engagementofinstitutionsacrossborders,wideningaccess

tohighereducation,risingacceptanceofthevalueofbusinessde-

greesworldwide,thereachforglobalbrandsineducation,andthe

useoftotallyneweducationalformatsthatexperimentwithnew

technology,travel,andlocalexperiences.Rarely,ifever,havethe

world・sbusinessschoolsexperiencedchangeasfar-reachingand

powerfulasthecurrentwaveofglobalization

・Influencingmanagementeducationtochangewithtimesisthe

significanceofthe2008�2009globalcrisisandimpactonthenew

globalagendaofthenewworldorderbecomeunveiled,onthe

backdropoftheworsteconomiccrisissincethegreatdepression,

demandingnewapproachesandstrategiesformanagementeduca-

tiontoovercometheconsequencesof:thecurrenteconomicperilsin

Europe,Euroissuesandaccompanyingemploymentproblems.

coupledwithnationaldebtcrisesexemplifiedbytheUSdebtceil-

ingdebateof2011;

・Inthesecondhalfoftheperiod,wewitnessedthecollapseofthe

creditsystemandarapidspreadofthebiggestandmostconta-

giouseconomicrecessioninourlifetime.

・Thiscrisishaspresentedtheinternationalcommunitywithsome

needs:（a）designandimplementglobalrecovery,（b）reformofthe

IMFtocopewitheconomicdistressinthedevelopingcountries,（c）

internationalfinancialregulation,（d）reformoftheinternational

monetarysystem,（e）diversecallstorethinkglobalcapitalism
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（withmorequestionsraisedthananswers）

・Theresultantdeclineofglobaleconomicgrowth,worldtrade,and

investmentisimmeasurableinitsimpactonmanufacturingjobs,

employmentinallsectors,consumptionandstandardsofliving

world-wideaskingtheimportantquestion-whathaveBusiness

SchoolstaughtMBAs/mangers?

・Thisnewscenarioaddsanoteofurgencytonewinitiativese.g.

likePRME:aglobalcalltochangethecurriculum,researchand

learningmethodsofmanagementeducation,incorporatingatthe

coreofthevision,thetoolsandtheskillstaught,thevaluesex-

pressedbyPrinciplesforResponsibleManagementEducation

（PRME）oftheUnitedNationsGlobalCompact[UNGC].［10］

TheUNGCPrinciplesforResponsibleManagementEducation

｛PrinciplesforResponsibleManagementEducation｝（PRME or

・Prime・）［10］Asinstitutionsofhigherlearninginvolvedintheeduca-

tionofcurrentandfuturemanagerswearevoluntarilycommittedto

engaginginacontinuousprocessofimprovementofthefollowing

Principles,reportingonprogresstoallourstakeholdersandexchang-

ingeffectivepracticeswithotheracademicinstitutions:

Principle1.Purpose:Wewilldevelopthecapabilitiesofstudentsto

befuturegeneratorsofsustainablevalueforbusinessandsocietyat

largeandtoworkforaninclusiveandsustainableglobaleconomy.

Principle2.Values:Wewillincorporateintoouracademicactivi-

tiesandcurriculathevaluesofglobalsocialresponsibilityaspor-

trayedininternationalinitiativessuchastheUnitedNationsGlobal

Compact.

Principle3.Method:Wewillcreateeducationalframeworks,mate-

rials,processesandenvironmentsthatenableeffectivelearningexpe-

riencesforresponsibleleadership.

Principle4.Research:Wewillengageinconceptualandempirical

researchthatadvancesourunderstandingabouttherole,dynamics,

andimpactofcorporationsinthecreationofsustainablesocial,envi-
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ronmentalandeconomicvalue.

Principle5.Partnership:Wewillinteractwithmanagersofbusi-

nesscorporationstoextendourknowledgeoftheirchallengesin

meetingsocialandenvironmentalresponsibilitiesandtoexplore

jointlyeffectiveapproachestomeetingthesechallenges.

Principle6.Dialogue:Wewillfacilitateandsupportdialogand

debateamongeducators,business,government,consumers,media,

civilsociety organizations and other interested groups and

stakeholdersoncriticalissuesrelatedtoglobalsocialresponsibility

andsustainability.Weunderstandthatourownorganizationalprac-

ticesshouldserveasexampleofthevaluesandattitudesweconvey

toourstudents

ChinaEuropeInternationalBusinessSchool（CEIBS）becameasigna-

toryinstitutionofUnitedNation・sPrinciplesofResponsibleManage-

ment（PRME）in2008.Byvirtueofbeingimmersedinthebusiness,

educationalandgovernmentcommunity,theschoolisatthecenterof

conversationsrelatedtopublicpolicyandemergingtrends,suchas

sustainablebusinessandcorporatesocialresponsibility.Sinceits

launchin1994,theChinaEuropeInternationalBusinessSchool

（CEIBS）hasbuiltasolidreputationastheleadinginternationalbusi-

nessschoolinAsia.CEIBSisanot-for-profitjointventureofthe

ChineseGovernmentandtheEuropeanCommission.Itistheonly

China-basedbusinessschoolthathasachievedtop-tierglobalrank-

ingsforitsMBA,EMBAandExecutiveEducationprograms.The

schoolhasheldtherankingof#1inAsiaforitsMBAprogramsince

2004andwasranked#8worldwidein2008bytheFinancialTimes

annualglobalsurvey.CEIBSistheonlybusinessschoolinmainland

Chinathathasearnedinternationally-recognizedaccreditationboth

byEQUISandAACSB.ItsaffiliationwithPRMEcementedCEIBS・

focusuponeducatingresponsiblebusinessleaders.Issuesofcorpo-

ratesocialresponsibility,sustainability and businessethicsare

woventhroughthecurriculumandthefabricofdailylifeandinter-
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actionsamongourmulti-cultural,diversestudentandfacultypopula-

tions.Theresultisauniquelearningenvironmentthatisamicro-

cosmoftheglobalbusinesscommunity.CEIBSreport（2009）summa-

rizesthemyriadactivitiesoccurringin2008thatrelatetoandsupport

thePrinciplesofResponsibleManagementEducation（PRME）set

forthintheUnitedNationsGlobalCompact.［4］

Inthe1960stheprimaryfocuswasundergraduatedegreesand

executiveprograms.Acallforcurricularinnovation,responsiveness,

andimprovedqualityinbusinesseducation,wassparkedin1959,

withthereleaseoftwo・FoundationReports・.Thesecriticalreports,

Gordon&Howell・s（FordFoundation）study・HigherEducationfor

Business・,andPierson・s（CarnegieCorporation）study,・TheEduca-

tionofAmericanBusinessmen・changedthescopeandrespectability

ofmanagementeducation（AACSB,1966;Daniel,1998;Hugstad,1983;

Porter& McKibbin,1988）.GordonandHowell（1959）commented

・Industrydemandedstrongleaders,oneswhopossessedtheneces-

saryskills,knowledge,andflexibilitytokeeppacewithchangesin

business.・TheauthorwasassociatedwithJim Howell（1959/60）

whencehewasonaStanfordteam oftheInternationalCentrefor

ManagementEducation,conductingexecutiveseminarsinSriLanka

asacounterpartlecturerassistedinpioneeringtheintegratedman-

agementeducationinSriLankainthe1960s.Todaybusinessschools

areexpectedtobemuchmorecustomer-focused,entrepreneurial,and

self-reliant.Andperhapsmostimportant,todaybusinessschools

needtobemoreglobalbutactlocalinplanning,organizingandstaff-

ingtheircoursestomeetwiththechangingtimes.［13］

Managementeducationhasenteredaperiodofprofoundtransi-

tion― drivenbyglobalization,technology,demographics,andpress-

ingsocialimperatives.Becausemanagementeducationisaninvest-

mentinthefutureofbusiness,it・simportanttounderstandthe

challenges,opportunities,potentialrisksandrewardsassociatedwith

thistransition.Inlightofrecentdevelopmentsinmanagementedu-
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cation,itispossibletoconcludethatthefuturenotonlyholdsexcit-

ingopportunities,butalsoposesseriouschallengesforbusiness

schools.Allstudies.IncludingAACSBreportleaveslittledoubtthat

thedemandformanagementeducationwillcontinuetogrow.Italso

showsthat,insomeways,theindustryhasbeenevolvingtocope

withthechangingenvironment.Forexample,thenumberofbusi-

nessschoolsandprogramsworldwidehasexpandedquicklyinre-

sponsetoincreaseddemand.Itwouldbenaturaltobeoptimistic

aboutthefutureofmanagementeducationbasedontheseobserva-

tions.But,AACSBreportsaysthatthereareseveralissuesofmajor

concern.・How willweaccommodatefuturegrowthinlightofre-

sourceconstraintsandqualityconcerns?Howdowebalanceglobal

aspirationsagainstpressinglocalneeds?Howwillweassurequality,

giventremendouspressurestocutcosts?Howwillwesustainschol-

arshipinbusinessschoolswhendoctoraleducationhasnotkeptpace

withgrowthinundergraduateandmaster・senrollments?Howwill

wecontinuetoalignprogramsandcurriculawiththeever-changing

needsoforganizations?Althoughtherearenoeasyanswerstothese

questions,thechallengesembeddedwithinthemarenotinsurmount-

able・.［13］

SantiagoIniguezdeOnzono,DeanIEBusinessSchoolcomments:

・Managementcanbeoneofthenoblestprofessionsintheworld.It

createsgrowth,wealthanddevelopmentinsociety,providesjobs,

fostersinnovationandimproveslivingconditions.Goodmanage-

mentisoneofthebestantidotestomostoftheworld・sillnessessince

itpromotesconvergenceandunderstandingamongcivilizations.In

timesofcrisiswhatisneededismoreentrepreneursandbetterman-

agement.Atthesametime,thecurrentcircumstancesprovidethe

arenawheretrueleadershipistestedandwheremanagerscaniden-

tifynewopportunitiesorreinventtheirexistingbusinesses:itistime

forthesurvivalofthefittest,inDarwinianterms,orforthebirthof

new speciesthatbetteradapttothisnew environment.Timesof
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crisisprovidethebreedinggroundforentrepreneursandinnovators

andmanymajorcompanies,likeGoogle,werecreatedinadversecir-

cumstances.・ Heidentified numberofinitiativesthatbusiness

schools・deans,directorsandfacultycanimplementinordertocon-

frontfuturecrisisandbetterservetheirsocialmission,viz［14］:

a） Cultivateconstructiveinteractionwithdifferentmanagement

stakeholders,particularlygovernments,sincetheywillbecome

pivotalplayersintheeconomyasregulators,shareholdersand

investorsinthecomingyears.

b） Realignacademicresearchwiththeneedsoftherealbusiness

worldand

c） DevelopaNewGenerationofFaculty

ManagementEducationfrom1959toPresent

― GoingGlobal

Beforeproceeding,itmustbesaidthatthecurrentwaveof

globalizationanditsimpactontheglobaleconomydiffersfromprevi-

ousperiodsofeconomicintegration.Theimplicationsfortheglobal

economy,foryearstocome,arebothpositiveandnegativedemand-

ingurgentlyneedactionsbymorethanthetraditionaladvancedeco-

nomicpower［s］.Differentaboutthisperiodofintegrationistheex-

pectationsanddeliberationsoftheG�20leadersof2009,includingthe

BRICKS.Argumentspresentedconcentrateonthreeaspects:

First,thesheerscaleoftheglobalizationprocessisunprece-

dented;second,therelativesizeoftheemergingeconomies［BRICKS］

beingintegratedintothecoreoftheglobaleconomymeansthattheir

policiesmatterforadvancedeconomies,aswellasfortheirown;and

third,thewidespreadadoptionofsupply-chainmanagementbybusi-

nessfurtherenhancesthedepthofintegration.・［UniversityofOulu,

2008WhitePaperonWhatisGlobalization?］Thisintegrationhasad-

vancedactivitiesinthevaluechainamongtheemergingeconomies
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ofBRICKSthatinclude:

［i］ inboundlogisticsactivitiesthatinvolvereceivingandmanag-

ingrawmaterials;

［ii］ operationsactivitiesthattransform raw materialsintosemi-

finished,componentpartsandfinalmanufactureofproductsor

creationofservices;

［iii］outboundlogisticactivitiesthatdeliverfinishedproductsto

customersword-wide;

［iv］marketinganddistributionactivitiesthatcreatemarketing

strategiestocompeteinprovidingtargetmarketconsumers

withproductsorservices;and

［v］ providepost-salecustomersupportforproductsorservicesthat

enhancecustomerretention.

Theseactivitiescoupledwithbestpracticesinthevaluechain

in-turnfosterfurtherproductionofproductsorservicestomeetthe

increasingmarketrequirementsofnotonlydevelopednationsand

BRICKS,butalsothenew-entrantfirmsandentrepreneursofother

nationsinpursuingeconomicdevelopment.Innotingthedifference

thatcharacterizesthesheerscaleoftheglobalizationprocess,itis

vitaltodiscusstherelativesizeofBRICKSemergingmarketsand

theirpoliciesmatter.Itisevidentthatcurrenteconomicpoliciesof

emerging-marketBRICKScountrieshaveimprovedthewelfareof

boththeircitizens,alleviatedpovertyandbroughtinalargenumber

ofneighboringcountriesintoFTAsandgrowthtorestoftheworld,

throughthegainsfrom trade.Correspondingly,amajoreconomic

advantagethatglobalizationhasmadeadifferenceisaddvalueto

raw-materials,componentpartsmanufactureofdevelopingcountries,

prominentareBRICKSnations,toengageinglobalsupply-chains.

Advancesininformationtechnologies,specializedproductionproc-

esses,andreducedcommunicationandtransportationcostshaveall

ledtoawholenew rangeofsemi-finished/componentparts,goods

andservicesbecomingtradable.Forexample,overthepast30years,
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theshareofimportsasapercentageofmanufacturingproductionhas

tripled.

Inlightofthesedevelopmentsimpactingonmanagementeduca-

tion,withglobalrecoverythefuturenotonlyholdsexcitingopportu-

nities,butalsoposesseriouschallengesforbusinessschoolstoin-

creasequalityofcurriculaanddeliverysystemsofrelevancyand

currency.Theglobaleconomy・sunstoppableglobalizationhasaccel-

eratedandglobalbusinessmanagementskillsneedhavesharplyin-

creasedbecauseofthefollowingpredominantfactorsandinfluences:

1. Thecontinuedoilpriceescalationfollowingthenationalization

ofpetroleumproductionandpricesettingpowerbyOPEC,taken

awayfromoilmultinationalsin1974andresultantdrasticim-

pactonUSA&globaleconomy;butexpandedglobalbusinessby

OPEC/oilrichnationsandmanagementeducationstartedat

manyuniversities;

2. TheriseoftheJapaneseautoindustryandaccompanyingoil

shocksI[1974]&,II[1980]resultedinoverallautomobilequality

andtechnologicaladvances,settingprice-warsbasedonMPG

savings― redefiningadvertisingandmarketingeducation;.

3. TheriseofsemiconductorindustryandmanufacturesinAsia,

supplychainsandexpandedinternationaltradeaffectedUSA�

EUdominance;

4. NAFTAandEUeconomiesbecamemorecloselyintegrated;and

withJapandominatedtrade&investmentflowsinaTRIAD,

createda・JUG・fortressnowovertakenbya・QUNITET・（JUG

plusCHINDIA）;

5. ThefalloftheSovietUnion,creationofthecommonwealthof

independentstates[CIS�12]openednewmarketsandtrade;

6. Thetelecommunicationsboom thatincreasedtheamountof

fiberopticcableavailabilityaroundtheworldandinternet

growthrevolutionandtriggeredmuchdisintermediationusing

newchannelstoreachcustomersatlowcost.Indeedthespeed

―225―



ofchangeiscloselyalliedtothegrowthofcommunications.

Developmentsininformationandcommunicationtechnologies

havebeenexponential.

7. Burgeoning technological,low-costtelecommunicationsand

transport/logisticshaveincreasedparticipationofBRICKSand

EMCsinthenewglobaleconomicarchitectureandnewbusiness

paradigmsreshapingworldstradecreatingnew demandson

managementskills;

8. Theworld・smostpopulousChineseeconomy・sopeningup,at-

tractsFDIcreatingnewbusinessandexportfortetoleadglobal

exportsandhasamassedthelargestforeignreservesinthe

world;

9. The2ndlargestpopulatedIndianeconomy・sreformscominga

decadelaterthanChina・s,createdanIT/businessservicespow-

erhouse.

10.Since1990,nearly3billionpeoplehavebeenaddedtotheworld

economywithCHINDIA・s[China& India]middleclassap-

proachingabillioninthe2nddecadeofthe21stcentury.

11.New-to-marketentrantsandentrepreneurshaveopportunitiesto

gobeyondtraditionalexportingtovariousmodestoenterthe

globalcompetitivemarketplace;

12.Insum:Globalizationisafactoflifefrom whichwecannot

retreatandthesechangesintheNewWorldOrder・sglobalecon-

omyandworldtradingsystemhavemadeasignificantimpact

oncompetitiveforceswheresuppliers/vendorshaveaccessto

largernumberofemergingmid-classcustomers― openingthe

doorforteachingmaterial,researchandcasedevelopmenttobe

intunewithchangingtimes.

JosephStieglitz（2002）inGlobalizationanditsDiscontentswrote:

Globalizationisitselfacomplexforcethataffectsallaspectsofour

globalandnationalmanagementeducationsystems.Globalization

hasbroughthugebenefits― EastAsia・ssuccesswasbasedon
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globalization,especiallyontheopportunitiesfortrade,andincreased

accesstomarketsandtechnology.Globalizationhasbroughtbetter

health,aswellasanactiveglobalcivilsocietyfightingformorede-

mocracyandgreatersocialjustice.

Globalizationandreform:necessaryconjunctionsinmanagement

education.The2008GlobalFoundationforManagementEducation

Reportidentifieskeychallengesforthefutureofmanagementeduca-

tionandoffersanumberofrecommendationsdesignedtostimulate

coordinationandcollaborationwithintheglobaleducationcommu-

nity.Thereportalsoseekstoengagebusinessandgovernmentlead-

ersasactiveparticipantsinshapingthefuturedevelopmentofbusi-

nessschools.Indeed,manygroupshaveastakeinthesuccessof

globalmanagementeducation,whichimpactsnotonlythesuccessof

individualbusinesses,butalsonationalcompetitivenessandeco-

nomicgrowthonaglobalscale.Acknowledgedit・sbusinessorbusi-

nessschoolsthatleadthewaywhenitcomestonew ideas,ap-

proaches,orpracticesThenthequestionaskedtodayiswithMBAall

overthebusinesslandscapewhydidalleconomicperilsandillsof

moderntimesandwhytherecoveryisdelayingallovertheworld.

AskingmorequestionsoftherelevancyofMBA?Howwillwecon-

tinuetoalignprogramsandcurriculawiththeever-changingneeds

oforganizations?Inthiscontext,GFMEreport［2008］concludesthat

・thefuturenotonlyholdsexcitingopportunities,butalsoposesseri-

ouschallengesforbusinessschools.・

Aswehaveembarkedonthe2nddecadeofthe21stcenturychar-

acterizedbytheNew WorldOrder,managementeducationhasen-

teredaperiodofprofoundtransitiondrivenbyglobalization,technol-

ogy,demographics,andpressingsocialimperatives.Becausemanage-

menteducationisaninvestmentinthefutureofbusiness,it・s

importanttounderstandthechallenges,opportunities,andrewards

associatedwiththistransitionthatalsoaccompaniedeconomicre-

formsandtradeliberalizationinChinaandIndia― joiningUSAas
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thelargestemergingmarketsformanagementeducation.According

toTheEconomist（Oct15,2011）inanarticleTroubleinthemiddle―

Istimerunningoutforbusinessschoolsthataren・tquiteelite?― signi-

fiesUSA・wagesarebecomingahugedrainonresources,risingtui-

tion（over60％ overthepasttenyears）atatimewhenenrollmentis

falling;forAmericanmid-levelschoolsisdown20％ overthedecade.

Incomparison,theschoolsattheendsofthespectrum lookmore

appealing.Lower-levelprogrammes,whichharbournoambitionsto

beinternationalplayersandarenotcoveredinourranking,aresee-

ingapplicationsrise.Theyaremuchcheapertoattendandoften

offeradiscountforlocalstudents.Forthosetakingtheincreasingly

popularpart-timeoronlineprogrammes,thereisnoreasonevento

leavetheirjobs.・

Asthepoolofdomesticapplicantshasfallen,manyAmerican

schoolshavecometorelyonstudentsfrom emergingeconomiesto

filltheirprograms.・TheinfluxofAsianstudentstoAmericamay

peteroutwithChinaandIndiafuriouslyinvestinginbusinesseduca-

tionprogrammes;brand-nameschoolssuchasINSEADandtheMIT

areopeningfranchisesinAsia.DipakJain,thedeanofINSEAD

（quotedinTheEconomist）・believesthatstrongWesternschools

mightstillhaveanadvantageforasmuchas20years.Butbusiness-

schoolcasestudiesarelitteredwithcompaniesthatdidn・tappreciate

howfastoverseascapacitywasgrowing.・Asianbusinessschoolsstill

havealongwaytogrowaccordingtoTheEconomistthatcurrently

hasrankedjusteightofthem amongtheworld・stop100.Ofthese,

onlyone,theChinaEuropeInternationalBusinessSchool（CEIBS）,

canbefoundonmainlandChina;ithascampusesinBeijing,Shanghai

andShenzhen. India,too,hasonlyone:theIndianInstituteof

ManagementinAhmadabad（IIM�A）.

TheEconomist（2011）adds:・Itisthetipofasubstantialiceberg.

AACSBreckonsthattheremaybe1,500businessschoolsinIndia,and

otherestimatesputthefigureashighas2,500.Butperhapsonly20
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couldaspiretobecomeinternationallycompetitive,saysPankaj

Ghemawat,aprofessoratIESEbusinessschoolinSpainandauthorof

・World3.0・,abookonglobalization.Todosotheywillneedtohire

teacherswhocostmorethantheycancurrentlyafford.IIM�Amay

have552applicantsforeachplaceonitsPost-GraduateProgramme,

consideredtheequivalentofanMBA（Harvard,bywayofcompari-

son,has11）butitonlychargesatuitionfeeof$38,000.InChina,

wheremorethan30,000MBAstudentsareenrolledinthecountry・s

184state-approvedprogrammes,thelackofgoodbusiness-school

teachersremainsaproblem.HaiyongMa,oftheChangchunUniver-

sityofScienceandTechnology,saysthatmanyaredrawnfromdisci-

plinessuchasengineeringorthesciencesandfew haveanyreal-

worldexperienceofbusiness.Indeed,inmanycasestheuniversities

banthemfrompursuingoutsidebusinessinterests.・Intime,though,

Asianandotheremerging-economybusinessschoolswillbeableto

attacktheincumbentsonasecondfront:theircurriculums.Forallits

claims,saysMrGhemawat,businesseducation isfarfrom a

globalisedindustry. HecitestheexampleoftheUniversityof

Chicago,which・proudlypointsoutthatitrunsprogrammesinthree

places［Chicago,LondonandSingapore］andhasexactlythesame

contentineachofthem.・・Wouldn・tyouwant・,hegoeson,・some

differentiationonthatbasis?・Emerging-economyschoolshavean

opportunitytoofferbusinesseducationthat・sglobalisedfrom the

get-go.・Only7％ oftheresearchpublishedinthetop20management

journalslastyeardealtwithanykindofcross-borderissues,Mr

Ghemawatsays,・pointingtoafacultariatoutoftouchwiththetimes.

Andcasestudies,thecommonmethodofteachingatbusinessschool,

arenotoriouslyAmerica-centered.Onlyaroundathirdofthosepub-

lisheddealwithanissueoutsideofAmerica.Just14％ percentdeal

withacross-borderissueinanyway.Andinonly6％ ofcasestudies

isthecross-borderissuecentraltowhatisbeingtaught.・

TheEconomist・s（2011）alsoobserves・Astheglobalmarketfor
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business education grows more cut-throat,America・s non-elite

schoolsareinseriousdanger.Theyhavetwooptions,eitherofwhich

wouldinvolveradicallyre-engineeringtheirbusinessmodel,asthey

mightputit.Oneoptionistocutshortthetwo-yearMBA.Inmuch

oftheworld,andparticularlyinEurope,studentscompleteMBAsfar

morequicklythantheydoinAmerica.AtINSEADthedegreelasts

justtenmonths.Yetofthe20schoolswhosestudentsearnmostupon

graduationonlyStanford,Harvard,Wharton,Berkeley,MIT and

Chicagoaretwo-year,Americanprogrammes.Theotheroptionisto

moveawayfromthegeneralistMBA.Tocompeteforstudentsfrom

thewiderworldsomeschoolsmayneedtospecialize・.Onewaytodo

thisistodivertmoneyintonicheresearchcenters,forexamplein

renewableenergyormedical-sectormanagement,thusattractingstu-

dentskeentoforgeacareerinthoseareas.・Anotheristopiggyback

onexcellenceelsewhereintheuniversity.Butitmaybehardtoput

intopracticebecauseacademicsareconservative,atleastwhenit

comestotheirownlives.Persuadingthemtochangewilltaketime.

Yetformanybusinessschools,timemayberunningout・.The

Economist（2011）concludes:・Asbusinessprofessorsteachtheirstu-

dents,failureisanessentialpartofanydynamicmarket.Ashakeout

ofmid-rankingbusinessschoolswouldhurtthefinancesofalotof

universities,whichwouldbenasty.Buteventhethreatofitshould

spurinnovation,andperhapsdelivertobusinessstudentsthatmost

elusiveofprizes:valueformoney.・

BrandRecognitionofManagementStudies

&BusinessSchools

ThestrongbrandslikeStanford,LBS,MIT,Harvard,INSTEAD,

IIM,CEIBS,allow theseinstitutionstodraw thetalentandthere-

sourcestheyneedtoachievetheirmission.AccordingtotheDeanof

INSEAD［16］.
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・Inthecaseofabusinessschool,thebrandispartlysupportedby

theschool・sreputation（especiallythereputationofitsfacultyand

programs）aswellasthevisibilityandsuccessofitsalumni.Clearly,

schoolswithastrongbrandwillattractandretainthebeststudents,

faculty,staffandcorporatesponsorsforendowedchairsandfellows

withintheirtargetedmarketsegment. Thechallengeforthese

schoolsistogobeyonddeliveringadegree.Theymustdelivera

life-changingexperiencetotheirstudentssothattheiralumniwill

say,forexample,・IwenttoINSEAD・andnot・IhaveanMBA.・

AACSB in itsNEWSLINE presenting ・A Business School・s

IngredientforaSuccessfulBrand・states:・Abusinessschool,forall

intentsandpurposes,islikeachocolatechipcookie.Differentingre-

dients（superiorfaculty,sceniccampus,primelocation,competitive

programs,andgraduateemploymentratesetc.）mixedtogetherto

meettheneedsofstudentsseekingthebestmanagementeducation.・

Asthemarketforbusinesseducation becomesincreasingly

crowdedandcompetitionbetweenprovidersintensifies,B�schoolsin

thematuritystageoftheproduct-life-cyclemuststrengthentheir

brandstodifferentiatethemselvesiftheywanttocontinuetoattract

thebesttalentandreceiveendowments/fellows.Astrongbrandis

onewaytohelp・consumers・ofmanagementeducation（studentsand

companies）rankandrecognizetheB�Schools.Forleadingschools,

beingrankedamongtheworld・sleadinginstitutions,byWSJ,Forbes,

BusinessWeek,USN&WR,FinancialTimes,TheEconomist;iscru-

cialtomaintainingbrandawareness.Formostschools,beingaccred-

itedbytheAssociationtoAdvanceCollegiateSchoolsofBusiness

［AACSB］andEQUIS（EuropeanQualityImprovementSystem）,the

accreditationarm oftheEuropeanFoundationforManagement

Development,couldbeessentialiftheywanttoattractqualitystu-

dents,particularlyforeignstudentsasadvocatedbymanyemerging

countriesincludingSriLanka.
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MBAComesofAgebutDemandsChangewiththeTimes

MBA［MasterinBusinessAdministration］,isconsideredtheflag-

shipofbusiness/managementeducation.TheMBAcangeneratesig-

nificanttangibleandintangibleinputstograduates・careersandtheir

employingorganizations.HavinganMBAcontributesconsiderably

tograduates・humancapital.Employersmayprofitfromsuchcontri-

butions,whileanindirectpositiveeffectisimpliedatthenational

level.TheMBAistheclosestthingtoaqualificationtomanagescien-

tifically.Itgeneratespositiveoutcomesandleadtogoodmanage-

mentandbestpractices.Clearly,theeconomicenvironmentofbusi-

nesshaschangeddramaticallyoverthelast20years,andthemanage-

menteducationmarketischangingglobally.Literatureidentifies

curricularchangestoMBAprogramsoccurinresponseto:（a）ac-

creditationrequirements,（b）criticalfeedbackfrom industry,alumni,

andstudents,（c）competitiverankings,（d）programinnovationandim-

provement,（e）theglobalizationoftheMBAmarket,（f）technological

advancesinbusiness,（g）internalresourceandstructureissues,and（h）

tomaintaincompetitivemarketsharefrom bothtraditionalandnon-

traditionalcompetition［AACSB,2002;Hahs,1999;Kedia,1998;Kemel-

gor,Johnson,&Srinivasan,2000.Porter&McKibbin,1988］concluded

thatbusinessschoolsfaceanalmostimpossiblechallengeofmeeting

eachconstituenciesexpectationsanddoingsowithintheconfinesof

availableresources.Theycontendthatinorderforbusinessschools

tomeetthischallenge,apriorityfocusmustbegiventofourcritical

areas:（a）continuousqualityassessment,（b）continuousattentionto

theory/practicelinkages,（c）continuousadaptabilitytochange,and（d）

continuousinnovation.
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UnfinishedBusiness― Rationalefor

ManagementEducationReform

ThereareanumberofpressingissuesfacingBusinessSchools

impartingmanagementeducationprogramsattheundergraduate,

butequallyimportantatMBA/EMBAandPhD/DBAlevelsbrought

aboutinthelastdecadetheyinclude:

1. Effectsofglobalizationdrivers/forcesshapingthenewglobally

competitivemarketplaceandimpactonmanagementeducation;

correspondinglydemandsbusinesscourses/contentsofrele-

vancyandcurrency.

2. Globaleconomicandindustrialgrowth,shiftsindemographics,

initiativesthatexpandaccesstohighereducationnotonlyfor

youngpopulationsbutalsoforworkingprofessionals.

3. Impactofsustainableeconomicgrowthandjobopportunitiesare

drivenbyFDI,internationaltradeandexport-ledindustries,IT

businessservicesandsupportingmanagerialskills.

4. ・Aglobaleconomyinwhichanythingcanbemadeanywhere

andsoldanywhereelse・demandmanagerialskills.

5. Needforanefficientadministrativemachineryneedsmanage-

rialskillsinfacilitatinggovernmentagenciestoimproveabsorp-

tivecapacityorientatedtodevelopmentgoals.

6. RapidgrowthofBusinessSchoolsglobally,butshortageof

highlyqualifiedfacultyandwhatopportunitiesexisttoremedy

shortfalls

7. Needtointroduce・softerskillsintothecurriculumwhilepre-

servingthemoreanalyticalandconcept-basedcourses;

8. Effectsofinformationandcommunicationtechnologieson

teachingandlearningmethods,includingusingeducational

technologies.Businessmovesintoaneraofbrain-powerindus-

tries;
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9. Informationtechnology[IT]andpedagogicalusesofITwillalso

becriticalinpreparingthebusinessschooltomakethestrategic

choicesnecessarytoexcelinanetworkedknowledgesociety.

10.Needtoachievefinancialbalanceandwhethercurrentoralter-

nativefundingmodelsaresustainablefordevelopment/enrich-

mentoffacultyanddeliverysystems;

11.Needtoadoptmoreeffectivegovernancestructures,strengthen

reputationandbuilduptheschoolbrand[likeproducts]and

selectappropriatestrategicchoicestosecureitslong-termcom-

petitiveposition,

12.BusinessoffersopportunitiesforB�schoolstoinnovateand

strengthentheircompetitivepositiontoofferstate-of-the-artcur-

ricula/coursesthatmeettheneedsofcustomers,businessand

society.

13.Throughstrategicinvestmentsandaccreditation,manyschools

haveachievedhigherlevelsofquality.

14.EconomicintegrationcallsforstrengtheningBSchoolcurricula

emphasisonglobalperspectives

15.Furtherliberalizationofservicestradewilldemandnewman-

agementeducationskills

16.Managementeducation[skills]isaconditiosinequanonfora

sustainableeconomicdevelopmentandemphasizestheknowl-

edgeindustry.

17.Sustainingscholarshipenablesthechallengeofrecruiting/re-

tainingqualifiedstaff.

18.Lifelineofacademicbusinessschoolsisdoctoralfaculty,having

exposuretoleadingPhDprograms,staysabreastoftheexplod-

inggrowthofBusinessSchoolsacrosstheglobe,theirquality

curriculaandcoursedevelopmenttomeetchangingtimes.

19.LeadbyAACSBandEFMD・sEQUIS,andglobalaccreditation

systems,thereisagrowinginteresttofacilitatemultilateralcol-

laborationamongBusinessSchools.
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20.CriticsarguethatBusinessSchoolsdonotemphasizethedevel-

opmentofinterpersonal,communication,andleadershipskills,

butentrenchedfunctionalsiloswithincurriculadonotsupport

theholisticrequirementsofbusiness.

21.Twoobstaclesmakethischallengeparticularlydifficulttoover-

come.（a）Notenoughindustry-levelcollaborationsbetween

businessesandBusinessSchoolstodiscuss,debate,andjointly-

definethefutureofmanagementeducation,（b）complacencyor

status-quohavecreatedlimitedincentivestochange― much

lesschangequickly― inresponsetoemergingneeds.[Gfme]

22.QualityAssurance.Expansionhasbroughtgreaterdiversity.

BusinessSchoolshavedifferentmissionsandaspirations,fac-

ultycharacteristics,andfinancialmodels;andareembeddedin

awidearrayofcultures,histories,andadministrative/govern-

ingsystems.Diversityistobenurturedandcelebrated.Italso

fostersinnovationandcompetitionamongschools,distinctive

programswhichneedtobesupportedwithadequateresources

elseproliferationofcoursesmaybeofgreatconcerntodelivery

ofquality.[Gfme]

23.Globalaccreditations,suchasEFMD・sEQUISandAACSB,are

essentialtoensurequality,anddisseminateinformationrelated

toBusinessSchoolsandmanagementeducationstructures,

trends,curricula,courses,research&bestpractices.

24.Needforcollaborativeefforts― ledbyAACSB,EFMDand

involvingothermanagementeducationassociationsandre-

searchcenters[e.g.CIBERs&BIEgrantsinUSA]andagencies

aroundtheglobe― tocreateandmaintainaglobalclearing-

housefordataandinformationrelatedtomanagementeduca-

tionissuesreformsandinnovations.

25.FacilitateandencourageinvestmentsinPhD/DBAdoctoralde-

greeeducation.Intoday・sknowledge-basedenvironment,busi-

nessschools・mostcriticalassetisintellectualtalent.Ifnot
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addressed,worseningshortagesofdoctoralfacultywillhamper

theabilitytosupportgrowingdemandforqualitymanagement

educationskills.Theabilitytomeeteachofthesechallengesis

firmlygroundedinresearchandscholarlyapproachestoman-

agementeducation― unfortunately,therearenoquickfixesto

addressthecomplexcausesoftheseshortageswhenbuilding

programsofexcellence.Managementeducationis,bynomeans,

facinga・perfectstorm・.Thechallengesarenotinsurmountable,

butmanagementeducation leadersmustbeproactiveand

changewiththetimes.

TheFutureofMamagementEducation

― TheBestIsYettoCome!

Businessschoolshavebeenaroundfrom the20thcenturyand

stilloperatetodayunderthesamebasicmodelastheydid60years

ago― themodelconsistsofaphysicallocationwhereweassemble

faculty,attractstudents,delivercoursesandfinallyproducegradu-

ates.Astheforcesofglobalizationandcommunicationandinforma-

tiontechnologiesconverge,muchofthiswillhavetochangeandthe

production-basedmodelofthebusinessschoolwillhavetoevolve

intoonewheretheschoolbecomesaknowledgeandlearningnet-

work.Theschoolofthefuturewillnolongerbeaplace.Itwillcon-

sistofmultiple,interconnectedlocationsaroundtheworldasde-

scribedinthesectiononinternationalization.Individualsmaynot

onlygotoschool,but,theywilljoinanetwork,andwilldosofor

lifelonglearningandcontactbuilding.Thistransformation,ineffect,

movestheproduction-basedmodeltowardsamuchmorecustomer-

centric,・service-stationmodel・whereregulartop-upsofeducation

andnetworkingbecomethenorm.Overtime,theforcesofglobaliza-

tionwillfurtherstrengthenthelearningnetworkinourknowledge

universe.［JMD24:9］
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Then,thefutureoftheMBAdependsuponacademicinnovation

andeffortstocontinuallyimprovethecurriculum tomeetindustry

needs.WiththeproliferationofMBAprogramsworldover,curricu-

larinnovation,responsiveness,andimprovedqualityatboththeun-

dergraduateandgraduatelevelisengagingacademicsandbusiness

communityalike.Thebestwaytothefutureandthewayforward―

listentoandincorporatecustomer,constituencyinterestsandpursue

astrategicplanningmodelforreformwheretheuniversity・svision/

missionisawareofissuespertainingtomanagementeducationina

globalcontextthatfiguresprominentlyasillustratedinExhibitA1―

AStrategicPlanningModelforManagementEducationReform.

AStrategicPlanningModelforManagementEducationReform

Clusteredinto12focusareas（circled）belowinExhibitA1― A

StrategicPlanningModelforManagementEducationReformidenti-

fiestheissuestobeconcentrateduponandconstituenciestobe

servedandinteractedwithinreformingmanagementeducationto

supplythebusinessskillstomeettheurgentneedsofthetimes.This

modelisbasedonandassimilates:

1. The25pressingissues,presentedinPartI,facingBusiness

Schoolsimpartingmanagementeducationprogramsatundergradu-

ate,andequallyimportantatMBAandPhD/DBAlevels;

2. Thenewworldorderandglobaleconomicforces/issuesthat

haschangedthemanagementeducationlandscape,whichmakesaca-

demics,believers,asGfme［13］says:thatmanagementeducationand

developmentshouldnotandwillnotbeexemptfrom change― its

courseisbeingalteredrightnowbyuniversityleadersaroundthe

globe;

3. InnovationsofleadingB�Schoolsbroughtaboutinthetumul-

tuouschangesofthelastdecade（especiallythe2008�2009globaleco-

nomiccrisis）,coupledwithfindingsofreportspublishedbyAACSB,

GraduateManagementAdmissionsCouncil;EuropeanFederationof
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ManagementEducation,GRLI,UNGlobalCompact/PRME.

GlobalFoundationforManagementEducation（GFME）,how-

ever,believesthattherecentgrowthandincreasedintegrationre-

quiresleadersinacademia,businessandgovernmenttobeinformed

byaworldviewofmanagementeducation.Inthereport,GFMEchal-

lengesleaderstoconsiderhow managementeducationwillbeaf-

fectedbypowerfulglobalforces,includingacceleratingeconomic

integration,demographicshifts,advancesininformationtechnology,

andemergingprioritiesrelatedtosocialresponsibility,governance,

andsustainability.Economicintegration,itsays,willnecessitate

greateremphasisonglobalperspectivesineducationandskillsdevel-

opment,butnotattheexpenseoftheneedtodeveloplocallyrelevant

educationalresources.Rapidadvancesininformationandcommuni-

cationstechnologyoffermanyopportunitiestoexpandaccessto

managementeducationandefficientlydelivereducationalservices,

thoughtheimpactsofthistechnologyareunevenduetothedigital

divideamongandwithincountries.Long-term planningforin-
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frastructure,programs,andstaffingwillbeaffectedbydemographic

changes,suchasregionalincreasesordecreasesinthetraditional

tertiary-agepopulation,changesinconsumptionpatterns,population

migration,andacceleratingurbanization.Andgrowingglobalinter-

estinsocialresponsibility,governance,andsustainabilityhaveimpli-

cationsforthemissions,programs,andactivitiesofbusinessschools.

Toaddressthepressingchallengesidentified,thereportcallsfornu-

merousglobaleffortsincluding:

1） advocacyforqualityassuranceforthebenefitofstudents,em-

ployersandglobalrankings;

2） strongercollaborationamongbusinessschools,academicex-

changesandresearch;

3） gatheringofmoredataandinformationaboutmanagementedu-

cationdevelopments;and

4） deeperengagementofbusinessandgovernmentleaderstoenvi-

sionthefutureneedsoforganizationsandsocieties.

Eachoftheserecommendationsrequirestheinvolvementoflead-

ersinmanagementeducation,highereducationpolicymakers,gov-

ernments,corporateleaders,andmanagementeducationassociations

suchasAACSB InternationalandtheEuropeanFoundationfor

ManagementDevelopment.ItisthehopeofGFMEthatitsreportwill

provideafoundationforconstructivedialogue,collaboration,and

investmentsinthefutureofmanagementeducation.TheGlobal

FoundationforManagementEducationisajointinitiativeofthe

AssociationtoAdvanceCollegiateSchoolsofBusiness（AACSB）and

theEuropeanFoundationforManagementDevelopment（EFMD）.It

aimstoidentifyandaddresschallengesandopportunitiesintheprac-

ticeofmanagementeducationworldwide,andalsotoadvanceits

qualityandcontent.

ManagementeducationandMBA/PHDbusinessprogramsenter-
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edtheearly1990shavingenjoyedmorethantwodecadesofever-

increasingpopularity,yetcriticschargedthatthisverysuccesswas

creatingasenseofcomplacencyamongeducatorsandthattheMBA

curriculum wasnotkeepingpacewithchangesinindustry.Such

criticismsarehardlynew,andtheneedforcurricularchangeisnotin

questionratheranunderstandingofthemajorforcesthataredriving

MBAcurricularchangeinpracticeisneeded.Aggravatedbythe2008

economicdownturnandbusinesscollapse・FactorsinRankOrderof

ImportanceinDrivingManagementEducation,andFactorsDriving

MBACurricularChangeinPractice・havebeencitedandhighlighted

inthispaper.Thefirsthypothesisassertedthatallfactorsidentified

intheliteraturewereequallydrivingMBAcurricularchangeinprac-

tice.TheliteratureattributedmanycurricularchangesovertheMBA

historytothefollowingfactors:TheMBA inTransition:Factors

DrivingCurricularChangebasedonasurveybyKristinM.Risiand

SheilaR.Vaidya・s［2004］questionnaireattheMBALeadershipCon-

ference.Thefollowingfactorsserveasanapproachinredesigning

thenewcurriculum:［15］

・AnalyzetheMBAmarketfroma・customer・s・perspective

・Understandthefutureneedsofcompaniesconductingbusiness

globally

・Understandthekeycompetenciesexpected/required

・Maptheprofileofthestudents（mobilityofexecutives）

・Understandthelearningpracticesofthestudents

・Understandthebusinessenvironmentofthestudents

・Understandthemanagerialroleofexecutivesinoursociety

・Analyzethelegal&educationalaspects（e.g.theEuropeanframe-

work）

・BolognaDeclaration

・Rationalemadeurgentbychangingtimes

・Programstructuretomeeturgentskills[ManagementEducation

mustshiftintofuturetense].
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・Pedagogytobringaboutabalanceoftheoryandpractice.

Lookingatfactorsinaggregate,thestudyshowedthatinternal

factorsweremoreimportantthanexternalfactorsindrivingcurricu-

larchange.Innovationiswidelyregardedascriticaltothesuccessof

businesseducation,andinstitutionsstrivetomaintaintheirshareof

thecompetitiveMBAmarket:Thesurveyalsoexploredwhetherfac-

torsdrivingMBAcurricularchangedifferedgreatlybyparticipant

characteristics,andfoundsignificantdifferencesbetweenrankedand

non-rankedMBAprograms.Rankedschoolsratedcompetitiverank-

ings,globalization,andmarketshareasmostimportant,whilenon-

rankedschoolslookedinsteadtoaccreditationandavailablere-

sources.Thedeansanddirectorssurveyedconfirmedthattheten

factorsidentifiedintheliteratureareimportantdriversofchange,

butarecurricularchangesinfacthappening?Theoverwhelming

answerisyes:99％ ofrespondents・MBAcurriculaunderwentsome

typeofchangebetween1998�2004,
［14］withtwo-thirdsofthosechanges

beingclassifiedasmajororcompleteredesign.Clearlytheneedfor

changeisunderstood,andthechallengenowisforeducatorstolead

thewayincreatingmorerelevantbusinesscurriculafortomorrow・s

captainsofindustry.

Insum:Therecentwaveofglobalizationontheglobaleconomy

andbusinessdiffersfrom previousperiodsofeconomicintegration.

Theimplicationsforbusinessforyearstocomearebothpositiveand

negativedemandingnewparadigms,strategiesandskillstosucceed

inacompetitivenewworldorder.Theupshotofallthisisthatman-

agementeducationwouldbecomemoretopicalthaneverinthe

・globalera・whereB�Schoolsmustthinkgloballyandactlocally.As

themarketforbusinesseducationbecomesincreasinglycrowdedand

competitionbetweenprovidersintensifies,B�schools,inthematurity

stageoftheproduct-life-cycle,muststrengthentheirbrandstodiffer-

entiatethemselvesiftheywanttocontinuetoattractthebesttalent

andreceiveendowments/fellows.
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Supposedly,everycenturybringsarevolutionandweare,more

orlessobservably,livingoursinthe2nddecadeofthe21stcenturyin

anewworldeconomy:amajorsocietalshift,wheretheeconomiccri-

sis,alongwithotherfactorslikedevelopmentsintechnologies,the

changesintheprofileandvaluesofyounggenerationsandthecon-

flictingforcesofglobalisationandlocaldiversity,areshapinganew

modelofsocietyandinteractionswithbusiness.Inthemidstofthis

forcefulupheaval,manymanagersfeeluneasyandanxious.Toquote

Dickens:theworstoftimesprovidesthebestoftimestoo― guides

themodelformanagementeducationreform presentedhereasthe

bestisyettocome.Thevalueofmanagementeducationtoindividu-

als,organizations,andsocietyisunquestionableandincalculable.

Managementeducationisaconditionsinequanonforbusinesseffi-

ciency,fosteringsustainabledevelopmentandanimportantdriverto

expandbusiness,employmentandreducepoverty― ofgreatappeal

tomanynations.Significantly,B�Schoollooksaspartofthenew

networkedsociety― moreofanetworkentityitselfandlessofa

classicfree-standingorganizationalentitywithitsownacademic

centricity.Thus,B�Schoollinkageswithbusinesscommunity,and

otherconstituents/institutionsinawaymakesitsuserslookmore

like・participants・and・customers・andlesslike・students・especially

consideringfee-leviedMBA/EMBA,PhD/DBA andexecutiveman-

agementdevelopmentprograms.Whilenewcurriculaandpedagogi-

calinnovationsaddvalue,researchremainscriticaltobeatthecut-

tingedgeofthoughtleadership.ThechangingtimesdemandB�

Schoolsshouldoffernewwaysofdeliveringprogramexcellencewith

quality,andvaluetoitsparticipants,tocorporationsandthemodern

networkedsociety,differentfromthatoftheclassic,discipline-based,

supply-drivenacademicdeliverysystemsofyesteryears.
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1.EducatingtheNextGenerationofLeaders― usingStanfordDeanRobert

Joss・words:・Stanfordhasaboldandinspiringvisionforthe21stcentury―

onethatcannotbeachievedwithouttheparticipationofatrulygreatschool

ofmanagement.AttheStanfordGraduateSchoolofBusiness,weembrace
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TheStanfordChallengewithenthusiasmandwithourowncompellingvi-

sionforthefutureofmanagementeducation.Westartwiththeconviction

thattomorrow・sworldwillbeoneinwhichthestakesarehigherthanever

beforefororganizations,andthatperformancematters.Howeverglobal

societyevolvesmanagedorganizations―publicandprivate―willcontinue

todrivetheproductionanddeliveryofgoodsandservices.Whenorganiza-

tionsperformwell,peoplelivewell.Toaddressthechallengesofachanging

world,wearereinventingmanagementeducationforanewgeneration.Our

introductionofaboldnewcurriculumfortheMBAprogramtakesadvantage

oftheGSB・sintimatescaleandcollaborativenature,andcustomizeslearn-

ingtoeachindividualstudent・sinterestsandexperiencelevel.Itemphasizes

morein-depthandexperientiallearning―inpartmadepossiblethroughthe

expansionofsmall-groupbasedSeminars;intensivefacultyadvisingfor

eachstudent;newopportunitiesforcollaborationwithallofStanford・sseven

schools;andatrulyglobalperspective.Westrivetoinstillinourstudentsa

managerialmindsetthatencompassesfourcriticalcomponentsembodiedby

ourcenters:entrepreneurship,socialimpact,globalawareness,andleader-

ship・.

2.TheHarvardchangeswereinformedbyDeanJayLight,forthe100thanni-

versaryoftheschoolin2008.ProfessorsDavidGarvinandSrikantDatar

organizedaworkshopon・TheFutureofMBAEducation.・Theeventdrew

ontheirconversationswithfacultyaswellasinterviewswithexecutivesand

otherbusinessschooldeansandultimatelyledtothepublicationofabook,

RethinkingtheMBA.ThechangestoHarvard・sMBAprogramarepartof

alargerseriesofchangesatbusinessschoolssincetheeconomicmeltdown

of2008.SomecriticspointedafingeratbusinessschoolsandtheirMBAs

forthecollapseofWallStreetandthebankingsystem.Sincethen,numer-

ousbusinessschools includingWharton,Stanford,Berkeley,andYale

haveunveiledbothmajorandminorchangestotheirMBAprograms.

Thechanges― announcedin2011bythenewDeanNitinNohriatonewly

admittedMBAstudents― aredescribedas・twoimportantenhancements.

・Harvardiscreatinganew courseinthefirst-yearrequiredcurriculum

called・FieldImmersionExperiencesforLeadershipDevelopment・（FIELD）.

Thecoursewillfocusondevelopingsmall-grouplearningexperienceswith

teamsofsixtoeightstudentsthroughoutthefirstyearthatare,inthe

deans・words,・experiential,immersiveandfield-based,withtheoverallgoal

ofadvancingtheschool・smissiontodevelopleaderswhomakeadifference

intheworld.・Likeothernewcourses,・itwillbedesignedanddeliveredby
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afacultyteachinggroup,anditwillconsistofthreemodules:thefirstwill

centeronleadership,thesecondonglobalization...andthefinalwillinte-

gratelearningacrosstheyear.・Thesecondchangeprovidesfacultyandstu-

dentswithincreasedflexibilityandcreativitytobuildtheircourseschedules.

・Webelievebothoftheseenhancementshavethepotentialtobecomeaplat-

formforsignificantinnovationinexperientiallearninginmanagementedu-

cation.......WealsobelievethesechangestotheMBAcurriculumwillgive

ourstudentsanarrayofexcitingfield-basedopportunitiesthatwillserveas

apowerfulcomplementtothecasemethod.・

3.ThecaseofMIT・sSloanSchoolofManagement,highlightimplicationsfor

thefutureofmanagementeducation.Thisisadiscourseforthefutureof

managementeducation.WhatshouldtheSloanSchooldotoleadthewayin

realizingthisvision?・Managementeducationshouldendeavortodevelop

principledleaderswhoearntrust,whoareabletoaddressabroadersetof

problemsandstakeholders,andwhoareabletoidentifyandexploitopportu-

nitiestoinnovate,manyofwhichwillbeprovidedbyadvancesinscience

andtechnology.Inpracticalterms,whatdoesthisimply?First,itclearly

requiresustopaymoreattentiontotheethicaldimensionsofbeingaprofes-

sionalmanager,tothesortofleadershipthatisrequiredtoearnstake-

holders・trust.AsweatSloanareredesigningourcurricula,weareplacing

greatemphasisontheeffectiveteachingofethicalprinciples― ondevelop-

ingleaderswhoareprincipledaswellaseffectiveandareabletoenhance

long-runviabilityandperformance.Second,asmanagersareexpectedto

addressbroaderresponsibilitiesanddealwithnew,complexissues,sotoo

mustthemanagementschoolthateducatethem.Toensurethatwearead-

dressingthemostimportantproblemsoftheday,themanagementschoolof

thefuturewillneedtobeanopenforumwhereadiversesetofpeopleand

stakeholderscometogethertolearnandexplorehowtoaddresstheseprob-

lemsandmeetthesechallenges.Thismeansdoingmorethanperiodically

bringingbusinessleaderstocampustosharetheirvisionandproblemswith

facultyandstudents.Itmeansengagingleadersfromallpartsofsociety―

business,government,andcivilsociety.Third,futuremanagerswillneedan

understandingofthepotentialbenefits,risks,andethicalchallengesposed

byemergingtechnologies,includingnanotechnologies,personalrobotics,

bioengineering,andothersnotyetinview.Businessesmustinnovate,and

innovationdependsincreasinglyonexploitingthepotentialsofnewtechnolo-

gies.Moreover,ethicalandtechnicalanalysiswillneedtobecloselycou-

pledinmanagementdecision-makingifwearetoguidescienceandtech-
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『拓殖大学 経営経理研究』投稿規則

1．発行目的

『拓殖大学 経営経理研究』（以下，「本紀要」という）は，研究成果の発表を含

む多様な学術情報の場を提供し，研究活動の促進に供することを発行の目的とす

る。

2．発行回数

本紀要は，原則として年3回発行する。各回の発行について，以下の原稿提出

締切日を設ける。

第1回 6月末日締切 ―10月発行

第2回 9月末日締切 ―12月発行

第3回 12月末日締切 ―3月発行

紀要冊子としての発行のほか，拓殖大学経営経理研究所（以下，「当研究所」

という）のホームページにもその内容を掲載する。

3．投稿資格

投稿者（共著の場合，執筆者のうち少なくとも1名）は，原則として研究所の

研究員でなければならない。ただし，経営経理研究所編集委員会（以下，「編集

委員会」という）が認める場合には，研究員以外も投稿することができる。

4．著作権

掲載された記事の著作権は，当研究所に帰属する。

当研究所が必要と認める場合には，執筆者の許可なく，掲載記事の転載や引用

を許可する。

5．投稿様式

� 投稿区分の指定

投稿原稿は，①論文，②研究ノート，③資料，④調査報告，⑤書評，⑥文献

紹介，⑦学会展望，⑧抄録，⑨その他，のいずれかに区分される。

投稿原稿の区分については，別に定める『拓殖大学 経営経理研究』執筆要

領付記にしたがって，投稿者が指定する。ただし記事掲載にあたっては，編集

委員会が投稿者と協議の上，区分の変更を行うことができる。

� 研究所助成研究の原稿に関わる投稿区分

当研究所から研究助成を受けた研究に係わる原稿は，原則として論文とする。

� 字数の制限

投稿原稿は，A4縦版，横書きで作成し，原則として下記の字数を上限とす

る。図表についても挿入部分に対応した文字数で換算し，制限に含める。日本
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語以外の言語による原稿についても，これに準ずる。

ただし編集委員会が許可した場合に限り，同一タイトルの原稿を複数回に分

割して投稿することができる。その場合，最初の稿で投稿記事の全体像と分割

回数を明示しなければならない。

� 執筆要領

執筆に際しては，執筆要領にしたがうものとする。

� 投稿原稿の取扱

投稿原稿の受理日は，完成原稿が編集委員会に到着した日とする。

投稿原稿原本は編集委員会に提出された原稿とし，その写しを投稿者が保管

する。

6．掲載の可否，区分の変更，再提出

� 投稿原稿の採否は，編集委員会が指名する査読者の査読結果に基づいて決定

する。

� 投稿した原稿を，編集委員会の許可なしに変更してはならない。

� 編集委員会は，投稿者に訂正や部分的な書き直しを求めることができる。

� 編集委員会において本紀要に掲載しないことを決定した場合には，拓殖大学

経営経理研究所長名の文書でその旨を執筆者に通達する。

� 他の刊行物に既に発表された，もしくは投稿中である記事は，本紀要に投稿

することができない。

7．校 正

掲載が認められた投稿原稿の校正については，投稿者が初校および再校を行い，

編集委員会と所長が三校を行う。

校正は，最小限の字句に限り，版組後の書き換え，追補は認めない。

校正は，所長の指示に従い迅速に行う。

投稿者による校正が決められた期日までに行われない場合，紀要掲載の許可を

取り消すことがある。

8．原稿料，別刷

投稿者には，一切の原稿料を支払わない。

投稿者には，掲載記事の別刷を50部まで無料で贈呈する。50部を超えて希望

する場合は，超過分について有料とする。
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Ⅰ ①論文 ②研究ノート 24,000字

Ⅱ ③資料 ④調査報告 20,000字

Ⅲ その他の区分 6,000字



9．発行後の正誤訂正

印刷上の誤りについては，著者の申し出があった場合，これを掲載する。印刷

の誤り以外の訂正や追加は，原則として取り扱わない。

ただし著者の申し出があり，編集委員会がそれを適当と認めた場合には，この

限りでない。

10．その他

本投稿規則に規定されていない事柄については，そのつど編集委員会で決定す

ることとする。

11．改 廃

この規則の改廃は，経営経理研究所編集委員会の議に基づき，所長が決定する。

附 則

本規程は，平成21年7月31日から施行する。
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『拓殖大学 経営経理研究』執筆要領

1．使用言語

使用言語は，原則として日本語又は英語とする。

これら以外の言語で執筆を希望する場合には，事前に経営経理研究所編集委員

会（以下，「編集委員会」という）に申し出て，その承諾を得るものとする。

2．様 式

� 投稿原稿は，原則としてワープロ・ソフトで作成したものに限定する。

� 原稿作成にあたっては，A4用紙を使用し，日本語原稿は横書きで1行33

文字×27行，英文原稿はスペースを含め1行に半角66文字，ダブルスペース

で作成すること。

� 数字はアラビア数字を用いること。

� 上記以外の様式で投稿する場合には，編集委員会と協議する。

3．表 紙

投稿原稿の提出に際しては，「『拓殖大学 経営経理研究』投稿原稿表紙」に必

要事項を記入し，ホームページでの公表を認める捺印を行った上で提出すること。

4．要旨・キーワード

投稿論文には，前項の様式で1ページ程度の要旨を作成し，添付すること。日

本語以外の言語による投稿論文には，使用言語による要旨とは別に，要旨の日本

語訳が必要である。

記事内容を表す10項目以内の日本語のキーワードを作成し，添付すること。

5．図・表・数式の表示

� 図・表の使用は必要最小限にとどめ，それぞれに通し番号と図・表名を付け，

本文中の挿入位置を指定する。図表についても挿入部分に対応した文字数で換

算し，制限に含める。

� 図・表は，そのまま印刷できる形式で作成すること。

� 数式は，専用ソフトを用いて正確に表現すること。

6．注・引用・参考文献

� 注は，必要箇所に通し番号をつけることで，記載があることを示すこと。通

し番号は，肩アラビア数字，片パーレンの形式による。注記内容は，文末に一

括して記載するものとする。また，参考文献の表記についても同様とする。

� 英文の場合は，TheChicagoManualofStyleを準用する。

7．最終原稿の提出

投稿者は，編集委員会による審査後，編集委員会により指示された修正・加筆
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などが済み次第，最終論文等を出力用紙及び電子媒体（Eメール，CD等）にて

提出すること。その際，ワープロ専用機の場合は使用機種，コンピュータの場合

は使用機種と使用ソフト名，バージョンを明記すること。

なお，手元には，必ずオリジナルの投稿論文等データを保管しておくこと。

8．改 廃

この要領の改廃は，経営経理研究所編集委員会の議に基づき，経営経理研究所

長が決定する。

附 則

本要領は，平成21年7月31日から施行する。
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